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◎ 大学の概要 

 
 
（１）現 況 
 
① 大学名 

大分県立芸術文化短期大学 

 

② 所在地 

大分県大分市上野丘東１番１１号 

 

③ 役員の状況 

   理事長（兼学長）  中山 欽吾 

   理事        ６名（常勤３名、非常勤３名） 

   監事        ２名 

 

 ④ 学部等の構成 

   学科 

    美術科（美術専攻、デザイン専攻）、音楽科、国際文化学科、情報コミュニケーション学科 

   専攻科 

造形専攻、音楽専攻 

 

 ⑤ 学生数及び職員数（平成 22年 5月 1日現在） 

  ○学生数 

   学科 

    美術科（美術専攻、デザイン専攻） １４２名（収容定員 １５０名） 

    音楽科              １４２名（収容定員 １３０名） 

    国際文化学科           ２６６名（収容定員 ２００名） 

    情報コミュニケーション学科    ２７９名（収容定員 ２００名） 

   専攻科 

造形専攻              ５４名（収容定員  ３９名） 

音楽専攻              ４７名（収容定員  ３５名） 

 

        計            ９３０名 

  ○職員数 

    教員数（常勤のみ）         ５１名 

    事務職員              １１名 

 

        計             ６２名 

 

 
（２）法人の基本的目標 
 

１ 教育 

   芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、質の高い専門教育及び教養教

育を学生に提供することにより、幅広い教養及び優れた技能並びに専門的な知識及び総

合的な判断力を持ち、広く社会で活躍できる人材を育成する。 

 

２ 研究 

   芸術と文化に関する特色ある研究活動を推進し、国内はもとより国際的な視野に立っ

た研究成果を創出する。 

 

３ 社会貢献 

   地域社会のニーズにこたえ、開かれた大学として県民に広く学習の機会を提供すると

ともに、教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の発展に貢献する。 

 

４ 組織運営 

   適切な組織・人事体制を確立するとともに、経営及び財政の適正化と効率化を図る。

また、適切な点検・評価体制を構築し、運営の透明性の確保に努めるとともに、公立大

学法人としての説明責任を果たす。 

 



 
2 

 
 

 
全 体 的 な 状 況 

 
 
１ 全体概要 

法人化５年目にあたる本事業年度においては、これまでの取り組みを定着・発展させるための事

業及び緊急性の高い課題、また前年度の評価委員会において意見・指摘等を受けた事項を中心に、

目標達成のための取り組みを行った。 
特に以下の 4項目については、本事業年度の重点項目として取り組んだ。 
 
１）教育環境の整備、充実及び教育体制の整備 
２）地域と連携し、地域に開かれた大学づくりと情報発信 
３）外部資金の獲得及び自己収入の確保 
４）開学５０周年に向けた取り組み 
 
 
このほか、教育研究分野では、芸術系学科と人文系学科からなる本学の特色を生かした科目の開

設、外国語や情報教育での習熟度別クラス編成、シラバスの改訂、各種検定試験への指導強化、特

別講座の充実、学生の相談・助言体制の整備、全学的な進路支援体制の確立、研究活動の活性化な

どを推し進めた。 
また、社会貢献分野では、公開講座の充実や高校生向け出前講座等の実施、企業・NPO 等との連

携強化、学生の海外留学等国際交流の推進などを行った。 
さらに、業務運営分野では、ビジョン策定委員会の設置、人事基本計画に基づく大学固有職員の

採用及びそれに伴う県派遣職員の削減、認証評価に向けた自己点検・評価、情報公開の推進等に取

り組んだ。 
 

 Ⅰ 教育研究等の質の向上 
(1)教育の内容の充実 
○新たに開講したスペイン語を含め、８か国語を開講することになった外国語教育のさらなる充実を図

り、少人数教育の実施体制を充実させた。 

○「情報処理応用演習」の課題に新しく３次元（３Ｄ）制作を導入するなど，情報技術とビジュアルデザ

インが連携した教育カリキュラムの内容を充実させた。 

○美術科では、デザイン専攻の生活造形の授業にプロダクトデザインを組み入れ、専門図書やデ

ザイン資料、CAD、三次元造型機などを整備した。 

○音楽科では、従来１学年（定員65名）を１クラスで行っていた音楽理論を習熟度別の２クラスに分割

し、基礎クラスを少人数にしたことにより底上げができた。 

○国際文化学科では、観光ビジネス英語など学生のニーズに基づいた科目の導入を行った。過去

４年間の編入学実績を分析して対策について検討し、全学科挙げての受験指導ができる体制を整えた。 

○情報コミュニケーション学科では、「ナラティブ能力育成講座 I・II」を新設し、サービスラーニン

グでの体験を語り、発信するDTP、動画編集、プレゼン法の指導を充実させた。また、「業界研究」、「大

分ツーリズム講座」を新設した。 

 

 
○専攻科の学位審査については、事前の指導を十分に行ったうえで独立行政法人大学評価・学位授

与機構に申請を行い、造形専攻 26名、音楽専攻 18名が学位を授与された。 

 

(2)教育方法と学習指導の改善 

○既存の演習系科目で課題発見力・課題解決力・自己表現力が育成されているかについて、教員にアンケ

ート調査を実施し、その結果を教員に配布した。 

○オリジナル織物作家の小坂恵子氏によるワークショップや前朝倉文夫記念館館長で洋画家でもある後藤

龍二氏による講演、客員教授による公開レッスンなど、各学科において著名な芸術家、有識者、実

践者による特別講座（公開レッスン）を開催した。 

○メディア・情報科学・心理学・社会学を中心とした４つの領域を活かし、社会に参加し・情報を発信す

る、自分の物語を創り・語り・発信する能力（ナラティブ能力）の育成を図った。府内☆学生Ｅｃｏフ

ェスタ、竹田キャンパスでの地域住民との交流、大分国際車いすマラソン大会など地域活動を拡大した。 

○成績優秀な学生に対する表彰制度を創設し、22 年度は国際文化学科と情報コミュニケーション

学科とでそれぞれ１年生３名、２年生１名の計８名を表彰した。 

 

(3)教育の実施体制 

○美術科に開設したプロダクトデザインの設備等として、３次元造形システムや木工用大型工具、専門図

書、デザイン資料等を整備した。 

○図書館において書庫を中心に蔵書点検を実施して内容の陳腐化した資料や図書を 3,473 冊除籍

し、見やすく利用しやすい配架に改めた。 

 

(4)優秀な学生の確保 

○優秀な学生、目的意識の明確な学生の入学を促進するため、音楽科においては６コース制に伴

う音楽基礎科目の試験科目の変更を行い、また美術科においてはプロダクトデザイン分野を新

設し工業デザインを志望する学生の受け入れを可能とした。 

○外国人留学生について、「日本語」科目の得点を従来の 200点から 180点に変更するとともに、

入試時期を志願しやすい一般前期入試日程に変更した。国際文化学科、情報コミュニケーショ

ン学科に各１名の外国人留学生が入学した。 

○ホームページで大学案内の動画が閲覧できるようにした。ウェブカタログを使用し、大学案内

をインターネット上で閲覧できるようにした。また、携帯サイトをスマートフォン対応とした。 

○本学の特徴をＰＲし、優秀な学生を確保するため、県内外で進学ガイダンスに参加するととも

に、県内の全高校及び九州、四国、中国の高校を中心に 104校を訪問した。 

○県立大分西高等学校、大分東高等学校などで出前講座を実施するとともに、高校生向けの講座

「芸術と文化」を開講するなど、高等学校との連携を図った。 
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(5)学生への支援 

○学生からの質問や相談を大学全体で体系的に対応するため、相談箱の設置、相談窓口一覧の記

載のほか、教務学生部に総合学生相談窓口を創設した。 

○進路支援について、厳しい雇用情勢に対応するため進路支援室の常勤スタッフを 21年度から１

名増員するとともに、進路支援担当教員が交替で進路相談に当たるなど体制を整備した。また、

就職ガイダンス、学習会等を随時行った。平成22年度の就職率は 87.6％となり、21年度（88.3％）

を上回ることができなかった。。 

また、進学についても、編入学ガイダンス等を行い、133 名（95.0％）が４年制大学及び本

学専攻科等に進学（編入学）した。 

 

(6)研究の活性化とその還元 

○文部科学省の大学教育推進プログラム（ＧＰ）に「体験をスキルに変えるナラティブ能力育成」

が採択された。また、総務省の戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）に「地域住民の信頼

と人間関係を基盤とした地域防災ＳＮＳに関する研究開発」が採択された。 

○共同研究の促進について、地域連携研究コンソーシアム大分に参加し、戦略的大学連携支援事

業、学・学連携型共同研究助成事業を実施するとともに、「豊の国ものづくり展」に参加した。 

 

(7)研究の実施体制 

○本学の研究活動を広くＰＲするものや外部資金獲得のための事前研究、学内の共同研究などに

ついて研究費の特別枠を設定した。 

○学術交流協定を締結している中国武漢市の江漢大学との間で、合唱指導を含む実技指導のため

に本学音楽科教員を江漢大学に派遣することや日本語教育指導法習得のために江漢大学から日

本語教員を本学に派遣すること等について確認書を交わした。 

 

(8)地域社会との連携 

○県民に広く学習の機会を提供するため、「一般県民・高校生の為の 指揮・理論・作曲を学ぼう」な

ど公開講座を８講座開講したほか、大分ゆかりの著名人を招聘した講演会等（学長プロジェク

ト）を開催し、県民にも公開した。また、芸術系学科では、アートキャンプ、地域ふれあいア

ート講座、ふるさとスケッチ、若さあふれるコンサート、地域巡回演奏会など実施するととも

に、人文系学科でも各種公開講座や講師の派遣、事業協力など地域と連携した取り組みを行い、

22年度に本学が実施したこれら地域貢献・社会貢献事業への一般県民の参加者数は、１万人を

超えた。 

○民間企業や非営利組織、自治会、ボランティア団体等と連携し、サービスラーニングの一環と

して「あしなが学生募金」「鶴崎サエモン 23」「上野の森アートフェスティバル」「子どもキャ

ンプ」などに協力した。 

○毎日新聞西部本社、ビーコンプラザ共同企業体、株式会社テレビ大分、NPO 法人大分県芸術文

化振興会議とそれぞれ協定を締結し、寄付講座の開講や施設の貸出、教員の派遣など相互に協

力を行った。 

 

(9)他の教育機関との連携及び国際交流 

○従来の５か国の海外語学実習指定校に加えて、新たにフランス、アメリカ、オーストラリアの

協力校を選定し、語学実習の実施体制を整備した。22年度は３３名が語学実習に参加した。 

 
 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 
(1)運営体制の強化 

○ビジョン策定委員会において､在学生を対象に学生ニーズ調査を実施し、本学の将来ビジョンとしてと

りまとめた。 
○、事務組織の業務内容について見直しを行い、一部事務の移管及び分掌事務の明確化を行った。 

 

(2)人事の適正化 

○人事基本計画に基づき、大学固有職員を１名採用し、県派遣職員を１名削減して代わりに非常

勤嘱託職員を配置した。。 

○大学固有職員の資質の向上を図るため、公立短期大学協会事務職員研修会などに派遣するほか、職

場研修を行った。 

 

 Ⅲ 財務内容の改善 
(1)事務等の効率化及び経費の抑制 

○休日・夜間を利用した公開講座の開催や体育館・音楽棟などの県民の利用時間が昨年の４倍（373時間

増）になると同時に学内利用の授業日数（２週間増）の増加にもかかわらず、教授会等で光熱水費の節

減について周知徹底を行って学内経費を抑えた結果、全体としては、8.1％増(34,211 千円→36,985 千

円)にとどめることができた。 

 

 (2)外部研究資金及び自己収入の獲得 

○研究資金の獲得に全学的に取り組み、総務省の戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）など

各種制度の外部資金を獲得した。また、科学研究費補助金等については、４名の教員が研究分

担者として参画するとともに２３年度補助金の獲得に向けて９件の申請を行った。 

 

 Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供の充実 

○独立行政法人大学評価・学位授与機構に対して自己評価書を提出し書面審査を受けるとともに、訪問調

査を受けた結果、短期大学設置基準をはじめ関係法令に適合し、短期大学評価基準を満たしているとの

評価を受けた。 

○広報室において大学情報をとりまとめ、大学ホームページで積極的に公開している。また、大学のニュ

ース、イベント情報もタイムリーに提供している。県庁記者クラブにも資料提供を行っている。 
 

Ⅴ その他業務運営の推進 

(1)大学の安全管理  

○教職員、学生の健康増進のために大学の敷地内で全面禁煙を実施した。 

○不審者対策として、教職員、学生の学内での安全確保のために、監視カメラとは別に非常用押しボタ

ンを全教室に設置し、学生に周知した。 
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２ 年度計画の全体総括と課題 
Ⅰ 全体総括 
平成 22年度は、公立大学法人として４年が経過し、これまでの取り組みを定着・発展させるため

の事業及び緊急性の高い課題、また前年度の評価委員会において意見・指摘等を受けた事項を中心

に、目標達成のための取り組みを行った。事業の実施に当たっては、教職員が一丸となり、若い学

生たちの力も借りて、教育、研究、地域貢献の各分野で目標の達成に努力した。また、大学運営、

財務の面でも、理事会、経営審議会委員など外部委員と教職員とが諸課題について認識の共有化を

図り、目標の達成を図った。その結果、年度計画で設定した全ての項目において一定の成果を得る

ことができた。 

特に、重点項目として取り組んだ次の４項目については、年度計画を上回る成果を上げることが

できた。 

 
１）教育環境の整備、充実及び教育体制の整備 

学生の教育環境の整備を図るため、外国語教育の効果をあげるために、21 年度までに完了し

た人文棟の語学演習室のシステム・機器を受けて、ソフト面での充実に着手した。 
教育体制については、学生及び時代のニーズに対応し生活に深く関わるデザインとして、美

術科デザイン専攻にプロダクトデザイン分野を 22年度から新設し、教員の採用や設備・備品整

備を行った。専攻科の学位審査については、事前の指導を十分に行ったうえで独立行政法人大

学評価・学位授与機構に申請を行い、造形専攻 26名、音楽専攻 18名が学位を授与された。 
 
２）地域と連携し、地域に開かれた大学づくりと情報発信 

あしなが学生募金、鶴崎サエモン 23、おおいた七夕まつりなど地域と連携した取り組みを引

き続き積極的に推進するとともに、文部科学省の大学教育推進プログラムに選定されたことを

受けて、より発展した取り組みを行った。また、昨年度に引き続き、10 月から 12 月の間に「芸

短フェスタ」を開催して、木下美保子ソプラノリサイタルを始め、各種美術展、演奏会、講演

会など各学科の特色を活かした 43 イベントを実施した。 
連携協定を締結している竹田市の下竹田小学校跡地を「芸文短大竹田キャンパス」としてし

て活用するとともに、地元との連携強化を推進した。サークルやゼミの合宿で12件、延べ205名

の学生、教員が利用したほか、本学非常勤講師が常駐し染色教室や美術展・ワークショップ等を開催し

た。 
県民のニーズや関心に応えて「一般県民・高校生の為の 指揮・理論・作曲を学ぼう」など８つ

の公開講座を実施したが、加えて中山学長自らがプロデュースする県民公開講座「学長プロジ

ェクト」を開催し、建築家中山英之氏など大分ゆかりの著名人を招聘した講演会等を６回開催

した。 
企業等との連携については、毎日新聞西部本社、ビーコンプラザ共同事業体、株式会社テレ

ビ大分、NPO 法人大分県芸術文化振興会議とそれぞれ協定を締結し、寄付講座の開講や施設の

貸出、教員の派遣など相互に協力を行った。 
これらの活動について、大学ホームページで広報するとともに、マスコミに対して情報提供

を心がけた結果、200 件以上の本学に関する新聞記事の掲載があった。 
 
 
 

 
 
３）外部資金の獲得及び自己収入の確保 

外部資金の獲得について、平成 21 年度から総務省の戦略的情報通信研究開発推進制度

（SCOPE）に「地域住民の信頼と人間関係を基盤とした地域防災ＳＮＳに関する研究開発（21
～22年度：574 万 5千円）」、サービスラーニングなどこれまでの取り組みが評価されて、文部

科学省の大学教育推進プログラム（新ＧＰ）に「体験をスキルに変えるナラティブ能力育成（21
～23年度：3,533 万 4 千円）、文化庁の地域伝統文化総合活性化事業において｢大分県下における無

形民俗文化財ハイビジョン映像アーカイブ作成｣（２２年度：747万4千円）がそれぞれ採択された。

また、大分県文化スポーツ振興財団と公演の共催に関する協定を締結し、共催負担金として 50
万円の資金協力を得た。 

科学研究費については、22年度は 3 名の教員が研究分担者として参画するとともに、23 年

度補助金の獲得に向けて 9件の申請を行った。 
また、自己収入の確保については、受験生確保のため県内全高校及び県外 104 校の高校訪問、

進学説明会への参加等行うとともに、ＤＶＤ付き大学案内、ホームページ等で入試情報の提供

を行った。 
 

４）開学５０周年に向けた取り組み 
平成 23 年度が本学開学５０周年にあたることから記念行事等について検討を進めた。同時

に、22 年度を「過去と未来の交差する十字路」に立たされた年ととらえ、24 年度からスター

トする次期中期目標、中期計画の策定と連動して、近未来の本学のあるべき姿、進むべき方向

性について将来ビジョンを検討した。 
 

 
 



 

 
5 

 
 
Ⅱ 課題 

   22 年度は、おおむね順調に年度計画を実施し、一定の成果を得ることが出来たが、23 年度以

降も引き続き取り組むべき課題を残した。次年度以降に取り組むべき主な課題は次のとおりであ

る。 
 
 １）学生確保対策の推進 

これまでの傾向として、人文系学科は志願者が増加傾向にあり、芸術系は減少傾向にあった。

高校訪問や広報活動等により、芸術系の志願者は減少傾向に歯止めがかかったが、逆に国際文

化学科は 23年度入試において定員割れを起こした。よって、今まで以上にきめ細かな高校訪問

や広報活動等により学生確保対策を強化する。 
 
 

２）学生の就職活動等への支援 
    雇用情勢は引き続き厳しい状況にあり、24 年３月卒業予定者の就職について懸念される状況

である。そのため、学長をトップに全学一体となった進路支援体制を強化するとともに、就職

先の積極的な開拓、保護者に対する進路説明会等を開催する。また、携帯メールによる求人情

報提供システムを構築するとともに、各種資格取得希望者への支援も強化する。 
    また、本学卒業後に４年制大学への編入学を希望する学生も近年増加しており、それら学生

に対しても適切な進路指導を行う。  
 
 ３）自己収入の確保及び管理的経費の抑制 
    自己収入の確保については、受験生確保のため県内全高校及び県外（中国、四国、九州）の

高校訪問、進学説明会への参加等を効果的に行うとともに、ＤＶＤ付き大学案内、ホームペー

ジ等で入試情報の提供を行う必要がある。 
公開講座の開催や教室等の学内の施設貸し出しなどの利用時間が昨年の４倍（373時間増）になると

同時に学内利用の授業日数の増加（２週間増）にもかかわらず、教授会等で光熱水費の節減について周

知徹底を行って学内経費を抑えた結果、全体としては、8.1％増(34,211 千円→36,985 千円)にとどめる

ことができた。光熱水費、印刷消耗品費、通信運搬費等の管理的経費については、削減対策を定めて、

教職員に周知徹底を行い、経費の抑制に努める。 
 

 
 ４）次期中期目標、中期計画の策定に向けた取り組み 
    平成２１年度にビジョン策定委員会を設置し、次期中期計画及び本学の将来構想を含めたビジョン

を検討してきた。２２年には在学生を対象に学生ニーズ調査を実施し、本学の将来ビジョンとしてとり

まとめた。本報告書をもとに、次期中期目標、中期計画を策定していく。 
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項 目 別 の 状 況 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（１）教育の内容 

 

中期 

目標 

ア 教養教育 

（ア）教育課程  芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、芸術・文化に関する幅広い教養を養うとともに、社会の中で自立して生きる力、外国語及び情報処理に関する基礎的な力並びに心身の健康

に関する基本的な認識を養う。 

（イ）外国語教育 基礎的なコミュニケーション能力を養うとともに、異文化に対する理解を深める。 

（ウ）情報教育  情報処理に関する基礎的な知識及び技能の習得を図る。 

（エ）実施体制  教養教育を効果的に実施するための全学的な組織体制を確立する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

1 

(ア)教育課程 
芸術系と人文系の学科から成る

本学の特徴を生かし、学生の芸術

文化に対する関心を高め、素養を

身につける授業科目を充実させ

る。 
また、学生が興味に応じて幅広い

教養を身につけることができる

ように、芸術系と人文系をまたが

って授業科目を選択受講しやす

くするため、カリキュラム編成等

を工夫する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に一般教養科目として「芸術文化Ⅰ－

鑑賞とマネジメント」及び「芸術文化Ⅱ」を新設し

た。また、共通教育委員会で検討した結果、２０年

度に共通教育科目として「造形入門」を前期に開講

した。２１年度には開講科目の見直しのために学生

と教員に共通アンケートを実施し、その結果学生の

要望が高かった「スペイン語」を２２年度に新設す

ることにした。 

１ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

2 

学生に幅広い教養と社会の中で

自立して生きる力を身につけさ

せるために、学際性、実践性、時

事性、地域性を考慮しつつ、授業

科目を充実させる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に一般教養科目として「地域社会特講

Ⅰ･Ⅱ」を設定し、他学科の学生にも履修可能とし

た。また、19 年度には共通科目の一般教養科目と

して「メディア・リテラシー」を新設した。21 年

度前期には「国際関係入門」を、後期には「地域社

会とマスメディア」を全学科対象に開講した。 

1 

 

Ⅲ 

    

 
○既存のカリキュラムが、「学際

性」「実践性」「時事性」「地域性」

という項目を充たしているかど

うかをチェックし、不充分な点

を改善するとともに科目数を整

理する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○共通教育科目の40科目について、学際性・実践性・

時事性・地域性の観点から内容のチェックを行っ

た。地域性の内容がやや薄いものの、バランスの取

れた科目配置になっていることを確認した。 

１ Ⅲ 

 

 
○マスメディアの理解を深める

努力とともに、情報科学関連授

業に現役のソフトウェア業界

の講師を招き、情報技術に対す

る理解を深める寄付講座を開

設する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○「情報処理論」の講義にＲＫＢ毎日放送コンテンツ

開発部副部長の久保敦氏を招き、「情報技術とマス

メディアの融合」と題する寄付講座を実施した。( 

3 

心身の健康に関する基本的な認

識を育てるために、保健やスポー

ツ、精神的健康に関する授業科目

を充実させる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度には健康・スポーツ（必修）の中でワ

ールドカップやダイエットについてなど現代生活

や学生のニーズに合った内容を講義に取り入れた

他、19 年度には精神的健康に関する内容として、

睡眠やストレス解消法を盛り込むことにした。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○心身の健康に関する既存の共

通教育科目「アートセラピー」

「心理学」「自立を考える」「健

康と生活」「現代と人権」につ

いて内容の検証を行う。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○計画にある科目についてカリキュラム・チェックを

行った。その結果、いずれの科目も、精神と身体の

健康に関する内容を持つことが確認できた。 １ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

4 

新入生が本学の学習活動を円滑

に進めることができるように、全

学的に「導入教育」を実施する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○各学科の「導入教育」の実施状況等をまとめ、平成

１９年度に国際文化学科において１年次生の必修

科目として「教養ゼミナール」を新設した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○導入教育の効果について検証

する 

（平成２２年度の実施状況） 
○各学科で、現在実施している導入教育の内容をまと

め、効果に関する調査を実施した。各学科の特性に

応じた導入教育の効果は実感されており、一定の効

果があることが確認された。 

１ Ⅲ 

 

5 

学生の進路選択に対する意識を

高めるために、進路(就職・進学)
に関わる科目の内容と指導方法

を充実させる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○外部講師やセミナーを通して、働くことの意味や心

構えを学ぶ「キャリア・プランニング」を平成１８

年度後期に一般教養科目としてを新設し、２０年度

にはマナーや応募書類の書き方などを指導する実

践的な内容も盛り込んだ。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○キャリア科目の内容が計画に

合致するか検証する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○現行のキャリア支援科目「キャリアプランニング」

「自立を考える」の内容についてチェックを実施し

た。「キャリアプランニング」については、グルー

プワーク等を取り入れ、進路選択の意識向上を図っ

た。「自立を考える」では従来の内容に加え、卒業

後の自分をイメージさせ、大学時代に目標に向かっ

て履修科目を選択し、能動的に学修する意識を高め

る工夫を行った。 

１ Ⅲ 

 

6 

芸術と文化に対する関心を高め、

素養を身につけるために、展覧会

や演奏会、地域における芸術文化

活動、地域イベント等への参加を

促進する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度にはアルゲリッチ音楽祭ピアノコン

サートをはじめ「特別芸術文化鑑賞」を全１３回実

施した他、「サービスラーニング」の履修者を中心

に春のあしなが学生募金、大分市鶴崎の清正公二十

三夜祭ＳＡＥＭＯＮ２３、大分七夕祭り等、数多く

の地域イベントに参加した。 
２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

7 

(イ) 外国語教育 
学生の外国語に対する関心や

能力に合わせて、複数の外国語

科目の中から選択できる体制

を整備する。 
学生の意欲や能力等を考慮し

ながら、少人数クラスや習熟度

別クラスなど外国語教育を効

果的に行うための実施体制を

整備する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に実施したアンケート結果をもとに、

２０年度後期に英語力・GPA などを考慮して「英

語ⅠＢ」にAdvanced Classを設け、更に２１年度

に１年次前期・後期・２年次前期とそれぞれ１クラ

ス設けることで、習熟度に応じた授業体制の充実を

図った。 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○新たに開講されるスペイン語

を含め、８か国語を開講するこ

とになる外国語教育のさらなる

充実を図り、少人数教育の実施

体制を充実させる。 

（平成２２年度の実施状況） 
○新たに開講したスペイン語も含め、外国語の各担当

者から改善点や要望などの意見を集約した。これら

の意見をもとに、実施体制のさらなる充実のための

検討を行った。 

１ Ⅲ 

 

8 

(ウ)情報教育 
全学生が情報処理の基礎的な知

識と技能を身につけることがで

きるように、情報関連科目を充実

させる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に一般教養科目として「情報機器基礎

演習」を開講した他、１９年度には「情報機器基礎

演習」を受講しない全学生を対象に「情報処理入門」

講座を開講し、Windows、Word等の基本操作、安

心安全なネットワークの利用等の授業を行った。 
２ 

 

Ⅳ 

    

 

○情報技術とビジュアルデザイ

ンが連携した教育カリキュラム

として、現在開講中の「アニメ

ーション演習」「ＤＴＰ演習」「情

報処理応用演習」の内容を充実

させる。 

（平成２２年度の実施状況） 
○情報コミュニケーション学科と美術科デザイン専

攻の教員で協議を行い、左記の３つの科目の授業内

容を整理し、確定させた。また、「情報処理応用演

習」の課題に新しく３次元（３Ｄ）制作を導入し，

授業内容を充実させた。 

１ Ⅲ 

 

9 

(エ)実施体制 
教養教育と専門教育の連携及び

学生支援の充実を図るために、現

行の組織である「一般教育」を改

組し、その所属教員を各学科に配

置する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度より「一般教養科目」を改組し、その

所属教員を各学科に配置した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

10 

教養教育の教育課程については、

共通教育委員会(本学の教養教育

のカリキュラムを企画、立案する

委員会)を中心に現状の問題点を

検討しつつ、本学の教育目的によ

りふさわしい編成を行う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に本学の特色を活かした教養教育の

目的を確認し「芸術や文化について学ぶ科目」を増

設した他、教員・学生にアンケートを実施した結果、

20 年度には学生がより履修しやすくなるように

前・後期の時間割を作成した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○21 年度に実施した「共通教育

に関するアンケート」と教員の

FDミーティングの結果から、

カリキュラムの問題点を把握

し、改善策を講じる。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○「共通教育に関するアンケート」およびFDミーテ

ィングの結果を受け、「音の科学」と「スペイン語」

を開設した。「科目の整理・分類」「学科ごとの履修

の方向性」などが課題として挙げられた。 
１ Ⅲ 

 

11 

各学科に所属する教員が教養科

目を担当することを推進し、教養

教育と専門教育の有機的連携を

図る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に芸術系教員による科目新設を検討

した結果、２０年度に美術科教員による「造形入

門」、音楽科教員による「音楽の魅力」を新設した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○各学科で共通教育の位置付け

を整理し、専門教育との関連付

けを行う。 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○各科で共通教育と専門教育との関連性について意

見聴取をして、共通教育科目の位置づけを学科ごと

に確認した。意見聴取の結果は、教務学生委員会で

委員に配布し、各学科の状況・見解を互いに把握し

た。 

１ Ⅲ 
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中期 

目標 

イ 専門教育 

（ア）教育課程  芸術系学科（美術科及び音楽科）と人文系学科（国際文化学科及び情報コミュニケーション学科）における専門教育では、学科ごとに教育目標を定め、これに沿って専門的な知識及び技能の習得

を図るとともに、総合的な判断力及び社会で活躍できる能力を養う。 

（イ）芸術系学科 美術科及び音楽科では、プロの芸術家の育成を視野に入れるとともに、芸術的な専門性を有する社会人、幼児や児童・生徒の指導を行う教育者及び地域活動の担い手を育成する。 

（ウ）人文系学科 国際文化学科及び情報コミュニケーション学科では、各学科の専門分野の学習を通して、企業、官公庁、各種団体、ＮＰＯ等で活躍できる社会人及び地域活動の担い手を育成する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

12 

イ 専門教育 
(ア)教育課程 
芸術系と人文系の各学科におけ

る専門教育では、学科の教育目標

を達成するために、講義、演習、

実習等を体系的に配置する教育

課程を編成する。 
教育課程の編成にあたっては、専

門基礎(必修)科目を絞り込み、

個々の学生の興味や関心、目標に

沿った履修ができるように工夫

する。 
短期大学の水準以上に専門的な

学習を志向する学生(4 年制大学

等への編入希望者等)には、科目

の新設や補習等、その能力に応じ

た指導を充実させる。 
優れた教育成果をあげるために、

4年制大学化を視野に入れつつ、

教育活動の充実を図る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○音楽科においては平成１８年度に音楽共通の基礎力

と個々の専門教育との連携を軸に検討し、ソルフェー

ジュの授業を従来の２時間１コマから１時間ずつの小

編成多クラスへの変更を計画した。 

また、情報コミュニケーション学科において学科カリキ

ュラムを検討した結果、１９年度に学んだことを社会に

生かす｢サービスラーニング｣を開設した。国際文化

学科においては専門教育の教育課程の再編につい

て検討した結果、２１年度に｢言語と表現｣科目群を新

設し、外国語と日本語の教育の充実を図る他、｢実務

科目｣の科目数を増やし、キャリア能力の育成に力を

入れた。美術科においては学生及び時代のニーズ

に対応し、生活に深く関わるデザインとしてプロダクト

デザインの分野と科目の新設を検討し、２２年度より実

施することになった。また、２１年度には８月上旬に編

入学模擬試験を実施し、志望理由書等について｢論

文作成基礎｣内で指導を行った。 

１８年度に専攻科改編準備委員会を開催し、専攻科の

内容について審議を重ねた結果、９月末、大学評価・

学位授与機構に認定専攻科申請書を提出し、２月に２

年制認定専攻科が認定され新設された。 

２ 

 

Ⅳ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(12) 

  

[美術科]  

○新設されるプロダクトデザイン

のカリキュラムを具体的に検討

し、教育活動の充実を図る。 

（平成２２年度の実施状況） 

[美術科] 

○デザイン専攻の生活造形の授業にプロダクトデザイン

を組み入れ、プロダクトデザインの教育計画を立て、

計画に沿ってプロダクトデザイン専門図書を多数購入

して図書館に配備するとともに、グッドデザイン作品

（製品）をデザイン資料として収集し、演習室の備品

として活用しながら感性面の教育を図った。 

 ↓  ↓   

 

 

○時代のニーズに沿った特別講師

による授業を行い、学生の学習

意欲の向上を図る。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○本学卒業生のイラストレーターを招き学生の学習意欲

の向上を図った。 

 

［音楽科］ 

○従来１学年（定員65名）を１

クラスで行っていた音楽理論

を習熟度別の２クラスに分割

し、その学習効果を検証する。 

（平成２２年度の実施状況） 

[音楽科] 
○入学後のオリエンテーションで実施した楽典到達

度試験の成績により、新入生 65 人を 24 人（基礎

クラス72点以下）と43人（上級クラス73点以上；

延長生２名含む）に分け授業を行った。到達度試

験の平均は基礎クラス該当者で56点、上級クラス

該当者で88点であった。音楽理論試験の結果基礎

クラス平均点は 74 点、上級クラスは平均点 80 点

であった。この結果を見るとクラス分けして、基

礎クラスを少人数にした事で底上げをはかること

ができたと判断できた。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(12) 

 ○２年次後期の実技試験と卒業

演奏、修了研究（実技）との

役割分担を検討する。 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○２年次後期の実技試験と卒業演奏、修了研究（実技）

との役割分担を検討し、改善案を作成した。試験日

を離す、課題曲を変えるなどの方法により改善案を

実施した。 

 

 ↓  ↓   

 

［国際文化学科］ 

○21 年度から改訂したカリキュ

ラムが一回りしたのを機に、カ

リキュラムの構成や科目の配

置について再検討を行う。ま

た、21 年度に行ったカリキュ

ラムについての学生アンケー

トを参考に学生のニーズに基

づいた科目の導入についても

検討する。 

［国際文化学科］ 

○カリキュラムの検討については、学科会議の議題に

上げ、教務委員を中心に再検討し、学生アンケート

も参考にしながら、カリキュラムの構成や配置につ

いて再検討を行い、よりバランスの取れたカリキュ

ラムにするための再配置を行った。また、観光ビジ

ネス英語など、学生のニーズに基づいた科目の導入

も行った。 

○過去４年間の編入学実績を検

討し、より有効的な編入学対策

について検討する。また、全学

科挙げての受験指導が出来る

体制を整える。 

 
 

○学科会議において、過去４年間の編入学実績を分析

し、全体的な傾向について把握するとともに、より

有効的な編入学対策について検討し、全学科挙げて

の受験指導が出来る体制を整えた。 

［情報コミュニケーション学科］ 

○１年前期「基礎演習」・１年後期

「発展演習」・２年前後期「卒業

研究」と一貫した担任制度のもと

で、導入教育・専門教育・学習指

導・進路指導の充実を図る。 
 

［情報コミュニケーション学科］ 

○１年前期「基礎演習」→１年後期「発展演習」→２

年「卒業研究」という流れで、担任制度を２年間で

一貫させた。「基礎演習」「発展演習」でSPIと一般

常識の指導を導入し、進路指導の充実を図った。実

力確認試験と再試を実施し、知識の定着を徹底させ

た。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(12) 

 ○21 年度に作成した履修モデルを

さらに充実させ、各学生の興味

や適性に応じた体系的学習を指

導していく。 

○21 年度に作成した履修モデルを活用し、就職・編

入等の進路と取得希望資格に応じた体系的学習を

指導した。 

 ２  Ⅳ 

   

○社会に参加して情報を発信す

る・自分の物語を創り・語り・発

信する（「ナラティブ能力養成」）

というカリキュラム・ポリシーを

もとに専門科目の充実と発展を

めざす。 
 

○「ナラティブ能力育成講座 I・II」を新設し、サー

ビスラーニングでの体験を語り、発信するDTP、
動画編集、プレゼン法の指導を充実させた。 
学生はその成果を地域活動フォーラムで発表した。 

○進路指導充実のために社会学３

教員による「業界研究」を新設す

る。また、「大分ツーリズム講座」

を新設する。 

 

 

○社会学3教員による「業界研究」を新設し、銀行・

証券・自動車・アパレル等業界に関する学生の認識

を深め、進路意識を高めた。また、「大分ツーリズ

ム講座」を新設し、竹田と湯布院のフィールドワー

クを行い観光の取り組みを体系的に学ばせた。 

○地域活動の意味を理解し、語り、

情報発信することを通じて、自

分にとっての意味を考える「ナ

ラティブ能力プログラム」（前

後期）を新設する。 
 
 
 

○「ナラティブ能力育成講座 I・II」を新設し、サー

ビスラーニングの活動内容の意味を掘り下げる指

導を充実させた。学生はその内容をホームページや

新聞として情報発信した。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

13 

(イ)芸術系学科 
美術科と音楽科では、学生の作品

制作や演奏に対する意欲と技能

を高めるためにその能力に応じ

た指導を行い、学内外の展覧会や

発表の場への出品、演奏会やコン

クールへの参加を支援する。 
社会的活動に積極的に参加する

意欲と実践力を育てるために、地

域社会における制作活動や演奏

活動への参加を支援する。 
学生が卒業後の進路(芸術家、企

業就職、進学等)を適切に選択で

きるように、進路に関する情報提

供と指導を充実させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○美術科においては平成１８年度に夏季休業中を利

用して、版画、竹工芸、木工芸、DTP、ウェブデザ

イン等について外部講師を招き、学生の興味に応じ

た選択授業を行った他、２１年度には竹田市の廃校

を利用して県内の高校生とともに合宿形式で制作

活動を行ったうとともに、大型ショッピングモール

パークプレイス・大分の空き店舗を利用して美術科

収蔵作品展「秋の展覧会」を開催した。音楽科にお

いて毎年地域巡回演奏会、若さあふれるコンサー

ト、県人会コンサート等を開催する他、上野の森ア

ートフェスティバルに参加した。 
美術科、音楽科ともに就職希望者に進路ガイダンス

等の参加を促し、４年制大学への編入希望者には情

報提供や模擬面接、実技指導を行った。 

2 

 

Ⅳ 

 

 

  

 
[美術科] 
○学外の公募展や各種のコンク

ールへの学生の応募の促進を図

るとともに、アートプラザにお

ける展覧会等の自主的発表活動

への出品参加を支援する。また、

県内だけでなく学生の出身県等

における制作発表活動を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
[美術科] 
○各種のコンクール等のポスターを掲示するだけで

はなく学生に口頭で応募を促した。 

また、アートプラザでの自主的発表に対して広報等

の支援をおこなった。宮崎県人展を推進した。 

OASIS ARTIST PRODUCE 2010 HEart of Christmas!

に選出されて出品。 

大分みらい信用組合キャラクターデザイン入選 

けんしん美術展奨励賞 

おおいた国際協力啓発月間in 2010 

宝泉寺温泉旅館組合から「観月祭」ポスター制作 

大分県農林水産祭ポスター最優秀賞 

O’ops展 

宮崎県人展開催 

↓ ↓  
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(13) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○学内ギャラリーの効果的な運

営方法を検討する。 

 

 

 
○学生の活発な自主的制作活動を考慮して展示募集

を前期、後期に分けて行った。展示期間について検

討を行った。 

 

 １  Ⅲ 

   

［音楽科］ 
○各「県人会」による地元でのコ

ンサート開催については、引き

続き活動の継続・向上が可能な

方策を検討する。特に円滑な広

報実施に留意する。 
 

[音楽科] 

○熊本県人会コンサートが昨年８月に実施された。２

月 11日には宮崎県人会コンサート、３月２日は鹿

児島県人会コンサートが実施された。後者について

は幹事学生から広報室に情報提供があり円滑な広

報実施が出来たので今後もこの体制を維持する。 

○定期演奏会および年間６回開

催される芸短コンサートシリ

ーズのありかたについて、教

育・地域貢献においてより効果

的な内容・実施方法について再

検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○本年度から秋 〜冬の３回についてコース別とする

ことで実施開始。11/24ピアノコース演奏会、12/15

管弦打コース演奏会、平成23年2/19 声楽コース

演奏会実施済み。結果的にこのような改革は、予想

以上に各コースの個性が明確になり期待以上にア

ピール度が高まったと言える。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
14 

(ウ)人文系学科 
社会人として求められる広い視

野から物事を考える力、課題探求

力、科学的な思考法、自己表現力

を育てるために、授業科目や授業

方法を充実させる。 
社会的活動に積極的に参加する

意欲と実践力を育てるために、地

域社会と連携した授業や体験学

習などを取り入れる。 
学生が卒業後の進路を適切に選

択できるように、就業意識を高め

る授業科目を充実させるととも

に、インターンシップ等への参加

を促す。 
専門教育としての外国語教育や

情報教育、実務教育においては、

各種資格の取得を奨励するとと

もに、資格取得のための指導を充

実させる。 
国際文化学科の英語教育におい

ては、実用英語検定試験 2 級以

上の取得を目標に指導を充実さ

せる。 
情報コミュニケーション学科の

情報教育においては、日商PC検

定試験(文書作成、データ活用)で
2 級以上の取得を目標に指導を

充実させる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に「教養ゼミナール」を新設し、２１

年度には同講義内で２年生によるティーチング・ア

シスタント制度を導入した結果、毎回テキストの学

習内容についての具体例をTAが体験的に紹介する

ことで高い教育的効果が得られた。 
１９年度に学んだことを社会に活かす「サービスラ

ーニング」を開設し地域社会と連携した体験学習を

強化したほか、２１年度には「大分の観光と文化」

においてBEPPU PROJECT代表山出淳也氏の特

別講義を実施するとともに、受講者全員で国際芸術

フェスティバル「混浴温泉世界」（別府）に参加し

た。 
２０年度にインターンシップを単位化するほか、２

１年度には「教養ゼミナール」の中でインターンシ

ップの意義を学び、将来を見据えた職種・会社を選

択するためのガイダンス、履歴書・志望理由書の書

き方に関する教育を実施した。 
資格取得に関しては、フランス語検定試験受験者を

対象に国際交流員と合同で特別補習を実施するほ

か、ドイツ語技能検定試験等についても勉強会を実

施した。また、実務教育協会の情報処理士・秘書士

などの担当教員をおいて、模擬試験や指導を行っ

た。 
国際文化学科においてはリスニングを取り入れた

授業、ネイティブスピーカーの教員による面接指導

や勉強会を実施した。また、英語検定試験等に関す

る各種教材を揃えてLL準備室に配置した。 
情報コミュニケーション学科においては検定試験

前に受験のための研修会並びに模擬試験を実施し、

プリントや資料で配付するなど教育環境の充実に

努め、高い合格率の結果に結びつけた。 
 

2 

 

Ⅳ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
(14) 

  
［国際文化学科］ 
○21 年度に実施した「教養ゼミ

ナール」の内容の検討を踏まえ

て、「教養ゼミナール」の改善

に取り組む。 

（平成２２年度の実施状況） 
［国際文化学科］ 

○内容の検討を踏まえて、「教養ゼミナール」のテキ

ストを一部改訂し、進路指導などにさらに役立てる

ようにした。 

 ↓  ↓   

 

［情報コミュニケーション学科］ 
○「基礎演習」（１年前期）・「発

展演習」（１年後期）・「卒業研

究」（２年前後期）の担任によ

る個別指導体制の内容充実に

努める 

 

 

 

 

 

［情報コミュニケーション学科］ 
○１年前期「基礎演習」・１年後期「発展演習」・２年

「卒業研究」の担任制の中で、自己分析・エントリ

ーシート指導、面接指導、SPI指導を実施し、進路

のための個別指導体制を充実させた。 

○学生の進路に関する意識を高

め、適切な進路選択を助ける

ために、社会学教員による「業

界研究」（前期）を新設する。 
 
 
 
 
 
 
 

○社会学3教員による「業界研究」を新設し、銀行・

証券・自動車・アパレル等業界に関する学生の認識

を深め、進路意識を高めた。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(14) 

 ○豊かな自然に恵まれた観光立

県「おおいた」にふさわしい

教育科目として「大分ツーリ

ズム講座」を新設する。講義

だけではなく、体験学習を組

み合わせて実施する。 
 
 

○「大分ツーリズム講座」を新設した。講義だけでは

なく、体験学習を組み合わせて実施した。竹田キ

ャンパスを拠点に竹田と由布院を視察し、ツーリ

ズムについて現地の方の講演を聞いた。 
 

 ２  Ⅳ 

   

○メディア・情報科学・心理学・

社会学を中心とした４つの領

域（MIPS）を活かし、社会に

参加し・情報を発信する、自

分の物語を創り・語り・発信

する能力（ナラティブ能力）

の育成を図る。サービスラー

ニングなどの体験的学習の充

実、ホームページ・新聞作成・

動画発信・成果発表会などの

情報発信機能の充実、新設科

目「ナラティブ能力プログラ

ム」の設置、地域活動室の活

動の充実を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

○地域活動を充実させ、ナラティブ能力の育成を図っ

た。学生中心の実行委員会を作り大分市・府内商

店街での「府内☆学生Ｅｃｏフェスタ」を実施し

た。芸文短大・竹田キャンパスで、竹田地域の住

民との交流を兼ねた「韓国映画上映会」を開催、

来ちょくれ竹田研究会（農家民泊）との交流会、

竹田－芸文短大の交流ブログと竹田研究会ホーム

ページの発表会を開催した。竹田文化会館では、

創作劇「十二夜」の開催、「第１回日韓短編映画祭」

（竹田市・長湯温泉）の開催など竹田市との交流

を拡大した。「高崎山観光ボランティア」「おおい

たスポーツ広場2010」「大分国際車いすマラソン大

会」での開催補助を実施するなど、地域活動を拡

大した。 

さらに、学内での動画配信システムを開始し、ホー

ムページ上で地域活動ブログ・コーナーつくり、サ

ービスラーニング新聞を発行するなど地域活動室

からの情報発信の機能を充実させた。 
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中期 

目標 

ウ 教職課程 

 美術又は音楽の教職を志望する学生には、教職に関する科目の履修、教育実習等を通して、教員としての資質を高める。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

15 

ウ 教職課程 
教職を志望する芸術系学科の学

生には、美術や音楽に関する専門

的知識や技能に加えて、教科教育

法・学習指導・生徒指導・教育相

談等の知識と技能を確実に習得

させる。 
教育実習等においては、各市町村

教育委員会や近隣の中学校等と

の連携を密にし、組織的・計画的

な指導を通して学生の教育実践

力を高める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から選択科目であった「教育行政学」

「教育相談論」を必修科目として教職の知識と技能

の指導を強化し、さらに視覚教材の活用を取り入れ

た模擬授業を行うことで指導の実践力向上を図っ

た。 
１９年度に介護体験を受け入れる諸学校・施設への

訪問・話し合いを行った。また、県立聾学校の文化

祭において、体育館の舞台制作に本学美術科生が協

力したほか、２１年度には大分県立芸術緑丘高等学

校との協力を深め、初の教育実習生を送り出した。 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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中期 

目標 

エ 専攻科 

 専攻科（美術専攻科及び音楽専攻科）では、それぞれの分野における高度な知識及び技能の習得を図るとともに、芸術的な専門性を生かして社会で活躍できる人材を育成する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

16 

エ 専攻科 
芸術系学科の教育目標をより高

い水準で達成するために、平成

19 年度に専攻科の教育課程を改

訂し、学士の学位取得や大学院へ

の進学が可能な 2 年制認定専攻

科として新たに編成する。 
専攻科では、学生の作品制作や演

奏に対する意欲と技能をより高

めるためにその能力に応じた指

導を行い、学外の展覧会や発表の

場への出品、演奏会やコンクール

への参加を促進する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に専攻科改編準備委員会を開催し、専

攻科の内容について審議を重ねた結果、９月末、大

学評価・学位授与機構に認定専攻科申請書を提出

し、２月に認定され新設された。 
専攻科造形専攻において２０年度、２１年度にアー

トプラザで「専攻科造形専攻制作展」を開催したほ

か、２１年度に染色専攻・陶芸専攻の専攻科生がそ

れぞれアートギャラリーBで個展を行い、２月には

修了制作展を県立芸術会館で開催した。専攻科音楽

専攻においては１９年度に学年ごとの習熟度に合

わせ学年クラス別編成をしたほか、２１年度３月に

は iichiko音の泉ホールにて修了演奏会を行った。 
２ 

 

Ⅳ 

 

 

  

 
[専攻科造形専攻] 
○学位習得を希望する学生に対

して、学位審査申請の適切な指

導を行う。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
[専攻科造形専攻] 
○平成２２年度学位審査申請のための説明会を行っ

た。 
専攻科１年生に対して学位申請のオリエンテーシ

ョンを実施した。１０月の学位申請書類のチェック

及び理論教員による作品解説文の添削などの指導

を行った。 
 

↓ ↓  
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(16) 

  
○プロダクトデザイン設置に伴

う教育環境の施設整備を実施

する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○最新の技術や知識に則した演習を実践するため、

CAD、三次元造型機の設備を整えた。 

 １  Ⅲ 

   

○専攻科展等の学外における発

表活動を行う中で、制作研究活

動の充実を図る。 
 

○専攻科展等の学外展示に対しての制作研究活動の

支援を行った。 
グループ展「交差点」、専攻科造形専攻制作展 
下畑志保展、池浦和也絵画展『祈りと表現」 
山田俊吾作品展「GAREGE」開催 

 
［専攻科音楽専攻］ 
○引き続き音楽専攻の学習環境

について、ソフト面・ハード面

から検討をする。 
 

［専攻科音楽専攻］ 
○ハード面ではすでにパッケージエアコンの設置、防

音効果の高いドアへの交換をした。音楽科ではこれ

以上希望がなかったので、教育環境の整備はこれで

一つの区切りとした。 
 

 
○学位審査のためのビデオ撮り

を、各コースの事情を斟酌し、

最適化を図る。 
 

 
○本年度学位審査のビデオ撮影は６月の公開研究発

表２回と８月の実技試験期間に４回計６回で行い、

提出することができた。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（２）教育方法と学習指導 

 

中期 

目標 

ア 魅力的な授業の展開 

 各学科及び専攻科の教育課程に即した多様かつ効果的な授業形態や学習指導方法により、学生にとって魅力的な授業を展開する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

17 

(2)教育方法と学習指導 
ア 魅力的な授業の展開 
(ア)シラバス(授業計画書)の改訂 
すべての授業科目について、授業

の目標、授業形態・指導方法、成

績評価の方法を明示したシラバ

スを作成し、学生に配布するとと

もにホームページから閲覧でき

るようにする。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から本学ホームページにシラバスを

掲載し、学内外から自由に閲覧できるようにした

他、各教員がネットワークを通じてシラバスの作成

を行えるようにした。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○シラバスに授業形態・指導方法

を明記する。 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○平成23年度シラバスに、「授業形態」を記載するこ

とにし、また各回ごとの指導方法も可能な限り記載

するよう、作成時に依頼した。 １ Ⅲ 

 

18 

(イ)履修モデルの作成 
学生が自分の目標や進路に応じ

て科目を選択できるように、各学

科において、学生の進路に即した

複数の履修モデルを作成して学

生に提示する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○音楽科は従来から分野別履修モデルを作成して学

生に提示しており、美術科と情報コミュニケーショ

ン学科が２０年度に履修モデルを作成した。また、

国際文化学科は２１年度に履修モデルのあり方を

検討し、履修モデルを試作した。 
 

１ 

 

Ⅳ 

 

 

  

［国際文化学科］ 
○21 年度に試作された履修モデ

ルを検討し、学生の進路に即し

た複数の履修モデルを作成し

て学生に提示する。 
 
 
 

［国際文化学科］ 
○21 年度に試作された履修モデルを検討し、学生が

進路を考える上で参考になる履修モデル表を作成

し、配布した。 
↓ ↓  
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(18) 

 ［情報コミュニケーション学科］ 
○履修モデルの内容充実と効果

的な活用、履修モデルをもとに

した学科専門科目の再検討を

行う。 

［情報コミュニケーション学科］ 
○昨年度作成した履修モデルを効果的に活用して履

修指導を行った。就職職種別・編入学部別・資格取

得別に履修すべき科目を明示し、進路別の細かい履

修指導ができるようにした。さらにポートフォリオ

にもとづく、履修モデルの内容充実と効果的な活

用、履修モデルをもとにした学科専門科目の検討を

行う予定である。 

 １  Ⅲ 

   

19 

(ウ)授業方法や学習指導の改善 
学生に分かる授業、身につく授

業、満足できる授業を実現するた

めに、授業内容や指導方法などの

改善・向上を目的とするファカル

ティ・ディベロップメント活動

(FD活動)を展開する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度から前・後期において学生による授業

評価をほぼ全科目において実施した。この集計結果

を基に教員が自己評価を行いレポートを作成し、授

業内容や指導方法等の問題点を各自が確認、改善方

法も提案した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○FD活動をホームページで紹 
介する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○本学のFD活動について広く知ってもらうために、

公式ホームページに授業改善の取り組みに関する

ページを作成した。 
 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

20 

教員の授業技術やプレゼンテー

ション能力を高めるために、定期

的に研修会を開催する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度には研修会を計５回実施し、のべ６４

人の教職員が参加した。また、２１年度にはGP採

択に伴う｢サービスラーニング｣についての FD ミ

ーティングと｢SPOD フォーラム参加報告会｣、共

通教育担当者を中心とした全学 FD ミーティング

｢共通教育について｣を開催した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

21 

課題発見や課題解決、自己表現力

を育成するために、対話や討論、

発表を重視する授業を充実させ

る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○講義形式の授業の工夫・改善をテーマに各教員のノ

ウハウを集約した実践事例集を作成・配布した他、

各学科の授業についてそれぞれの学科会議で意見

交換を行った。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○既存の演習系科目で課題発見

力・課題解決力・自己表現力が

育成されているかを、FD研修

会を通して検証する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○FD研修会の実施に向けて、既存の演習系科目で課

題発見力・課題解決力・自己表現力が育成されてい

るかについて、教員にアンケート調査を実施し、そ

の結果を教員に配布した。 

１ Ⅲ 

 

22 

(エ)学生による授業評価 
学生による授業評価を実施し、評

価結果に基づき担当教員が改善

計画と改善結果を提出する制度

を設ける。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○授業評価の結果に対して各教員が今後の改善等を

記した自己評価アンケートを作成する制度を導入

し、平成１８年度前期から実施した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○評価結果および改善計画（教員

による自己レポート）を冊子に

まとめ、HPのFDに関するペ

ージで設置場所等について周

知する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○授業改善の評価結果および改善計画は、冊子にまと

め、図書館で誰でも閲覧可能とした。また、ホーム

ページと「キャンパスガイド」に設置場所を掲載し

た。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

23 

(オ)特別講座の実施 
学生の創作意欲や学習意欲を高

めるために、著名な芸術家や演奏

家、研究者や有識者、実践者によ

る特別講座を開催する。 
地域づくりに参加する意欲と実

践力を育てるために、大分県内で

活躍する企業人等の民間人や行

政職員を導入した授業を実施す

る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度には芸短フェスタに併せリリー・フラ

ンキーを招いて特別講義を実施した他、現役演奏家

トリオ・ボヘミカによるワークショップを行った。

また、佐藤美枝子客員教授による公開レッスンは１

９年度から継続して実施した。 
県内の著名人に関しては｢地域社会特講｣｢情報発信

特論｣で継続的に授業を実施した他、大分県行政経

験者による｢地方行政法｣を１９年度後期から実施

した。また、２１年度には｢大分の観光と文化｣にお

いて大分県観光・地域振興局阿部万寿夫氏、

BEPPU PROJECT 代表山出淳也氏、大分県立博

物館学芸員櫻井成昭氏の計３名の外部講師を招き、

講義の充実を図った。 
 ２ 

 

Ⅳ 

 

 

  

[美術科] 
○地域との連携を図りながら、ふ

るさとスケッチなど新しい授

業のあり方を実践する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
[美術科] 
○「ふるさとスケッチｉｎ杵築」において地元ケーブ

ルテレビの参加。「ふるさとスケッチｉｎ宝泉寺」

においては地元温泉組合の要望で実施した。また、

授業の内容についても学生と検討した。 
 

↓ ↓  
 
［音楽科］ 
○引き続き現在の客員教授に加

え、まだ客員教授・特別講師等

のいないコース（ピアノ、指揮、

理論、作曲）に増員を検討する。 

（平成２２年度の実施状況） 
［音楽科］ 
○現在、声楽に客員教授２名、管弦打に特別講師を置

いているが、財政上の問題もあるので、事務局とも協

議しながら来年度検討する。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(23) 

 ［国際文化学科］ 

○世界の文化や国際交流につい

て紹介するイベントを開催

し、学生の地域交流の意欲を

促進する。 

 

 

［国際文化学科］ 

○玉井講師を中心に、学生も参加して公開国際理解ワ

ーク＆パネルトーク「Think Globally, Act Locally 
in Oita! ～大分から考えよう！一杯のコーヒーを

通して見える私たちと世界のつながり～」を本学に

おいて開催した（10月23日）。染矢教授・鄧教授・

永田講師が中心になり、学生も参加して竹町アーケ

ード街において「国際文化フェスタ in 竹町」を行

った（10 月 13 日）。大分日本ポルトガル協会の後

援を受け、公開講座「府内南蛮ゼミナール」ならび

にパネル展を大分市コンパルホールで開催し、多数

の学生が参加した（11月9日～13日）。 
 

 ２  Ⅳ 

   

［情報コミュニケーション学科］ 
○地域で活躍する方々やメディ

ア関係者を招いた講演を実施

するとともに、他学科にも共通

教育科目などとして積極的受

け入れを行っているが、今後、

さらに特別講座の充実と発展

に努めるとともに専門教育科

目との有機的連携を高める。ま

た、全国的に活躍されている方

の話を聞く学長プロジェクト

を実施したが、２２年度もこの

充実に努める。 

［情報コミュニケーション学科］ 
○地域で活躍する方々やメディア関係者を招いた講演

を実施した。他学科学生も共通教育科目として積極

的に受け入れた。すべての講演の記録を「ナラティブ

能力育成講座」において学生に記事をまとめてもら

い、サービスラーニング新聞・学科ホームページで発

信した。 

具体的には、車イスマラソン選手、府内五番街振興組

合会長、「上野の森の会」事務局長、鶴崎商工青年部

の方々など、地域で活躍する方々を招いた。 

さらに、Ｊ２「大分トリニータ」のファンボ・カン監督、演

出家鴨下信一氏、学長プロジェクトと共同して滋賀県

立芸術劇場びわ湖ホール館長・現京都橘大学教授の

上原恵美氏、「地域社会とマスメディア」ではソウル芸

術大学映画学科教授と学生を招いて講演を充実させ

た。 
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中期 

目標 

イ 学習支援体制の充実 

 学生が主体的に学習に取り組むことができるように、学習相談・学習支援体制を充実させる。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

24 

イ 学習支援体制の充実 
(ア)担任教員による学習支援体

制 
学習支援を充実させるために、原

則として、専任教員全員が、担任

として少人数の学生を受持ち、修

学指導を行う体制を整備する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に各学科における担任制の実施状況

を調査し、専任教員全員による学習支援体制を整備

し、全学科とも専攻やゼミ別による担任制を実施し

た。 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

25 

専任教員全員が週に 2 回、各 1
時間程度のオフィスアワー(教員

が予め定めた曜日・時間帯には研

究室等に在室し、学生からの質問

や相談を受け付ける制度)を実施

し、授業に関する質問や専門分野

の学習相談に応じる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に各教員が原則週２回のオフィスア

ワーを設定し、研究室前の掲示やホームページに掲

載することで学生に周知し、出張予定などをできる

限り研究室のドアに掲示し、教員の在室予定を学生

に知らせるように工夫した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

    

26 

学生の自習用の教室を整備し、授

業時間外の学生の自主的な学習

を促進する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に人文棟２階の教室１室を自習室と

した他、在学生を対象に学生生活調査を実施し、授

業時間外の学習時間や自習室の利用状況、自習室の

備品の必要性について調査し、２０年度にはパソコ

ンを配置した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学生生活調査の結果から、時間

外学習の実態を調査し、学習用

の設備を整える。 

（平成２２年度の実施状況） 
○学生生活調査の結果を踏まえて、人文棟２階自習

室、休憩スペースに、要望の多かった閲覧用の外国

語辞書類を設置した。 
１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

27 

(イ)補習授業 
学生に一定の学習成果を保証す

るために、十分な学習成果をあげ

ていない学生を対象とした補習

授業を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○各科において学生の求めに応じ各教員が補習授

業・個人指導を実施する他、情報コミュニケーショ

ン学科においては１８年度から情報教育で経験別

クラスを実施し。補習授業の時間を設置した。 

２ 

 

Ⅳ 

 

 

  

 
[美術科] 

○基礎的な技術が不足している

学生に対して、補習授業を実施

する。 

（平成２２年度の実施状況） 
[美術科] 

○基礎的技術を補うため課題を出し学生の技術向上

を図った。 

↓ ↓  

［音楽科］ 
○アンケートの結果を踏まえ、よ

りよい補習授業・レッスンのあ

りかたを継続して検討する。 

［音楽科］ 
○検討は継続するが、現状のままでとりあえず問題は

ない。 

［国際文化学科］ 
○学科に適した補習授業のあり

方を引き続き検討し、補習が必

要な教科に関しては、補習用の

時間を確保するなどの方法を

検討する。 

［国際文化学科］ 
○学科に適した補習授業のあり方を検討するととも

に、補習を必要とする学生に対しては、補習授業を

実施した。 

［情報コミュニケーション学科］ 
○「基礎演習」・「発展演習」・「卒

業研究」などの時間にSPI 問
題集などを使って基礎的学力

の向上に努める。また、日本

語能力・作文能力の向上など

に学科として努力する。 
 

［情報コミュニケーション学科］ 
○「基礎演習」・「発展演習」・「卒業研究」などの時間

に SPI 問題集などを使って基礎的学力の向上に努

めた。また、日本語能力・作文能力の向上などに学

科として努めた結果、学生が、毎日新聞大分版で掲

載されている「はがき随筆」の月間賞を受賞、福島

県南会津町募集の「ありがとうのメッセージ」（一

般部門）で入選、毎日新聞社主催「日韓文化交流作

文コンクール」で毎日新聞大分市局長賞を受賞し、

自己表現力の指導の成果が出た。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(27) 

 ○英語能力向上のために

「TOEIC対策講座」を開講す

る。また、進路指導のために「業

界研究」を新設したが、経済社

会に関する常識を高めるべく

活用していく。 

○「TOEIC対策講座」を開講し､英単語基礎から標準

レベルの学習を定着させた。また、進路指導のため

に「業界研究」を新設し、経済社会に関する常識を

高めた。  ２  Ⅳ 

   

28 

(ウ)入学前指導 
学生が入学後の学習活動を円

滑に進められるように、入学手

続終了者を対象とした入学前

の学習指導を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○各科において入学前指導を実施し、情報コミュニケ

ーション学科においては２１年度に推薦合格者に

対して卒業研究発表会と｢芸文短大地域活動フォー

ラム｣等への参加を求め、のべ４５名の参加があっ

た。 

２ 

 

Ⅳ 

    

［美術科］ 
○合格者に対して入学までに展

覧会等、美術に関連した作品の

鑑賞を促す。 

（平成２２年度の実施状況） 
［美術科］ 
○合格者に対して展覧会鑑賞をするよう文書で入学

前指導を行った。 
 

１ Ⅲ 

 

［音楽科］ 
○新たに導入した「新入学者への

到達度テスト成績フィードバ

ック」の効果を精査し、次年度

以降の参考とする。 

［音楽科］ 
○「新入学者への到達度テスト成績フィードバック」

により「音楽理論」クラス分けに活用し、習熟度別

クラス編成に役立てた。 

［情報コミュニケーション学科 
○推薦試験合格者に推薦図書を        
指定し、課題レポートの提出を

求める。基礎演習でレポートの

指導を行う。 
 

［情報コミュニケーション学科］ 
○推薦試験合格者に推薦図書を指定し、課題レポート

の提出を求めた。従来よりも課題図書の数を増やし

指導を充実させた。基礎演習でレポートの指導を行

った。 

○高校の協力を得て、卒業研究

発表会・地域活動フォーラムへ

の出席を求め、学科における教

育の具体的イメージを形成し

てもらう。 

○推薦入試合格者の高校生に、卒業研究発表会と地域

活動フォーラムの案内を郵送した。10数名の高校

生参加者があり、会の感想を提出してもらい、学科

の教育のイメージを形成してもらった。 
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中期 

目標 

ウ 成績評価 

 各授業科目の到達目標及び成績評価の基準・方法を明示するとともに、学生の学習意欲を高める成績評価システムを構築する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

29 

ウ 成績評価 
(ア)成績評価の方法の見直し各

科目の成績評価を実質的かつ

責任あるものとするために、一

定の基準の下、組織的な成績評

価を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度からGPA制度を導入した他、２１年

度には教員から各１科目のデータを集め、各科どと

に平均値を算出し、今後適切な成績評価の参考とす

るために教務学生委員会及び教授会等に提出した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○教科の特性に応じた厳格な成

績評価の方法について検討する。

また試験の実施方法を厳正にす

るために、試験監督・監督補助の

ための指針を作成する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○試験の実施方法については、昨年度に作成した「定

期試験実施要領」の内容について、FDミーティン

グで議論し、試験問題の印刷、試験監督・補助時の

実施要領についてまとめた。 

１ Ⅲ 

 

30 

成績評価の区分を4段階(優、良、

可、不可)から、5 段階(S･A･B･
C･F)とし、きめ細かな評価を行

う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度入学生から５段階による成績評価を

実施した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

31 

成績評価を公正かつ厳格に実施

するために、科目ごとに授業の目

標、成績評価の方法を学生に明確

に示し、それに沿って成績評価を

行う。 

 

 

 

 

 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度のシラバスから各教員に対して｢授業

の目的｣、｢準備学習等｣、｢成績評価の方法・基準｣

（評価項目ごとの割合を含む）の記載の徹底を図

り、さらに２１年度にはシラバスの｢授業の目的｣

欄を｢授業の目的・到達目標｣欄に変更して記載の項

目を増やした。 １ 

 

Ⅲ 

    

○授業評価アンケートに、「成績

評価の方法が事前に明確に示

されていた」という質問項目を

加え、厳格な成績評価を徹底さ

せる。 

（平成２２年度の実施状況） 
○授業評価アンケートに、成績評価に関する項目を加

えたことで、各教員に厳格な成績評価の実施を促し

た。またシラバス作成依頼の際に、成績評価に関す

る項目の記載を厳格に行った。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

32 

(イ)単位の実質化 
学生に授業で学んだ知識や技能

を確実に身につけさせるために、

授業時間外の学習(予習・復習等)
の指導についても工夫・改善を進

める。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度シラバスから｢準備学習等｣の欄を設

け記載し、さらに２０年度シラバスからは毎回の授

業を受講する際の準備学習を記載するように徹底

して、学生への予習を促した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○時間外学習に関する調査結果

を基に、指導方法の工夫・改善

を進める。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○「サービスラーニング」を中心に、授業で学んだ知

識や技能を授業以外の社会活動で活かす取組を進

めた。また、他大学の事例を収集し、資料を作成、

教員に配布した。その他、来年度から人文棟の各教

室に使用状況表を貼り、学生が予習・復習をしやす

い環境づくりを進めることにした。 
 

１ Ⅲ 

 

33 

(ウ)GPA制度と表彰制度 
成績評価の手法として、GPA 制

度(Grade Point Average制度：

各科目の成績にポイントを与え、

各単位数を乗じて合計し、履修総

単位数で除することにより、学生

の成績を総合的に評価する手法)
を全学的に導入する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度からGPA制度を導入し、学科の教育

方針により成績優秀者を対象とした表彰をGPA制度

を利用して行うことを検討した他、編入学の推薦など

に関してもGPAを利用することを前提に算出した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

 

    

34 

成績優秀な学生に対する表彰制

度を設ける。 
 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 

○表彰制度について検討し、全学的な規定を設け、平

成２２年度から実施することにした。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

 



 

 
33 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

35 

(エ)成績評価に対する照会制度 
学生が成績評価に疑問を抱いた

場合、一定の条件の下、科目担当

教員に照会できる制度を導入す

る。この場合、 検討結果によっ

ては評価の変更も可能とする。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から成績評価に対する学生の照会制

度を導入し、前期・後期ともにそれぞれ実施した。

２１年度に問い合わせ数及びその内容についてま

とめ、教務学生委員会で報告・検討したが、特に問

題点は見つからなかった。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

36 

(オ)成績の参照システム 
学生の成績評価に対する意識を 
高めるために、学生が随時自分の 
成績を確認し、チェックできるよ 
うなシステムを構築する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度後期から成績参照システムを導入し

た。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

37 

学生の成績については、一定の基 
準を設けた上で保護者に通知す 
る制度を検討する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度新入生から保護者に成績を通知する

制度を導入し、入学時に保護者から個人情報の取り

扱いに関する同意書に承認をもらった。保護者への

通知は成績が確定した後に行うことを決定した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（３）教育の実施体制 

 

中期 

目標 

ア 教育研究組織の整備 

 教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、教育研究組織を整備する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

38 

(3)教育の実施体制 
ア 教育研究組織の整備 
本学及び各学科の教育目的を達

成し、また、4年制大学への移行

を目指すために、各学科の教員配

置を見直し、全学的観点に立った

柔軟で実効ある教育実施体制を

構築する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度において共通教育・一般教養科目に

｢造形入門｣と｢音楽の魅力｣を開設し、美術科及び音

楽科の教員が担当することになった他、外国語科目

の英語についてアドバンスクラスを増設し学生の

能力に応じたクラス編成を行うために非常勤講師

を採用して英語担当者を増員した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 
 

    

39 

各教員が担当する授業時間数に 
ついて基準を設け、専任教員が責 
任を持って学生を指導する体制 
を整備する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２１年度に教員の持ちコマ数を調査し、学科ご

との見直しを行い、教員間での負担の不均衡を２２

年度以降是正することを決定した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 
 
 

    

 
 

中期 

目標 

イ 教育の質の改善・向上 

 ファカルティ・ディベロップメント（教育に関する組織的改善活動）を推進するとともに、教育活動の評価システムを設け、教育の質の改善と向上を図る。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

40 

イ 教育の質の改善・向上 
(ア)FD活動の推進 
ファカルティ・ディベロップメン

ト推進会議を中心に、組織的に教

育改善活動を企画実施するとと

もに、その成果の測定と評価を行

い、次の改善を展開するシステム

を確立する｡ 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○学生の授業評価の結果に対して各教員が今後の改

善等を記した自己評価レポートを作成する制度を

導入し、平成１８年度前期の授業評価から実施し

た。２１年度には共通教育に関するアンケートも実

施してカリキュラムの問題点を改善した他、卒業・

修了時の満足度アンケートも実施して結果を集計

した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○これまでのFD活動を点検・評 
価し、不充分な点については改 
善する｡ 
 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○現在実施している FD 活動（授業評価アンケート、教

員レポートの作成、FD研修会、FD授業参観、Tips集

の作成、FDに関する視察など）について点検・評価し

た結果、おおむね問題はないが、FD 授業参観の効

果については不充分であることを確認した。次年度に

は参観する授業のポイントなどを事前に知らせ、効果

的なものにすることを決定。次年度には、教授能力以

外のスキルアップを図る内容として、進路支援あるい

は災害時における学生の心のケアなど FD 研修会を

実施することとした。また、これまで不充分だった FD

活動の外部、学生への周知を、ホームページや「キャ

ンパスガイド」を用いて行った。 

１ Ⅲ 

 

41 
 

(イ)教育活動の評価と公表公開 
教育活動とその成果については、

全学的な評価を行い、自己点検・

評価報告書等を通して公表・公開

を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度７月に自己点検・評価委員会を発足

し、作業部会において報告書の作成の作業を開始

し、大学評価・学位授与機構と同様の形式で、１９

年度自己点検・評価報告書を２０年度４月に発行し

た他、２１年度には学外理事・監事、経営審議会及

び教育研究審議会学外委員に事業実施状況を報告

するとともに、他の公立短期大学長からも適宜助言

を受けている。 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○教育活動とその成果について、

学校教育法に基づく認証評価

にかかる自己評価書を作成し、

独立行政法人大学評価・学位授

与機構に提出するとともに、評

価結果について公表する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○自己評価書の作成、提出及び訪問調査終了後、評価

結果の報告を受け、評価結果は大学のホームページ

に公表した。 １ Ⅲ 

 



 
36 

 
 

中期 

目標 

イ 教育の質の改善・向上 

 ファカルティ・ディベロップメント（教育に関する組織的改善活動）を推進するとともに、教育活動の評価システムを設け、教育の質の改善と向上を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
42 

(ウ)教育活動の広報 
本学の教育活動については、大学

案内、広報紙及びホームページ等

を通して社会に向けて積極的に

広報を行う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度４月１日付けで事務局長を室長とす

る広報室を設置し、また、大学案内を増ページし、

ホームページ更新のために広報室に専任の担当者

を５月１日付けで配置した。２１年度には大学案内

（5,000部）、年４回発行する広報誌（3,000～3,500
部）、ホームページ等での広報活動の他、広報室に

おいて本学の教育活動をマスコミに積極的にリリ

ースした。 
 

２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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中期 

目標 

ウ 教育環境の整備・充実 

 教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、必要な教育環境の整備を進める。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

43 

ウ 教育環境の整備・充実 
質の高い専門教育と教養教育を

行うために必要な教室、備品、機

材の整備・更新については、重要

性や緊急性を検討しつつ、その整

備と充実に努める。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○認定専攻科が完全２年制となった２０年度にデザ

イン専攻科のエアコン、美術科工房に電動ろくろを

設置したほか、学位申請DVDの編集委託を行った。

また、２１年度には芸術棟 A の視聴覚、音響機器

の整備を行うとともに、学生数の増加に伴い後方座

席から正面のディスプレイが見づらい視聴覚室等

の大規模教室の側面にディスプレイを新設するな

ど、視聴覚教育環境の整備を図った。また、外国語

教育の効果をあげるために、第１語学演習室を

CALL教室としてシステム・機器を更新し、最新設

備への移行を行った。さらに、オペラ授業・公演時

に不可欠な照明装置を音楽棟小ホールに設置し演

奏教育の整備を図った。 
 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○人文棟の演習室を中心に視聴

覚設備やプロダクトデザイン

関連設備など教育環境を整備

充実する。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○美術科に開設したプロダクトデザインの設備とし

て、３次元造形システムや木工用大型工具等を整備

した。また、プロダクトデザインの教育計画を立て、

計画に沿ってプロダクトデザイン専門図書を多数

購入して、図書館に配備するとともに、グッドデザ

イン作品（製品）をデザイン資料として収集し、演

習室の備品として活用しながら感性面の教育を図

った。さらに、人文棟演習室に実物投影機を設置す

るとともに音楽棟研究室の床の改修等を実施した。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
44 

(ア)図書館の整備 
教育研究の上で必要とされる図

書、学術雑誌、視聴覚教材、CD
等の確保に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に買上作品の活用を図るため、所管を

図書館から美術科に移管するとともに、活用法につ

いて美術科で検討したほか、教職員や学生の利用傾

向を把握しながら、予算内で計画的に資料を選定す

るとともに、２１年度に向けて購読雑誌の見直しや

洋雑誌に係る経費を抑えるための受入先の変更を

行った。２１年度１０月には全学生を対象に図書館

利用に関するアンケート調査を実施し、初めて学科

別集計やクロス集計を行い、学生の利用傾向及び図

書館に対する要望をきめ細かく把握した。また、８

月から９月にかけて書庫を中心に蔵書点検を実施

し、２０年度から始めた蔵書点検を完了した。除籍

のあり方及び図書管理規定について、教育研究審議

会・図書委員において協議し、作業計画を策定した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学生のニーズに即した資料収

集を行うため資料選定のあり方

を見直すとともに、学生選書委

員による選書を年２回以上実施

する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○学生自らが書店に出向き選書を行う「学生選書ツア

ー」の１回目を７月１７日に、２回目を１１月６日

にそれぞれ実施した。 ↓ ↓ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(44) 

 ○学生が蔵書を利用しやすいよ

うに、内容の陳腐化した資料や

不明図書の除籍を進める。 

○３,４７３冊の図書の除籍を行い配架スペースを確

保することで見やすく利用しやすい配架に改めた。 
 

 １  Ⅲ 

   

○学生のニーズをきめ細かく把

握し、図書館運営に反映させる

ために学生に対する聴き取り

調査を行う。 
 
 
 
 
 
 
 

○上記学生選書ツアー終了後に、学生選書委員会を実

施（２回）し、「学生向けの図書はどういうものが

望ましいか」「図書館をもっと利用してもらうには

どうしたらいいか」「図書館に望むこと」等につい

て学生から聴き取り調査を行った。その結果、試聴

室の閉室時間を 11 月から週に２日（火曜日及び木

曜日）、 従来の１６：３０から１９：００に延長

することにより、利用する学生の便宜を図った。ま

た、広報誌「図書館だより」の誌面を全面的に見直

し、一部カラーにするなど内容を一新し、より読み

やすいものとした。 

45 

図書館の利便性の向上とコスト

削減のために、学術雑誌や各種資

料をインターネットや電子媒体

によって利用できるシステムを

整備する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度においてコスト削減につながる電子

媒体の無料トライアルの実施等を検討した他、２０

年度には現在購入中の洋雑誌の一部のオンライン

で利用できるように準備を進めた。 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○学生の学習を支援するため、県

立図書館との相互協力を推進

し、利用を拡大する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○平成23年度から実施する図書の相互貸借を柱とす

る県立図書館との相互協力に関する協定を、平成 
２３年３月１５日付けで締結した。 

１ Ⅲ 

 

 



 
40 

 
 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

46 

(イ)LL教室 
外国語教育の効果をあげるため

に、LL教室のシステム・機器を

更新する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に CALL システムで先行する大分県

立看護科学大学、久留米大学のシステムを視察し、

時代のニーズにあった CALL システムを導入し、

教員対象に、使用方法の研修会を開催した。また、

２１年度には第１語学演習室のシステム・機器を更

新した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○語学演習室のシステム・機器の

更新完了を受けて、外国語教育

の効果を高めるために、新しく

導入された CALL 教室（語学

演習室）の、ソフト面での充実

の検討に着手する｡ 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○昨年度システムを更新した CALL 教室の、より効

果的な活用及びソフト面での充実を図るために、研

修会を１２月に実施した。また、教育効果を高める

ために、自習用ソフトの有効な活用について検討し

た。 １ Ⅲ 

 

47 

(ウ)教務学生部の情報システム 
受講登録や成績管理、各種証明書

の発行、学生への連絡などを迅速

かつ確実に行うために、教務学生

部の情報ネットワークシステム

を整備する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度後期からネットワークを介しての履

修登録と、教員による成績入力について実施した。

２１年度には教務学生システムの機能について、①

web上の｢セキュリティ証明書｣発行、②履修登録状

況の印刷（学生）、③成績登録履歴のログの抽出の

３項目を追加し、操作性の向上を図った。 ２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

 



 

 
41 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（４）優秀な学生の確保 

 

中期 

目標 

ア 学生確保の基本方針 

 多くの優秀な学生を集めるために、アドミッション・ポリシー(求める学生像及び学生の選抜基準)の周知を図るとともに、学生支援策を構築する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

48 

(4)優秀な学生の確保 
ア 学生確保の基本方針 
(ア)アドミッション・ポリシー 
本学及び各学科においてアドミ

ッション・ポリシーを定め、大学

案内、募集要項及びホームページ

に掲載し、高校生や保護者等、社

会への周知に努める。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に入試委員会においてアドミッショ

ン・ポリシーを再検討し、｢本学の求める学生像｣

を新たに定め、大学案内、募集要項、大学ホームペ

ージに掲載し、学外への周知に努めた。また、必要

に応じて適宜アドミッション・ポリシーを変更し

た。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

49 

(イ)学生支援策の検討 
意欲ある優秀な学生を確保する

ため、学業成績が特に優れた学生

に対する学費の減免制度や奨学

金制度等の学生支援策を検討す

る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に大分大学の事例を参考に授業料奨

学融資制度を創設した。また、経済的支援策につい

てはホームページ、学生指導、新入生オリエンテー

ションを通じて学生に周知する他、２１年度には入

学式後に保護者への個別説明会を行った。 
１ 

 

Ⅳ 

    

 
○優秀な学生に対する奨学金制

度などの支援策を検討する。 

 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○支援策を検討したが、日本学生支援機構の奨学金受

給者が学生数の６割以上(21年度採用者302名/477
名 ６３％、22年度採用者286名/444名 ６４％)
に及ぶことに鑑みて、成績優秀者に対する大学独自

の支援策は当面行わないこととした。 
 

１ Ⅲ 

 

 



 
42 

 
 

中期 

目標 

イ 入試改革の実施 

 学生を確保する上で有効な入試制度や方法を検討・導入する。また、入試の管理運営体制を確立し、入試情報の提供を適切に行う。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

50 

イ 入試改革の実施 
(ア)入試選抜方法の検討 
一般入学試験において、大学入試

センター試験による選抜を実施

し、受験生の拡大、学生の確保に

努める 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に人文系２学科の一般入試（前期日

程）において、本学独自の学科試験に加え大学入試

センター試験を導入した。また、同じく人文系２学

科の一般入試（後期日程）については、従来の個別

試験（面接試験）を廃止し、大学入試センター試験

（２科目）のみに変更した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○美術科は、後期入試試験を検討して実施。 

   

51 

平成20年度入試からAO入試(ア
ドミッション・オフィス入試：学

校推薦を必要とせず、個々の志願

者に面接を行うことや、課題を課

すことによって選抜する入試制

度)を導入する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に大学等の状況を勘案した結果、AO
入試は当面導入しないこととした。 

 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

52 

優秀な学生、目的意識の明確な学

生の入学を促進するため、入試選

抜方式別に学生の修学・進路状況

等を分析し、入試方法の改善を図

る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に音楽科推薦入試募集定員を５割か

ら６割に変更し、音楽科の推薦・一般入試とも６コ

ース制の募集に変更した。２１年度には入学後の修

学状況の調査の結果から６コース制について音楽

基礎科目の試験科目の変更を行い、美術科において

はデザイン専攻生活造形コースにプロダクトデザ

イン分野を新設し工業デザインを志望する学生の

受け入れを可能とした。また、専攻科については志

願者増、入学者増の結果に伴い、造形専攻定員１５

人を２４人、音楽専攻定員１５人を２０人に改定し

た。 

２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

（平成２２年度の実施状況） 
○入試選抜方式別に入試方法を検討し実施。 

   

53 

(イ)社会人入試・留学生入試 
社会人や外国人留学生を積極的

に受け入れるために、基礎学力、

意欲、経験などを総合的に評価し

て選抜する入試方法を検討する。 

 （平成18～21年度の実施状況概略） 
○平成２０年度において、２１年度に向けて各学科で

入試方法などについて検討し、音楽科の特別選抜入

学試験の受験科目に音楽基礎科目を新たに課すこ

ととした。また、２２年度入試より｢日本留学試験｣

の｢日本語｣の科目の得点を従来 200 点だったもの

を、｢180点｣に変更、入試時期についても外国語留

学生のしやすい時期を勘案し、一般前期入試日程に

変更した。その結果、国際文化学科、情報コミュニ

ケーション学科に各１人の外国人留学生を確保で

きた。 
 

１ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

54 

ウ)入試の管理運営 
 入試ミスを防止するとともに、

入試を円滑に行うための管理運

営体制を整備する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○出願書類の受付・審査に係る事務量の増大に対応す

るため、複数での相互確認体制や臨時職員を増員配

置するなど執行体制の整備を行った。また、試験問

題の点検や採点業務についても事前事後の二重三

重の点検・確認を行い、ミスの防止に万全を期した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
     



 
44 

 
 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

55 

(エ)入試情報の提供 
高校生や受験生、高校や保護者に

対して入試情報を分かりやすく

提供する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度において入試説明会、高校訪問におい

て大学案内・２０年度データ集・エピストゥラ・全

学科の過去問・国際文化学科・情報コミュニケーシ

ョン学科の独自の学科紹介パンフレット・DVD 再

生などを使用して高校生・保護者にわかりやすい説

明に努めた。特に情報コミュニケーション学科のパ

ンフレットは高校生の感覚に近づけるため、情コミ

学生の原稿で製作し、高校訪問の際在学生による学

科紹介を行った。また、国際文化学科では在学生に

よる｢国文大使派遣活動｣を夏休み期間に行い、総勢

３４名の学生大使が岩手・山口・九州各県・沖縄に

いたるまで３０校を訪問し、きめ細やかで積極的な

情報提供の工夫をお行った。 

２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○美術科では美術実技模擬試験を実施し、高校生に入

試の体験と指導を行った。 
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中期 

目標 

ウ 大学の知名度向上 

 学生の確保及び大学の知名度向上のために、大学の特色や、それを生かした教育内容についての広報活動を強化する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

56 

ウ 大学の知名度向上 
本学の特徴である芸術系と人文

系からなる学科構成と、その特徴

を生かした多彩なカリキュラム

について、前面に出して広報を行

う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に大学案内と大学ホームページを改

訂・リニューアルし、さらに２１年度にはホームペ

ージで大学案内の動画が閲覧できるようにし、本学

の特色が視覚的に理解できるようにした。また、広

報誌「エピストゥラ」では学科の特色を積極的に取

り上げた。 

2 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 
 
 

   

57 

学生を全国から確保するために、

教職員が一体となって大学説明

会、高校訪問、オープンキャンパ

ス等を企画、実施する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度には県内の高校を精力的に訪問する

とともに、大学説明会については過去の動員数等を

再点検し、参加の有無や新聞開拓を検討した他、学

科別新聞広告やフリーペーパー掲載等によりオー

プンキャンパス参加者増に努め、さらに新企画とし

て推薦入試前に人文系学科説明会を実施した。ま

た、全国的なPRのために２０年度から特別枠の予

算を設けた。２１年度においては県内全高校及び県

外91校の高校訪問、56か所での進学説明会への参

加等を計画的に実施した。 
 2 

 

Ⅳ 

    

 
○学生を広く全国から確保する

為、大学説明会、高校訪問、

オープンキャンパスを実施し

てきたが、より効果的な成果

を挙げるために積極的かつ計

画的に高校訪問を行い、進路

担当教員等に入試情報を提供

する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分県内の高校については全高校に延べ81回訪問

するとともに、県外の高校についても中国、四国、

九州の104校を教員が訪問し、本学をＰＲした。 

２ Ⅳ 

 

 



 
46 

 
 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

58 

多くの受験生を集めるために、大

学案内、広報ポスター及び広報誌

の内容の充実に努めるとともに、

高校や関係機関へ幅広く配布す

る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度において大学案内の内容を見直し、学

友会/サークル活動、進路状況のページを各１ペー

ジ増やした他、広報誌「エピストゥラ」の編集体制

を強化するため編集長専任制を実施した。２１年度

には美術系、音楽系の学科を有する全国の高校、西

日本を中心に入学実績のある高校に対して大学案

内を送付して本学をPRした。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学生を全国から確保するため

に、特に芸術系学科については

県内全高校及び県外の芸術系

学科を有する高校等の訪問や

大学案内等の配布を行うとと

もに、専門誌やコンクールパン

フレットなどへ大学ＰＲを掲

載する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○高校訪問、大学案内の発送等に加えて、芸術を志す

高校生への広報活動として、宮崎県で開催された全

国高等学校総合文化祭や九州吹奏楽コンクール、全

日本学生音楽コンクール北九州大会のパンフレッ

トに広告を掲載したほか、音楽大学・短大・高校・

専修学校案内(音楽の友社)に広告掲載し、本学の魅

力をＰＲした。 

１ Ⅲ 

 

59 
 

高校生や受験生に向けて、本学の

特色や魅力を分かりやすく伝え

るため、本学のホームページの充

実に努めるとともにタイムリー

な更新を行う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○大学ニュース、イベント情報を随時更新（２１年度

総計181件）するとともに大学案内（動画も含む）

が閲覧できるようにした他、マスコミに対して定期

的かつタイムリーな情報提供を心がけた結果、２１

年度において各紙合計で 147 件もの本学に関する

新聞記事の掲載があった。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○携帯電話から大学情報にアク

セスできる携帯サイトの充実

を図り、受験生の興味を引く情

報提供を行う。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○携帯サイトをＰＣサイトとは異なるシステムに入

れ替えることによって、現在利用者が増加している

スマートフォンにも対応し、利用者はアクセスしや

すく、かつ情報の更新作業を行いやすい環境を整え

た。 

１ Ⅲ 

 

 



 

 
47 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

60 

本学の知名度を高めるために、公

開講座、展覧会、演奏会等のイベ

ント、在学生、卒業生、教員のニ

ュース、入試の日程や選抜方式等

についてメディアに積極的に情

報提供を行う。 
 
 
 
 
 

 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度４月１日に広報室を設置以後、大学案

内やホームページのリニューアル、大学広報用の

DVDを新たに作成するなど効果的な大学PRに取

り組んだ。さらに１０月から１２月の間に芸短フェ

スタとして様々な行事を開催し、大学のPRに努め

た。また、オープンキャンパスなどの情報について

も業界雑誌や日刊新聞等を通じて広報を行った。そ

の結果、２１年度に地元大分合同新聞の時事コラム

や論説において取り組みが高く評価されるなど本

学の魅力をアピールできた。 
 

２ 

 

Ⅲ 

 

 

  

 
○本学の知名度を高めるため、マ

スコミに対して積極的に情報

提供を行う。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○報道各社への情報提供として県庁記者クラブに対

するプレスリリースを72件行った。その結果、約

200 件の本学に関する記事（「ニュージーランド地

震関係は除く。)が新聞に掲載された。 
 

１ Ⅲ 
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中期 

目標 

エ 高校との連携 

 大学に対する高校生の関心を高め、優秀な学生及び目的意識の明確な学生の入学を促進するために、高校との連携を図り、情報交換を推進する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

61 

エ 高校との連携 
平成18年度から教員が大分県内

の高校に出向いて出張講座を行

う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に高校での出張講義の内容やプログ

ラムについて検討した他、県内の２校に対して出張

講義を行った。１９年度から4～5月の間に各高校

に高校生向け出前講座一覧・教員名簿を送付した。

これをきっかけに、大分西高校、大分舞鶴高校、大

分西高校、大分雄城台高校、大分東高校などで出張

講座を実施した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

 

   

 

○21 年度に引き続き、地域貢献

委員会が中心となり、各高校に

対し２校以上で出前講座を実

施する。また、ホームページか

らの情報発信も強化する。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○出前講座実施状況は次のとおり。(100％) 
 ①日田三隈高等学校(６／１６) 
 ②森高等学校(６／３０) 
 ③府内高等学校(７／１４) 
 ④大分西高等学校(８／２６) 
 ⑤安心院高等学校(９／２４) 
 ⑥大分鶴崎高等学校(９／２７) 
 ⑦大分東高等学校（１／１４） 

１ Ⅲ 

 

62 
 

平成19年度から高校生を対象と

した公開講座を実施する。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度から高校生も参加できる公開講座実

施したほか、２０年度からは後期に高校生向け講義

「芸術と文化」(全 15 回)を開講し、高大連携協定

を結んでいる大分雄城台高校の生徒を中心に10名

程度が受講した。 
１ 

 

Ⅲ 

 

   

 

○高校生向け講座の実施形態（曜

日・時間帯など）を見直しつつ、

通常授業に参加させる試みに

ついても検討する。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○後期(９～２月)に高校生向け講義｢芸術と文化｣(全

１５回)を開講し、芸術緑丘高等学校、大分雄城台

高等学校、大分商業高等学校等の生徒が受講した。

また、２１年度は月曜の５限に実施していたが、各

高校の授業等の状況を考慮し、今年度は金曜の５限

の時間帯に変更した。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
63 

大分県内の高校を訪問し、本学の

特長や学生受入方針をアピール

する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に入試委員会において高校訪問の時

期や内容を検討し、人文系２学科と教務学生部で分

担して組織的・計画的に高校訪問を実施した(大分

県内48校)。また、２０年度には大学説明会、高校

訪問の強化につとめ、大学説明会に48か所参加し、

高校訪問は四国６校を追加するなど計52校と前年

に比べて増加した。国際文化学科においては在学生

による出身高校への芸短進学報告の｢国文大使派遣

活動｣を開始した。 
２ 

 

Ⅳ 

 

 

  

 

○県内の高校の美術・音楽の先

生を招いて、本学の教育内容

の理解を深めてもらう。 

（平成２２年度の実施状況） 
○県内の全高校を訪問するとともに、美術科では県内

高校の美術教員に呼びかけて、先生と生徒に学内ギ

ャラリー等の施設を案内し、教育内容の理解を深め

てもらった。 １ Ⅲ 

 

 



 
50 

 
 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（５）学生への支援 

 

中期 

目標 

ア 生活支援 

学生のキャンパス生活の充実に向けて、学生の生活相談、進路相談及びメンタルヘルスに的確に対応することができる支援体制を整備する。また、学友会やサークル、ボランティア等の学生の自主的活動への支

援を強化する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

64 

(5)学生への支援 
ア 生活支援 
(ア)担任教員による生活支援・進

路支援体制 
生活支援、進路支援を充実させる

ために、専任教員全員が担任とし

て少人数の学生を受持ち、学生生

活、進路、悩み事等に関する指導

助言を行う体制を整備する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に各学科における担任制の実施状況

を調査し、専任教員全員による生活支援体制を整備

し、実施した。また、２１年度にはシラバスの教員

紹介ページに各教員のオフィスアワーと専門分野、

「専門以外の得意分野」も記載することにし、人権

相談等の委員にはその旨記載するように依頼した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

65 

(イ)学生の状況把握 
担任教員は、担当する学生の長期

欠席、休退学、留年、成績不振等

の実態を常時把握することに努

め、その対応に取り組む。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に過去３年間の休学者・退学者等の状

況と理由を調査し基礎資料を作成した。また、各学

科において学生の状況に関する情報共有の体制を

確認・整備した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

 

   

 
○５段階評価・GPA 以外に、講

義の欠席回数などからも、成績

不振等の学生を把握する基準

を作成する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○成績不振者の把握について、各科で意見聴取を行

い、その報告を受けて教務学生委員会で協議した。

各科の特性が異なるので、全学的な基準は設けず、

成績不振者を把握する上で最も有効な場である学

科会議を有効に活用して、各科教員が情報を共有す

る体制を強化することで対応することを確認した。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

66 

(ウ)保健管理センター 
学生からの健康相談、メンタルケ

アに関する相談に迅速、的確に対

応できるように、保健管理センタ

ーの機能の充実を図る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に健康管理センター長を筆頭に機能

的な体制に向けた検討を定期的に行い、センターの

パンフレットを新しく作成し、学生の利用の促進を

図った。 

１ 

 

Ⅲ 

 

   

 
○パンフレットを新しく作成

し、利用しやすい環境づくりに

努める。また保健管理センター

のホームページも新しいもの

にする。 

（平成２２年度の実施状況） 
○パンフレットは残部が多いため、現行のものを配布

し終わった後に新しいものを作成する。また、学内

専用ページ内の「学生相談室」ページに加え、「保

健室」のページを新たに作成し、学生が保健室を利

用しやすくした。 
 

１ Ⅲ 

 

67 

保健管理センターの保健師・カウ

ンセラーと担任教員との連携を

強め、健康相談やメンタルケアの

相談に適切に対応する体制を充

実させる。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から保健師・相談員と担任教員との連

携を強める体制について検討し、２１年度において

保健管理センタースタッフと教員代表から構成さ

れる保健管理センター運営会議を開催し、相談室定

時開室、非常勤カウンセラー(女性)及び常勤保健師

の配置等について検討した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

    

68 

(エ)人権相談室 
人権相談室は、学生が直面する生

活上の様々なトラブルやハラス

メントに対する相談に応じると

ともに、トラブルの予防教育と対

策を強化する。 
 

 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度の新入生オリエンテーションにおい

て新入生に対する人権講話を実施し、大学ホームペ

ージの学内専用ページにおける人権相談室のペー

ジを更新、セクハラに対する対応法方を記載した。

また、１月にはセクシュアル・ハラスメント等、人

権問題に関する研修会を教職員に対して実施した

他、学生を対象に、セクシュアル・ハラスメント及

び人権問題に関する実態調査を実施した。また、２

１年度には人権相談室のホームページの改定、キャ

ンパスガイドへの記載の見直し等に加えて、｢地域

社会特講｣でえばの会によるデートDV 防止の講演

を行うなど人権講話の充実を図った。 

１  Ⅲ 

    



 
52 

 
 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(68) 

 
 
 
 

○新入生オリエンテーション時

の人権講話や「現代と人権」

「地域社会特講」などにより、

人権問題への理解を深めると

ともに、相談室の周知に努め

る。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○「現代と人権」（共通教育科目2単位前期15コマ）

を実施101名が履修した。「地域社会特講Ⅱ」では

発達障害・知的障害・自閉症などの問題に取り組ん

だ方の講演・大分市長寿福祉課の認知症サポーター

講座・女性の人権についてのえばの会・国際車いす

マラソンなどの講演を行った。206名受講。 
 

 

１ 

 

Ⅲ 

   

69 

 (オ)自主的活動の支援 
学友会活動、サークル活動、ボラ

ンティア活動など学生の自主的

活動を奨励する支援体制を強化

する。 

 
 
 
 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○七夕祭、大学祭など学友会主催行事を支援するとと

もに学友会会計業務のサポートを行った。また、１

９年度からは学生自身による会計監査を実施した。

２１年度に学友会の会則及び組織を全面的に見直

した他、学友会活動の活性化を図り、6サークル(同
好会)が新たに設立された。 

 

１ 

 

Ⅲ 

 

   

○支援体制を整理し、ホームペー

ジ等を用いて学生に効果的に

周知する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○公式HPの学内専用ページに、後援会の学生活動支

援について掲載した。また目安箱を設置し、その回

答を事務局内に掲示した。 

１ Ⅲ 

 

○サークル活動などの合宿で下

竹田小学校跡地を学生が利用

する場合に必要な支援を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 

○サークルやゼミの合宿等で竹田キャンパス（下竹田

小学校跡地）を利用する学生に対して、交通費等の

一部を助成する制度を創設した。その結果、12件、

延べ206名の学生、教員が利用した。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

70 

サークル活動については顧問教

員を明確にし、学生への指導助言

を適切に行う体制を整える。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度において学友会と連携して、団体

(部・サークル・同好会)活動届を年度初めに提出す

る仕組みを導入し、顧問教員の明確化を図った。１

９年度からは４月にサークルの顧問教員を確認し

て学生と顔を合わるようにした他、サークル顧問に

｢顧問教員の役割｣を配布し、サークルのサポートや

指導を依頼した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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中期 

目標 

イ 進路支援 

 学生の就職及び進学(四年制大学への編入学及び専攻科への進学)に関する支援体制及び支援活動を強化し、高い就職率と進学率の達成への取組を進める。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

71 

イ 進路支援 
(ア)全学的な進路支援体制の確

立 
学生に対する就職及び進学(4 年

制大学への編入学及び専攻科へ

の進学)支援については、学科と

事務組織が連携しながら支援体

制を確立する。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○１８年度当初に｢就職指導室｣を｢進路支援室｣に改

組し、業務を開始した。２０年度には指導体制を①

説明会、②担当教員による書類等に関する指導、③

マナー講座、④企業との打ち合わせに参加、⑤実習

(巡回指導)、⑥事後レポート、⑦報告会と確立した。

また、２１年度には進路支援データベースの入力情

報を用いて進路希望・内定状況を把握し、指導に役

立てた。また、進路支援室の職員を１名増やし、常

時事務手続きや就職相談に応じられるようにし、進

路支援主任の教員が学生の進路相談に応じる体制

を設け、これを学生に周知した。 
 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○芸術系の進路支援室主任を増

員し、芸術系学科の進路支援を

充実させる。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○今年度から、美術科と音楽科の進路支援主任を１名

増員して２名とし、芸術系の進路支援体制を強化し

た。 

２ Ⅳ 

 

○各学科で、月に１度を目安に進

路ミーティングを開催して、学

科と進路支援室との連携を密

にする。 
 
 

○各学科では、月１回の科会の際、進路ミーティング

が持たれた。また、進路支援室ミーティングの議事

録を各学科の進路主任教員に配信し、支援室と学科

の情報共有を図った。 

○進路に対する意識を高めるた

めに、本学教員向けに進路説明

会を開催する。 
 

 

 

○11 月の教授会において、各学科の進路支援の取り

組みや課題について一般の教員に説明した。併せ

て、本学の進路支援のあり方について意見を聴取し

た。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

72 

学生の就業意識を醸成するため

に、地域社会と連携したインター

ンシップを拡大、充実させる。 
 

 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度においてインターンシップの実施体

制を整備するとともに新たな実施計画を策定した。

担当教員による学生指導を充実させたほか、事前・

事後指導の内容を改訂した。その結果19年度の協

力企業は56社、計102名を受け入れてもらったが、

21年度には57社、計144名を受け入れてもらった。 
２ 

 

Ⅳ 

    

 
○春季インターンシップを本格

的に実施する。 
 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○夏休み中のインターンシップ協力企業に春季の実

習実施について調査と依頼を行い、実施計画を立案

した。２～３月に６企業・団体において１７名の学

生がインターンシップを実施した。 

１ Ⅲ 

 

73 

就職率及び進学率はともに 90％
以上を目標とする。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から進路支援室の利用やガイダンス

への参加を促すために掲示や案内、学内放送を通し

て周知に努めた他、教員へ委員会、文書、メール等

で情報を提供するとともに、進路支援主任から各学

科教員へ情報提供を行った。 

２ 

 

Ⅲ 

    

○保護者・家族の方との連携を図

りながら支援を行うために、平

成23年３月卒業予定者の保護

者・家族向けの進路説明会を開

催する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○5 月 15 日、学科及び専攻科２年生の保護者を対象

に進路説明会を開催。170名の保護者が参加した。

全体会で本学の進路支援体制や進路実績を説明し

た後、学科ごとに保護者との面談を行った。さらに、

1月には保護者から直接、各学科の進路主任に相談

を申し込めるように、メールアドレスを設け、全保

護者に周知を図った。  
 

２ Ⅳ 

 

○専攻科修了予定者にきめ細か

い進路指導を行い、就職率アッ

プを図る。 

 

○６月に専攻科生に進路オリエンテーションを実施

した。美術科では、1月にイラストレーターとして

活躍する卒業生を招き、専攻科生に職場体験を発表

してもらった。美術・音楽両学科とも、学士認定の

指導に際して、個々の教員から就職や大学院進学に

関する助言・助言を行った。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

74 

(イ)進路支援室 
就職志望に加え 4 年制大学への

編入学志望者が増加しているこ

とから、就職指導室を平成18年

度から進路支援室に改組し、全学

的な進路・就職ガイダンス、求人

情報の提供、公務員試験対策、学

生の就職相談、就職先の開拓等を

充実させる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度当初に進路支援支援室の移転を完了

し、業務を開始した。金融企業採用説明会、公務員

試験説明会等セミナーを２０年度には25回実施し

た。また、民間企業企業の本学に対する要望を把握

して進路支援の材料とするために過去に本学学生

を採用した企業390社にアンケートを実施した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

75 

就職支援については、経営者団体

や企業、公的機関との連携を図

り、インターンシップの拡大、充

実、就職先の情報提供と指導助言

を適切に行う。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度後期から共通科目として「キャリア・

プランニング」を開講し、企業から講師を招いたり、

エントリーシートの書き方や面接指導を行った。２

１年度には大分県主催の「キャリアデザイン講座」

と大分市職員による国民年金・保健制度の講座を取

り入れて授業の充実を図った。 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○広域インターンシップへの参

加を促進し、インターンシップ

の拡大と充実を図る。 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分県商工労働部雇用・人材育成課と連携し、山鹿

市役所（熊本県）と光市役所（山口県）で広域イン

ターンシップを実施した。この他、大分青年会議所

の協力を得て、学校法人ひまわり学園で実習を行っ

た。 
１ Ⅲ 

 

○学長以下教職員が一体となっ 
て就職先の開拓に取り組み、２ 
１年度を上回る求人数を確保す 
る。 

 

 

○企業へのダイレクトメールによる案内件数を昨年

度の２倍に増やし、学長、局長、支援室長、就職指

導課長を中心に企業訪問を積極的に行い開拓に努

めた。雇用情勢がきびしく、企業の求人方法がネッ

トワーク利用に移行している中、昨年度を上回る求

人数を確保することはできなかったものの、就職者

数及び就職率は昨年並みに近づけることができた。 
 



 

 
57 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

76 

進学支援については、各学科との

連携のもとに、編入学関係等の情

報収集と提供、学生への指導助言

を行う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から編入学のガイダンスを実施する

とともに、２１年度には編入学希望者にアンケート

を行い、志望の状況を把握した。また、編入学のニ

ーズに応えて夏季休業中に模擬試験を実施した。 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○大学ホームページの進路ペー

ジに、編入学情報を掲載する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○本学ＨＰの進路支援室のページに、編入の合格実績

に加え、主な編入先の入試日程、指定校リストなど

を加えてアップした。 

２ Ⅲ 

 

○２１年度に試行した編入学模

擬試験を今年度も実施して、進

学指導に役立てる。 
 

○8月12日に編入学模擬試験を行い、音楽科1名、

国際文化12名、情報コミ4名が受験した。実施後、

受験者に対し、試験結果とアドバイスを記した通知

を送付した。 

77 

(ウ)学科及び担任教員による進

路支援 
各学科及び担任教員は、進路支援

室との連携のもとに、１年次のキ

ャリア教育と 2 年次の実践的な

就職指導を強化する。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から6～7月に各学科において１年次

向けの進路オリエンテーションを実施し、２年次生

については4月憩う4～7回の就職ガイダンスを実

施した他、7～8月に編入学ガイダンスを実施した。 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○既存のキャリア教育科目と実

践的な就職指導の内容を確認

し、不充分な面があれば補う。 
 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○共通教育科目の「キャリア・プランニング」の内容

と方法を見直した。授業方式として、グループワー

クを導入し、学生たちが自己を見つめつつ、主体的

にキャリア形成に取り組むように工夫した。 

２ Ⅲ 

 

○情報コミュニケーション学科 
専門科目「業界研究」を開設し、 
学生のキャリア意識を高める。 
 

 

 

 

○情報コミュニケーション学科の専門科目として「業

界研究」（前期 1 単位）を開講した。社会学の３名

の教員がこの科目を担当し、金融や小売、製造など

の各業界の現状について講義した。履修者は43名

であった。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

78 

各学科及び担任教員は、学生の進

路に対する意識を高めるととも

に、進路相談や就職活動の助言、

求人情報の提供等を積極的に行

う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○担任はオフィスアワー、授業、ゼミを利用して学生

に対し進路情報を提供した。また平成２１年度には

担任が、担当学生の進路希望先や就職活動状況を把

握できる情報システムを構築し、その運用を開始し

た。 
２ 

 

Ⅲ 

    

 
○ネットワークの活用を学生及

び教職員に徹底させ、効率よく

情報提供・助言ができるように

体制を整える。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○４～５月に教員にシステム登録を呼びかけたほか、

夏休み前に、進路支援システムの活用を教職員にＰ

Ｒした。またシステムの改善を逐次行った。(100%) 
 

１ Ⅲ 

 

79 

進学支援、各種資格の取得支援、

公務員試験や各種国家試験の対

策についても、各学科や担任教員

による支援を強化する 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○資格関連の情報を整理してキャンパスガイドや進

路支援ホームページに掲載した。また、各資格の担

当者(世話役の教員)を明確にして学生の問い合わせ

に応じられるようにした。 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○進路支援室を窓口として、資格

取得について担当教員に相談

できる体制を整える。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○公務員試験や国家試験については、進路支援室で学

生の相談に対応した。実務資格や語学等の検定試験

については担当教員を紹介した。 

１ Ⅲ 

 

○社会のニーズに即応した資格

（介護系、医療事務など）が取

れる科目を平成２３年度から

導入するための準備、調査を行

う。 

 

 

 

 

○調査の結果、介護福祉士やヘルパー等の資格取得に

は、教育課程の大幅改訂が必要であり、科目の導入

は困難であると判断された。医療事務についても、

専門学校と連携をとり、資格取得を支援することが

現実的であると判断された。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究 

（１）研究の方向 

 

中期 

目標 

ア 研究活動の活性化 

 芸術の創造、文化の進展及び地域社会の発展に貢献するために、教員の研究活動の活性化を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

80 

2 研究 
(1)研究の方向 
ア 研究活動の活性化 
各教員は、年度当初に当該年度の

研究活動計画書を作成・提出する

とともに、前年度の結果を報告す

る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度から新しい教員評価制度を導入し、年

度初めに研究活動計画書の作成・提出を行い、次年

度に報告を行った。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

81 

各教員は、それぞれの専門分野に

おいて、優れた研究成果を創出す

るとともに、国内外の展覧会、演

奏会、学術誌、学会等で発表を行

う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○毎年研究紀要に論文や調査報告を発表するほか、研

究紀要に研究活動収録を掲載した。平成１９年度の

活動収録は、展覧会への出品等18件、演奏会での

演奏・作曲・プログラム解説等68件、著書（共著

も含む)発表7件、論文・研究報告発表等32件、学

会での口頭・ポスター発表28件、新聞。雑誌記事

発表等 6 件、イベント演出 5 件、映像作品制作 3
件、学会運営2件が掲載された。 

 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

82 

公立大学法人として県民の期待

にこたえるために、芸術・文化・

教育・福祉・産業等の分野におい

て、地域社会の発展につながる研

究に力を入れる。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○各学科において、各教員の研究状況の把握・整理を

行い、重点的な研究領域の検討に着手した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

83 

教育プログラムの開発、実践、評

価に関する研究を行い、文部科学

省の「特色ある大学教育支援プロ

グラム」(特色 GP)等への申請を

行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から毎年特色GP等への申請を行い、

２１年度大学教育推進プログラムに｢体験をスキル

に変えるナラティブ能力育成｣を申請し、9 月に採

択された。 
２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

84 

優れた研究成果をあげるために、

4年制大学化を視野に入れつつ、

研究活動の充実を図る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○4年制のカリキュラムを視野に入れ、多くの分野で

専門性を追求した研究に取り組んだ。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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中期 

目標 

イ 共同研究の促進 

 芸術と文化に関する学際的な共同研究プロジェクト及び地域社会の課題解決や発展につながる共同研究プロジェクトの促進を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

85 

イ 共同研究の促進 
芸術と文化の発展のために、専門

の異なる教員が共同で行う学際

的な共同研究プロジェクトを促

進する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○教育研究審議会において、学際的な共同研究の推進

に向けた学内体制を検討した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学際的な共同研究に結びつく

ような研究発表の機会を設け

る。 

（平成２２年度の実施状況） 
○21 年度教育研究特別枠研究成果の発表会を全教員

が集まる教授会開催日合わせて５回開催した。 
 
 

２ Ⅲ 

 

86 

公立大学法人としての役割を踏

まえ、地域社会の課題解決や発展

につながる産学官の共同研究プ

ロジェクトを促進する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２１年度において地域連携研究コンソーシア

ム大分に参加し、文部科学省の戦略的事業に参加し

た他、２０年度大分大学が採択された文部科学省

「産学官連携戦略展開事業」に連携機関として参加

した。また、同コンソーシアムが上記事業の一環と

して開催した「豊の国ものづくり展」において、産

学官共同研究事例として美術科教員が八鹿酒造の

限定ラベル製作について発表した。 
 １ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

 

 

    

 



 
62 

 
 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

87 

他の大学や研究機関との連携を

推進し、学際的・先端的研究に取

り組む。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に地域連携研究コンソーシアムを通

じて大分大学との共同研究 2 件を実施するととも

に、大分大学が募集した同コンソーシアム共同研究

事業に 3 件応募し 2 件採択され、２１年度には 2
件応募し、1件が採択された。 
また、総務省の戦略的情報通信研究開発推進制度

(SCOPE)に採択された「地域住民の信頼と人間関

係を基盤として地域防災SNSに関する研究開発」

をハイパーネットワーク社会研究所、大分大学と連

携して進めた。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○地域連携研究コンソーシアム

大分のもとに学外研究協力を

推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○2010 年第５回東アジア現代音楽祭に向けた地域音

楽の発掘と現代音楽の創造（大分大学との連携）、

若者が定着する工場経営の為の技術経営プログラ

ムの開発（大分大学・大分高専等との連携）、地域

「工場経営」の為の技術経営人材育成プログラムの

研究開発（大分大学・大分高専等との連携）、省力

化農業を目標とした基礎研究（大分大学との連携）、

大学教員の連携による小中学校の情報化支援研究

の拡大調査（大分大学等との連携）、生涯学習社会

における携帯電話を活用した学習プログラムの開

発（大分大学との連携）、音楽を活用した発達支援

教育プログラムの開発（大分大学との連携） 
 
 

１ Ⅲ 
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中期 

目標 

ウ 研究活動の公表と成果の還元 

 研究活動とその成果について公表するとともに、地域社会への還元を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

88 

ウ 研究活動の公表と成果の還元 
(ア)研究活動と成果の公表・公開 
研究活動と成果については、全学

的な評価を行い、自己点検・評価

報告書、研究紀要、大学案内、広

報紙及びホームページ等を通し

て公表・公開するとともに社会に

向けて積極的に広報を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に研究情報室において、情報メディア

教育センターと協力して研究者データベースシス

テムの開発を進めた。これにより、教員は各自、研

究者プロフィール・研究業績・社会的活動等の情報

を作成・更新し、内容をホームページに公開するこ

とが可能となった。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○２１年度に刊行した研究紀要

の電子ファイルを附属図書館

ホームページに掲載する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○21年度発行の研究紀要第47巻を図書館ホームペー

ジに掲載した。 １ Ⅲ 

 

89 

(イ)研究成果の還元 
研究成果を地域社会に還元し、芸 
術・文化・教育・福祉・産業・経 
済等、県民生活の向上に貢献す 
る。 
  

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２１年度において２０年度に開発した研究者

データベースの表記を、年別の入力・表示から年度

別の入力・表示に、公開時期を利用者毎に決定する

機能などを改善し、本学ホームページのトップペー

ジから検索できるようにしたことで、地域の企業や

住民が容易に利用できるようになった。 
 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○研究者データベースを適切に

維持・更新し、地域社会に向け

て公表・公開する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○ホームページ研究者データを維持・更新するととも

に大分県内研究者情報データベースや地域連携研

究コンソーシアム大分の研究者インタビュー等に

も本学教員のデータを掲載。 
１ Ⅲ 

 

 
 
 



 
64 

 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究 

（２）研究の実施体制 

 

中期 

目標 

ア 研究環境の整備と研究費の獲得 

 優れた研究成果を創出するため、研究環境を整備するとともに、研究費の獲得を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

90 

2)研究の実施体制 
ア 研究環境の整備と研究費獲得 
(ア)教員と補助職員の確保と配 
置研究体制を維持、強化するため

に、教員と補助職員の確保と配置

を適切に行う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に教員２名を採用したほか、２０年度

の５名採用に向けて選考試験を実施した。また、２

１年度には各学科の実習助手、副手の業務内容及び

業務量について月別、週単位での調査を行い、夏期

休暇期間などに余裕が出来る補助職員については

他部署の業務援助を行う等の弾力的な配置を行う

こととした。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

91 

(イ)研究設備・備品等の整備 
優れた研究成果を創出するため

に、必要な設備・備品等の研究環

境の整備を進める。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○認定専攻科用の備品、施設の整備に加え、入学者の

増加に伴う必要な備品について整備した他、２１年

度には美術科デザイン専攻に新設されるプロダク

トコースのためのパソコン・ソフトウェア等を整備

するとともに、ピッコロフルートやマリンバなど特

殊楽器を購入し、オーケストラの設備拡充を図っ

た。 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○新設するプロダクトデザイン 
の研究・教育活動が円滑に実施 
できるよう必要な設備・備品等 
の整備を行う。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○プロダクトデザインを専攻する学生用にパソコン

を新たに配置するとともに、３次元造形システムの

導入、木工用の大型工具・電動工具等を整備した。 ２ Ⅲ 

 

 



 

 
65 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

92 

(ウ)研究費の確保・獲得 
教員は科学研究費等の申請を積

極的に行い、外部研究資金の獲得

を目指す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度研究情報室において学内説明会での

応募を呼びかける等により、１９年度申請6件の2
倍となる 12件の申請(科研費 11件、総務省所管事

業 1 件)を行った。その結果２１年度に総務省の戦

略的情報通信研究開発推進制度(SCOPE)に｢地域

住民の信頼と人間関係を基盤とした地域防災 SNS
に関する研究開発(２１～２２年度：574万5千円)｣
が採択された。 

 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○各学科・各教員において、科学

研究費等の申請を５件以上行

う。また、研究情報室において、

応募の機運を醸成する研修会

を開催する 

（平成２２年度の実施状況） 
○科学研究費補助金については、９件の申請を行っ

た。また、研究者及び分担者としてそれぞれ新規１

件を獲得したほか、分担者として継続分３件を獲得

した(総額約343万6千円)。他の外部資金について

は、総務省の戦略的情報通信研究開発推推進制度

（SCOPE）で採択された「地域住民の信頼と人間

関係を基盤とした地域防災 SNS に関する研究開

発」（２１～２２年度：574 万 5 千円）と、文部科

学省の大学教育推進プログラム（新GP）で採択さ

れた｢体験をスキルに変えナラティブ能力｣（２１～

２３年度：3,533万4千円）で継続して外部資金を

獲得した他、文化庁地域伝統文化総合活性化事業に

おいて｢大分県下における無形民俗文化財ハイビジ

ョン映像アーカイブ作成｣（２２年度：747 万 4 千

円）が採択され、 新規の研究資金を獲得した。さ

らに、研究者を対象として実施した科学研究費補助

金説明会の中で、応募に向けての研修を行った。 
 

２ Ⅳ 

 

 



 
66 

 
 

 

中期 

目標 

イ 共同研究の促進 

 学内における研究実施体制を強化するとともに、学外との共同研究を促進する体制を整備する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

93 

(ア)学内の共同研究体制 
芸術と文化の発展や地域社会の 
課題解決につながる共同研究、文 
部科学省「特色ある大学教育支援 
プログラム」(特色GP)等への申 
請を行うための共同研究につい 
ては、研究費の重点配分など弾力 
的な運用を図る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○特色GP,、現代GPなどの申請等のための研究費な

どに充てるため、学長裁量で特別枠を設けた他、２

０年度には本学の研究及び他組織との共同研究に

関する活動等を推進するため、６月に図書館に研究

情報室を設置した。 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

94 
 

(イ)学外との共同研究体制 
大分県、各自治体、民間の企業・

団体等との連携を強め、産学官の

共同研究に取り組む体制を整備

する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２１年度に地域連携研究コンソーシアム大分

に参加し、文部科学省の戦略的事業に参加した他、

同コンソーシアムが募集した学・学連携型共同研究

助成事業に教員１名が申請し、採択された。また、

２０年度大分大学が採択された文部科学省「産学官

連携戦略展開事業」に連携機関として参加した。ま

た、同コンソーシアムが上記事業の一環として開催

した「豊の国ものづくり展」において、産学官共同

研究事例として美術科教員が八鹿酒造の限定ラベ

ル製作について発表した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○地域連携研究コンソーシアム

大分のもとに学外研究協力を

推進する。 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○2010 年第５回東アジア現代音楽祭に向けた地域音

楽の発掘と現代音楽の創造（大分大学・（財）大分

県文化スポーツ振興財団・大分県民芸術文化祭との

連携） 
１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

95 

国内や海外の大学及び研究機関

との共同研究に取り組む体制を

整備する。 
 

 
 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度において国際的な学術・教育上の交流

を促進するため、２月に中国の江漢大学との間で、

学術、教育に関する交流協定を結び、その中で学術

交流として共同研究活動に関する項目が設定され

た。また、２１年１０月に江漢大学の楊衛東校長を

はじめ５名が来学し、今後の交流内容などについて

意見交換を行った。合唱指導を含む実技指導のため

に本学音楽科教員を江漢大学に派遣すること、日本

語教育指導法習得のために江漢大学から日本語教

員を本学に派遣すること等について具体的な確認

書を交わした。江漢大学からの日本語教員は２２年

４月に来学し、国際文化学科を中心に半年間の研修

を受けることにしている。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○江漢大学の日本語教員の受入

や本学音楽科教員の派遣な

ど、学術交流協定を結んでい

る江漢大学との研究協力交流

を活性化する。 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○4～7 月の間、江漢大学日本語教員を受け入れ、語

学研修を行った。また、9月には音楽科教員を江漢

大学に派遣し芸術学院合唱団への合唱・指揮指導

を行った。さらに23年度には本学美術科と江漢大

学美術科が共通のテーマ「融」で共同美術展を実

施することで合意するなど全学的に交流を深めて

いる。 
 

２ Ⅲ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
68 

 
 

中期 

目標 

ウ 研究成果の評価と管理 

 研究成果の評価システムを導入し、評価結果を研究の向上に生かすことができる体制を構築する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

96 

ウ 研究成果の評価と管理 
(ア)研究成果の評価 
研究成果を評価するためのシス

テムを構築し、評価結果を研究活

動の活性化に役立てる。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に教員の活動意識・意欲及び能力の向

上と活性化を図る目的で、教員の自律的・主体的な

点検に基づく教員評価制度を策定した。評価は教員

の自己評価と教員評定委員会からなり、２１年度か

ら実施した。また、評価結果の公表、利用について

も規定に明記した。 
 

１ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

97 

(イ)研究費の配分 
研究活動を積極的に支援するた

めに、一律定額の研究費の配分に

加えて、研究評価の結果に基づく

配分システムを構築する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に研究費配分システムについてこれ

までの一律一定額配分に加え、理事長裁量による配

分枠を設け、教員の自主的な申請により理事長等の

審査を経て配分する制度を導入した他、２０年度に

１件10万円を上限として研究費の上乗せ支援（５

件承認）を行うとともに、地域貢献委員会と連携し

て１９年度公開講座講師に対して講義１回につき

5,000円の研究費増額を行った。 
 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○本学の研究活動を広くＰＲす 
るもの、外部資金獲得のための 
事前研究など本学の研究活動の 
活性化に寄与するものに対し 
て、研究費の重点配分を行う。 
 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○本学の研究活動の活性化に寄与する研究活動に対

して、教育研究審議会の意見を参考に学長裁量経費

から6名の教員に対して研究費の増額を行った。な

お、昨年度増額配分を受けた教員については月に1
名づつ教授会終了後に全教員の前で研究概要の発

表を行った。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

98 

(ウ)研究成果の管理 
研究成果については、そのデータ

ベース化を推進する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に研究成果のデータベースの適切な

フォーマットを検討し、これに基づき２０年度にデ

ータベース化することとした他、研究情報室におい

て研究者データベースに掲載する研究者プロフィ

ール・研究業績・社会的活動のフォーマットを作成

した。さらに２１年度にはデータベース担当者（情

報メディア教育センターや研究情報室）が定期的に

データベースの内容チェックを行い、教員に更新を

勧める体制を行った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

    

99 

芸術作品及び知的財産の創出、取

得、管理並びに活用を推進する体

制を整備する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に各学科の芸術作品及び知的財産の

現状を調査及び整理を行い、今後、学内の作品展示

室等で展示など、その積極的な活用を図っていくこ

ととし、１９年度に収蔵作品についてギャラリーで

の計画的な展示、ホームカミングデイでの展示等を

実施した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○美術科の買い上げ作品につい

ての管理と保管を適切に行い、

年代別に整理するとともに、積

極的な活用を図る。 
 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○作品データを整理し、収蔵作品展を由布院駅アート

ホール、大分県庁ロビーで開催した。 

１ Ⅲ 

 



 
70 

 
 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 社会貢献 

（１）地域社会との連携 

 

中期 

目標 

ア 教育研究の成果の地域還元 

 高齢化の進行や定年退職を迎える団塊の世代のニーズにこたえ、開かれた大学として県民に広く学習の機会を提供するとともに、教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の発展に貢献する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

100 

3 社会貢献 
(1)地域社会との連携 
ア 教育研究の成果の地域還元 
(ア)企画実施体制の整備 
地域社会のニーズに的確に対応

するため、現行の「公開講座委

員会」を「地域貢献委員会」と

して改組・拡充し、地域貢献活

動を全学的に企画、運営、評価

する体制を整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から地域貢献委員会を中心に企画・運

営・実施した。２１年度には地域貢献委員会におい

て公開講座、高校生向け出前講座、高校生向け講義

｢芸術と文化｣、公開授業を企画・運営・実施した他、

公開講座に加えて芸短フェスタ、各種美術展や演奏

会、サービスラーニングなどにおける地域イベント

への参加、学長プロジェクトなど幅広い地域貢献活

動を全学的に企画運営するため、委員会事務を総務

企画部に移管することを検討した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 

○21 年度に設置した「地域活動

室」をより効率的に機能させ、

学生の地域活動の活発化を図

る。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○地域活動に対する情報提供、活動の受付などを行

い。学内動画配信システムで活動の告知や活動後の

報告などを行った。告知は静止画像で、動画は昼休

みに配信した。 

○サービスラーニング新聞・ホームページ（大学・情

報コミュニケーション学科）・「ナラティブ能力養成

講座」での報告、地域活動フォーラムなど活動発表

の機会を多くつくり、より多くの学生がより多くの

機会に発表するようにした。地域活動室で指導とと

りまとめを行った。 

○地域社会特講と地域活動について、「ナラティブ能

力養成講座」で学生に記事作成と発表を担当させ、

地域活動室で指導ととりまとめを行った。 

○大学教育推進プログラム（GP）で購入したデジカメ 

↓ ↓ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況  

自己 

評価 
委員会 

評価 評価委員会コメント 

 

 中 

期 
年 

度 
中 

期 
年 

度 
中 

期 
年 

度 

(100) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(30 台)・ビデオ(4 台)・パソコン(12 台)の貸出と

管理を行い、ただ活動するだけではなく、活動の記

録と報告を行うことによって、活動の意味を考え、

単なる体験で終わらせない、自分の物語となるよう

に指導した。人の前で発表する・記事を書く・動画

を作成するといった経験をできる限り多くの学生

が持つことができるようになった。 

○サービスラーニング履修者は平成 20・21年度前後

期あわせて 258名、22年度を 298名・本学本科学

生の 35%が 30 時間以上の地域活動を行い単位を修

得した。 

 

２  Ⅳ 

   

101 

(イ)県民サービスの向上 
県民に広く学習の機会を提供す

るために、県民のニーズや関心

に即した公開講座を企画立案す

るとともに、その内容と方法を

充実させる。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から、毎年５～７講座を実施した。２

１年度は７講座実施し、全ての講座でアンケートを

実施した結果、どの講座も高い満足度を得た。また、

７講座以外に大分ゆかりの著名人を招いた講演会

等（学長プロジェクト）を開催し、県民にも公開し

た。 

２ 

 

Ⅲ 

    

○県民のニーズや関心に即した

公開講座を年間を通じて、５講

座以上企画・実施する。 

また、受講者アンケート等を実

施し、内容と方法について検討

する。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○公開講座実施状況は次のとおり。 
①６月「一般県民・高校生の為の 指揮・理論・作

曲を学ぼう」（前期）、②７月｢あなたも体験 美術

実技公開模擬試験｣、③７～８月｢夏休みの工作 ３

Ｄ親子教室｣、④８月「パソコン実践力アップ講座」、

⑤９～１０月「ドラマで理解 今時の若者」、⑥１

０月｢イキイキ生きる！―生活に役立つ心理学―｣、

⑦１１月～１２月「中国語の発音と挨拶語入門」、 

⑧１１月～１２月｢一般県民・高校生の為の 指

揮・理論・作曲を学ぼう｣（後期）。 
５講座でアンケート等を実施し、どの講座も高い満

足度を得た。パソコン講座に関しては、もっとレベ

ルアップした講座を開講してほしいとの要望があ

ったため、２３年度の実施内容について検討する。 

また、６月に開催した「一般県民～」の受講者の声

を聞き、初級・中級・受験コースをそなえた同様の

公開講座を１２月にも開催した。 

↓ ↓ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(101) 

 ○学長プロジェクトとして著名

な講師による講演会や演奏会

を企画し、広く県民に公開す

る。 

○学長プロジェクト実施状況は次のとおり。 

①｢建築家 中山英之氏講演｣ 

②｢上原恵美子氏講演｣ 

③｢オリジナル織物作家 小坂恵子氏によるワーク

ショップ｣ 

④｢JICA理事・黒田篤郎氏講演｣ 

⑤｢前朝倉文夫記念館館長・洋画家 後藤龍二氏講

演｣ 

⑥｢軽井沢八月祭実行委員会チーフプロデューサー

岩田美紀子氏講演｣ 

 

 ２  Ⅲ 

   

○県民に文化芸術に触れる機会

を提供するとともに大学のＰ

Ｒを図るため、秋に「芸短フェ

スタ」を開催する。 

○平成22年度の「芸短フェスタ2010」では、木下美

穂子ソプラノリサイタル、国際文化フェスタ in竹

町など在学生、卒業生及び教員が連携して過去最多

の43イベントを開催した。 

 

102 

公開講座の実施にあたっては、

大分県や各自治体との連携を強

化し、出前講座を実施する等、

サービスの向上を図る。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から毎年大分県や各自治体と連携し

て学外講座や演奏会を実施した。２１年度には本学

美術科学生と応募高校生による３泊４日のレジデ

ンスプログラム｢竹田市下竹田小学校アートキャン

プ｣（竹田市の廃校）、地域ふれあいアート講座（竹

田市）、本学学生と一般参加者のスケッチ会｢ふるさ

とスケッチ in臼杵｣（臼杵市）等。 

２  Ⅳ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(102) 

  

○大分県や各自治体との連携を

強化し、積極的に出前講座や演

奏会を実施し、市民へのサービ

スの向上を図る。また、各自治

体と協同で地域に根ざした公

開講座として、学外講座を実施

す 

る。 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分県や各自治体と連携し、次のとおり学外講座や

演奏会等を実施した。 

 竹田キャンパス開設記念演劇公演｢十二夜｣(竹田

市)、本学学生と一般参加者のスケッチ会｢ふるさと

スケッチ２in 杵築｣(杵築市)、｢ふるさとスケッチ

３in 宝泉寺｣(九重町)、地域ふれあいアート講座

(国東市)、第１回竹田キャンパス美術展～卒業生合

同展(竹田市)、本学所蔵卒業・終了作品展(由布院

駅アートホール)、専攻科造形専攻学生作品展(大分

市アートプラザ)、公開研究発表、アンサンブルの

夕べ、定期演奏会(大分市)、地域巡回演奏会(中津

市、姫島村)など。 

 また、公開講座｢スローライフ講座｣を竹田市の竹田

キャンパスで開催した他、大分日本ポルトガル協会

の後援を受け、日本・ポルトル修好１５０周年記念

公開講座｢府内南蛮ゼミナール｣を大分市コンパル

ホールで開催した。 

県議会ロビーにて美術科制作展を開催した。 

 ２  Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

103 

芸術を通して「癒し」を提供する 
講座や各種文化講座など、時代の 
ニーズにこたえる公開講座を実 
施する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から定期的にコンサートを開催する

他、２１年度には文化庁の助成を受けて染色家安藤

宏子氏のワークショップを10月に開催するととも

に、3月には｢豊後絞りの魅力展｣を県芸術館で開催

した。また、本学客員教授佐藤美枝子氏、小林道夫

氏の公開レッスンや｢佐藤しのぶリサイタル｣を開

催した。さらに、10月に開催の公開講座｢ウィーン

はいつもウィーン？｣では講義だけでなく、オーケ

ストラやオペラの演奏会を実施した。 

２ 

 

Ⅲ 

    

○大学の特徴を生かした芸術文 

化分野の講座、公開レッスンや 

演奏会を実施する。 
 
 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分市出身の織り物作家小坂恵子氏を招き、ワーク

ショップ(全３回)を１０月に開催した。また、１０

月に杵築市で、１１月に九重町宝泉寺で｢ふるさと

スケッチ｣を開催した。 

 学生による｢若さあふれるコンサート｣など６回の

コンサートや定期演奏会等を開催するとともに、本

学客員教授佐藤美枝子氏、小林道夫氏の公開レッス

ンや、｢木下美穂子ソプラノリサイタル｣を開催し

た。 

１ Ⅲ 

 

○大分市以外の地域の人たちに 

も美術鑑賞の機会を提供するた 

め、収蔵作品展を開催する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○本学の収蔵作品展を１０～１１月に由布院駅アー

ホールで開催した。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

104 

社会人を対象とするより専門的

な公開講座を平成18年度から開

設し、県民の専門的知識の修得や

スキル(技能)の向上を支援する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度にはパソコン実習中級講座｢プログラ

ム、3D,、画像編集の世界｣を開講した他、社会人を

対象としたパソコン関連講座を毎年実施した。２１

年度には日商PC検定ベーシックを目標にした公開

講座を実施し、受験希望者全員が合格した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 

○資格取得を目標にする講座等

社会人対象の専門的な公開講

座を開催する。 

 

 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○日商ＰＣ検定ベーシックを目標にした公開講座｢パ

ソコン実践力アップ講座｣を８月に開催した。表計

算コース受講者９名のうち２名、ワープロコース受

講者５名全員がＰＣ検定ベーシックを受験し、全員

合格した。 

１ Ⅲ 

 

105 

科目等履修生制度に加え、新た

に一般の人がより気軽に受講で

きる公開授業制度を平成 19 年

度から創設する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に他大学の公開授業制度について検

討し、２０年度後期から公開授業を実施した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 

○公開授業をさらに受講しやす

くするために、平成 19年度に

創設した公開授業制度を拡張

し、学生の教育効果に十分配慮

しつつ、公開する授業を増や

す。 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○本学の講義｢地域社会とマスメディア｣(毎日新聞寄

付講座)、｢地域社会特講｣、学長プロジェクトを一

般にも公開するなど、公開授業制度の拡張を行っ

た。 

１ Ⅲ 
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中期 

目標 

イ 地域社会との連携推進 

 芸術文化を中心とした地域貢献を推進するために、自治体、民間企業、ＮＰＯ法人等との協力や連携体制を確立する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

106 

イ 地域社会との連携 
(ア)自治体等との連携 
大分県や各自治体の各種審議

会・委員会に積極的に参画し、政

策立案等に貢献する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○毎年度多くの大分県や各自治体の各種審議会・委員

会に積極的に参画し、政策立案等に貢献した（大分

市行政改革推進市民委員、大分県明るい選挙推進協

議会、大分県福祉サービス運営適正化委員会委員、

大分県立病院倫理委員会委員、おおいたホームタウ

ン推進協議会等）。また、２１年度には大分県生活

環境部人権同和対策課が実施した｢大分県人権に関

する意識調査｣及び大分県生活環境部県民生活・男

女共同参画課が実施した｢男女共同参画社会づくり

のための意識調査｣の集計・分析・報告を行った。 

２ 

 

Ⅳ 

    

 

○大分県や各自治体の各種審議 

会・委員会に積極的に参画し、 

政策立案等に貢献する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○次のような審議会、委員会に参画し、政策立案等に

貢献した。 

大分市国際推進計画策定員会委員、大分県明るい選

挙推進協議会副会長、大分県福祉ｻｰﾋﾞｽ運営適正化

委員会委員(大分県社会福祉協議会)、大分県立病院

倫理委員会委員、大分市子どもﾙｰﾑ推進協議会委員

長、大分市社会福祉審議会委員、大分市次世代育成

支援行動計画推進協議会委員、中津市まちづくり委

員会委員、大分県景観自然室観光地沿道景観推事業

景観ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、大分市景観審議会委員(大分市都市

計画課景観推進室)、大分市行政改革推進市民委員

会委員、大分市国際推進計画策定委員会委員、大分

市美術館協議会委員(大分市教育委員会)、大分市自

治基本条例検討委員会委員(大分市)、おおいた都市

まちづくり会議委員(大分市)、おおいたﾎｰﾑﾀｳﾝ推進

協議会の企画運営会議委員(大分市）、大分県音楽協

会役員会、大分市歴史資料館資料鑑定評価委員等。 

１ Ⅲ 

 

 



 

 
77 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 
年度 

中 

期 

年 

度 

107 

大分県内の自治体や企業等と

積極的に連携協定を締結し、地

域の教育研究拠点として地域

課題の解決に貢献する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○連携協定を結んでいる由布市と平成１８年度に由

布市小中学校情報化支援事業の委託契約を結んだ

他、｢由布市本庁舎方式検討に関する市民アンケー

ト｣の集計・分析・報告を行った。また、２０年１

１月に相互協定を結んだ竹田市に対し、｢岡城復元

CG｣映像作成、廣瀬武夫についての公開講座、廃校

となった下竹田小学校を活用した。大分市に対して

２１年度は毎日新聞西部本社、ビーコンプラザ共同

体事業、株式会社テレビ大分、NPO 法人大分県芸

術文化振興会議とそれぞれ協定を提携し、寄付講座

の開講や施設の貸出など相互に協力を行うことに

した。 

２ 

 

Ⅳ 

    

 

○連携協定を締結した大分市、由

布市及び竹田市に対しては、積

極的に地域課題の解決に貢献

するとともに、地域の教育拠点

として、各自治体や企業等と連

携協定を推進する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○竹田市においては、竹田市経済活性化促進協議会と

連携して｢竹田食育ツーリズム研修｣を開催し、食育

ネット代表の本山秀樹氏を招いて｢たけた食育ツー

リズムとは｣及び｢『地産地消加』竹田ブランド創出

拠点エリアラボ｣研修を行った。 

農泊グループなどのホームページ・ブログを作成し

た。 

２ Ⅲ 

 

○連携協定を締結している竹田

市の下竹田小学校跡地につい

て積極的に活用を図るととも

に、地元との連携強化を推進す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ゼミ合宿(４件)、サークル合宿(３件)、制作活動等

に活用した他、１０月には美術展とワークショップ

を開催した。また、７月には｢竹田食育ツーリズム

研修｣が開催され、情報コミュニケーション学科の

学生が参加し、農家民泊、生産者との交流や物産イ

ベントでのボランティア活動を行った。１０月と１

月にはきちょくれ竹田研究会との交流会が開催さ

れ、ブログ・ホームページアップの方法等の講習会

等が行われた他、１２月には地元住民の協力を得

て、竹田の農家の暮らしや昔からの料理を学ぶ｢ス

ローライフ講座｣を開催した。 

○サークルやゼミの合宿で12件、延べ205名の学生、

教員が利用した他、本学非常勤講師が常駐し染色教

室や美術展・ワークショップ等を開催した。また、

竹田市で開催した演劇、長湯温泉日韓短編映画祭、
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食育ツーリズム研修、日本一の桜の公園プロジェク

トアイデア交換会などの交流拠点として活用した。 
○１０月９日から１０月１７日まで第１回芸短竹田

キャンパス美術展～卒業生合同展～を開催した。 
 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

108 

大分県や各自治体や関連機関と

連携し、各種研修会やセミナー、

啓発活動等を支援する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○各自治体や関連機関と連携して以下のような研修

会やセミナー、啓発活動を支援した。 
社会福祉法人杵築市福祉協議会ホームヘルパー養

成研修講師、大分県芸術文化振興財団｢文化キャラ

バン｣協力｢ふれあいコンサート｣企画・運営・演奏

参加、大分県数奏楽連盟指導者講習会講師、大分県

教育センター｢携帯電話と生徒の問題を考える｣講

演、大分市教職員研修｢国際理解教育｣講師、大分県

広報広聴課めじろん放送局ビデオボランティア事

業、映像表現及び著作権についての講演、日田市小

規模事業所連携協議会・福祉職員研修会 他 
平成２０年度には大分県文化スポーツ振興財団と

連携し、｢iichikoグランシアタジュニアオーケスト

ラ｣を設立し、２１年度は小学校３年生から２０歳

までの総勢87人によるジュニア・オーケストラの

指導をNHK交響楽団員等とともに行い、本学卒業

生や在校生もサポートした。また、大分県、大分市

と連携し、県内の中学校・高校の教員、PTA、生徒

に｢情報モラル｣の講義を十数回行った。 
 

２ 

↓ 

Ⅳ 

    

○大分県や各自治体・関連機関と

連携し、各種研修会やセミナ

ー、啓発活動等を支援する。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○各自治体や関連機関と連携して次のような研修会

やセミナー、啓発活動等を支援した。（100％） 

 大分県明るい選挙推進協議会｢青年リーダー養成研

修｣、ホームヘルパー養成研修(２級課程)｢高齢者・

障害者(児)の心理｣の講師、大分県文化スポーツ振

興財団主催「ＭＡＲＯプロジェクト 2010」室内楽

公開レッスンの講師。 

↓ ↓ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(108) 

  
○(財)大分県文化スポーツ振興

財団との協定の一環として、

ジュニアオーケストラの指導

を行う。また、ビーコンプラ

ザとの協定の一環として、市

民合唱団の指導を行う。 

（平成２２年度の実施状況） 
○(財)大分県文化スポーツ振興財団との協定の一環

として、小学３年生から１９歳までの総勢９５名に

よるジュニアオーケストラの指導をＮＨＫ交響楽

団団員等とともに行い、４月に｢iichiko グランシ

アタジュニアオーケストラ第 1回定期演奏会｣、８

月に「第1回ジュニアオーケストラ弦楽アンサンブ

ル」を開催した。また、ビーコンプラザとの協定の

一環として、市民合唱団の指導を行った。 
 ２  Ⅲ 

   

○大分県芸術文化振興会議と友

好協定を締結し、双方の資源と

人材の交流を図る。 

 
 
 

○４月に大分県芸術文化振興会議と友好協定を締結

し、同会議所属の｢さくら会｣より本学の三味線サー

クルが指導を受け、１０月に大分県民芸術文化祭の

開幕行事である｢長唄・三味線演奏会｣に本学学生が

出演した。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

109 

(イ)民間企業やNPO等との連携 
地域貢献を推進するために、民間

企業や非営利組織(NPO 法人

等)、自治会、ボランティア団体

等の地域住民団体との連携を図

る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○民間企業やNPO法人等と連携し、以下のような活

動を行った。 
九電工大分支店安全研修、別府医療センター看護部

リーダーシップ研修、NPO 法人おおいたこども劇

場主催の子どもキャンプへ学生ボランティアを派

遣、上野の森アートフェスティバル、上野の森の

会・森林作業参加、｢キャンドルナイト｣参加、｢サ

エモン23｣参加、あしなが学生募金実施、、NPO法

人ABC野外活動センターによる研修・インターン

シップに参加、｢日韓次世代交流映画祭｣実施、｢別

府プロジェクト 現代アートを通じたまちづくり

活動｣参加 他多数。 

２ 

 

Ⅳ 

    

 

○21 年度に引き続き、連携して

地域貢献を推進する民間企業

や非営利組織(NPO法人等)、自

治会、ボランティア団体等の地

域住民団体を増やす努力を行

う。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○サービスラーニングの一環として、ＮＰＯ法人おお

いたこども劇場主催の子どもキャンプに協力して

学生を２人派遣するなど地域貢献を推進する団体

との連携を図った。おおいた青年会議所の大分七

夕まつりに80名・鶴崎商工青年部などのサエモン

23まつりに100名の学生が企画段階から参加した。

NPO法人あしなが育英会の活動に100名以上の学生

が参加、スタッフとして 4 名の学生が多くの活動

に深く関わった。また、NPO法人しだれの里を創る

会と連携し、「日本一の桜の公園プロジェクト」を

通して竹田市長湯のまちづくり構想に参加した。 

吉四六の里活性化事業として壁絵の原画制作をし

た。 

大分青年会議所鶴崎商工青年部などと連携してイ

ベントを実施した参加学生の増加と学生主体の企

画を実現させてもらった。 

１ Ⅲ 
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110 

(ウ)後援会、同窓会との連携 
保護者や卒業生との共同の取組

を推進するために、後援会、同窓

会との連携を強化する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○後援会、同窓会と協同してホームカミングデイを実

施したほか、平成２１年度には創立50周年の取り

組みに向けて、後援会、同窓会役員もメンバーに含

めた実行員を２２年度に立ち上げ、内容について検

討を行うことにした。 

2 

 

Ⅲ 

    

 
○23 年度の創立５０周年事業に

向けて後援会、同窓会と連携し

て事業内容の検討を行う。 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○学内委員に後援会長、同窓会長、学友会会長等を加

えた大分県立芸術文化短期大学創立50周年記念実

行委員会を組織し、記念式典、記念事業及び記念誌

編纂について検討している。事業案をとりまとめ、

ＯＢも含め芸文短大一体となって推進していくこ

ととした。 
 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

111 

(エ)大学施設の開放 
図書館、教室、体育館、グラウン

ドなどの大学施設を、大学運営に

支障のない範囲で開放を推進す

る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に不動産等の目的外使用承認基準を

策定し、ホームページで周知を図り、地域等の要望

に応えて大学の授業等に支障のない範囲で貸付を

実施した。また、２１年度には総務企画部で利用情

報を一元管理し、監視室に伝達することによりスム

ーズな貸付を行い、39件の承認を行った(利用回数

160回)。 
 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○大学運営に支障のない範囲で

大学の土地、施設、設備等の効

果的な貸付けを行うため、施設

等利用情報の学内共有化を図

る。 

（平成２２年度の実施状況） 
○総務企画部で利用情報を一元管理し、監視室に伝達

することによりスムースな貸出を行った。なお、貸

付承認件数は９１件（前年度３９件）、利用回数２

３２回（前年度１６０回）であった。 
１ Ⅲ 

 

112 

(オ)社会貢献活動の公表公開 
社会貢献活動については、全学的 
な評価を行い、「自己点検・評価 
報告書」等を通して、その内容や 
成果を公表・公開する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○自己点検・評価報告書において社会貢献活動の内容

や成果を記載し、公表・公開した他、認証評価に向

けた自己点検・評価において社会貢献活動の点検・

評価をどのように行うか検討し、大学全体について

は認証評価委員及び教育研究審議会で行うことと

した。また、２１年度には文部科学省の選定を受け

た｢大学教育推進プログラム｣の実施事業を紹介す

るサービスラーニング公式新聞｢Voice｣を発行、配

布するとともにサービスラーニング報告会をコン

パルホールで開催した。 
 

２ 

 

Ⅲ 

    

 
○社会貢献活動の取り組みにつ

いて、認証評価機関に自己評価

書を提出し、評価を受ける。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○認証評価機関による22年度評価報告書において、

音楽科の多くの演奏機会の提供や21年度からのＧ

Ｐ事業への取り組みなどが地域貢献活動として高

い評価を受けた。 

２ Ⅳ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

113 

 (カ)社会貢献活動の広報 
本学の社会貢献活動については、

大学案内、広報紙及びホームペー

ジ等を通して地域社会に向けて

積極的に広報を行う。 
 

 
 

 

 

 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○広報誌エピストゥラや大学ホームページを活用し

社会貢献活動に関する事前・事後広報を行った。平

成２０年度はマスコミ各社に大学行事30件の資料

提供を行った結果、日韓次世代映画祭、芸短フェス

タ、サービスラーニング、公開講座等の活動の状況

が、マスコミを通じて県民に紹介された。 
２ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 社会貢献 

（２）他の教育機関との連携及び国際交流 

 

中期 

目標 

ア 他の教育機関との連携推進 

 県内の他大学・短大、小・中・高等学校と連携し、地域の教育の充実に貢献する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 

114 
 

(2)他の教育機関との連携、国際

交流等に関する具体的方策 
ア 他の教育機関との連携推進 
(ア)県内の他大学との連携 
大分県の高等教育の充実に寄

与するために、単位互換協定を

結んでいる県内各大学との教

育研究面での連携を強化する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○地域連携研究コンソーシアム大分に参加し、次の

学外協力に取り組んだ。①文部科学省の戦略的大

学連携支援事業に参加した。②同コンソーシアム

が募集した学・学連携型共同研究助成事業に教員

１名が申請し、採択された。③昨年度大分大学が

採択された文部科学省「産学官連携戦略展開事業

（戦略展開プログラム）に連携機関として参加し

た。④同コンソーシアムが上記事業の一環として

10月22日に開催した「豊の国ものづくり展」（大

分全日空ホテル）において、産学官共同研究事例

として美術科教員が八鹿酒造の限定酒ラベル製

作について発表した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○地域連携研究コンソーシアム

大分のもとに学外研究協力を

推進する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○大学教員の連携による小中学校の情報化支援研

究の拡大調査（大分大学等との連携）、生涯学習

社会における携帯電話を活用した学習プログラ

ムの開発（大分大学との連携）、音楽を活用した

発達支援教育プログラムの開発（大分大学との連

携） 
１ Ⅲ 

 

��○高校 ○高校への出張講座、No. 中期計画 年度計画 実施状況 ウェイト 進行状況 
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への出張講

座、No. 

 

自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

 
115 

 (イ)小・中・高等学校との連携 
高大連携を推進するために、高

校の教育活動への協力、支援を

積極的に行う。 
 

 
 
 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○高大連携を推進するため、以下のような高校教育

へ活動への協力、支援を行った。 
４月～５月にかけて各高校に高校生向け出前講

座一覧・教員名簿を送付し、大分雄城台高校、大

分西高校、等で出前講座を実施した。また、大分

舞鶴高校で英語による講義を行った他、安心院高

校、宇佐高校、大分西高校、三重総合高校、上野

丘高校で「情報モラル」等、インターネット関連

の講義を実施した。 
平成２０年度後期からは、高校生向け講義「芸術

と文化」を開講し、高校生も参加できる公開講座

を多数実施した。 １ 

 

Ⅲ 

    

 

○高校への出張講座、高校生向

け講義、高校生も対象とした

公開講座を実施し、高校と連

携した教育活動を推進する。

また、大分県立大分雄城台高

等学校などの吹奏楽部の指導

を行う。 

 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○５月に各高校に高校生向け出前講座一覧・教員名

簿及び高校生向け講義｢芸術と文化｣概要を送付

し、高校への出前講座(６講座)、高校生向け講義

｢芸術と文化｣(後期開催、全１５回)を行う他、公

開講座｢一般県民・高校生の為の 指揮・理論・

作曲を学ぼう｣等、高校生も対象とした公開講座

を実施した。 
 また、大分県立大分雄城台高等学校で吹奏学の指

導を行った。 
 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

116 

高校生が本学の授業を聴講でき

る体験入学の実施を検討する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に各高等学校からの生徒の見学要請

を受けた場合には、体験入学として本学の授業に参

加してもらう体制整備について検討した他、オープ

ンキャンパスにおいてミニ体験レッスンを実施し

た。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

117 

本学の公立大学法人化に伴い附

属関係が解消された大分県立芸

術緑丘高等学校とは、引き続き相

互の協力支援体制を継続する。 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○高校生に対し「音楽理論入門」講義を実施したほか、

本学の推薦入試と一般入試の前に特別レッスンを

行った。平成２１年度には本学キャンパスにおいて

染色および陶芸の工芸体験授業を実施した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 

○大分県立芸術緑丘高等学校と

の高大連携協定に基づき推進

会議を開催する。また、本学施

設を使用して大分県立芸術緑

丘高等学校の生徒による工芸

体験を行う。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分県立芸術緑丘高等学校との高大連携協定に基

づき５月に推進会議を開催した。 

 また、７月に本学施設を使用し、美術科の教員２名

が大分県立芸術緑丘高等学校の生徒に陶芸、染色の

授業を行った。 

２ Ⅲ 

 

 
 
 
 
 

118 

平成16年度に文部科学省「特色

ある大学教育支援プログラム」

(特色 GP)に採択された地域巡回

演奏会をはじめ、小・中学生を対

象とした地域交流教育を推進す

る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○地域巡回演奏会を毎年 2 か所で実施する他、宇佐

市、日田市、竹田市の小学校で「地域ふれあいアー

ト講座」、を実施した他、版画実技講習会、美術デ

ザイン講座を由布市の小学校で実施した。また、大

分市の小学校で鑑賞教室への協力を行った。 
１ 

 

Ⅳ 

   

 

○地域巡回演奏会や地域ふれあ 

いアート講座など、小・中学生 

を対象とした地域交流を推進す 

る。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○9月に地域巡回演奏会を中津市豊田小学校（500名

参加）及び姫島村姫島中学校（100名参加）で開催

するとともに、デザイン専攻１年生の学生が国東市

冨来小学校に出向き地域ふれあいアート講座（30

名参加）を開催した。 

１ Ⅲ 
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中期 

目標 

イ 国際交流の推進 

 留学生の受入環境の整備や交流機会の拡大を進めるため、外国人留学生を積極的に受け入れ、学生及び県民との国際交流を通して、地域の国際化に貢献する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

119 

イ 国際交流の推進 
(ア)外国人留学生の受入れ 
特に東アジア地域の人材育成に 
寄与するために、外国人留学生入 
試制度によって、意欲ある優秀な 
外国人留学生を積極的に受け入 
れる。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に留学入試委員、各学科において検討

した結果、独立行政法人日本学生支援機構が文部科

学省などの協力を得て実施する日本留学生試験に

よる日本語成績を大分大学や他大学の入試要項を

参考にして、200点から180点に改定、更に、日本

留学生試験日程が6月と11月である現状を参考に

し、本学への外国人留学生入試志願者の入試日程を

一般入試前期日程と同時期に改訂した。また、２１

年度には外国語担当教授・外国人教員(英語)が中心

となって、英文によるホームページの掲載を開始

し、外国人留学生への周知作業を実施した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○意欲ある優秀な外国人留学生 
を受け入れ、国際交流の促進を 
図る。 

 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○平成23年度には、外国人留学生入試制度を通じて、

国際文化学科に1名、情報コミュニケーション学科

に1名の外国人留学生を受け入れた。担任やチュー

ターを設け、学業支援・生活支援を図った。 

２ Ⅲ 

 

120 

留学生向けの奨学金の確保、日本 
語教育、生活相談を充実させる。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○これまで留学生の受け入れ実績なし。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○外国人留学生用のチューター

制度を創設する。 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○外国人留学生用のチューター制度を創設し、本年度

入学の２名の留学生が利用した。 
２ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

121 

(イ)学生の海外留学 
学生の国際理解・国際交流を促進 
するために、海外語学研修の協定 
を締結した大学との連携を深め 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○協定を締結している海外の大学に海外語学実習を

実施した。平成２１年度は夏期語学実習でイギリス

（１４名）、オーストラリア（５名）、中国（２名）、

韓国（８名）の学生を派遣した。また、春期語学実

習として韓国（３名）の学生を派遣した。さらに、

春期実習先として、今年度から新たに協定校となっ

たニュージーランドの国立大学クライストチャー

チ・ポリテクニック・インスティテュート・オブ・

テクノロジーには、９名の学生を派遣した。新たな

協定校が加わったことにより、学生の選択肢が広が

り、参加学生数は４１名となった。夏期実習及び春

期実習終了後、参加学生が実習成果を発表する報告

会を実施した。また、２０年度に交流協定を結んだ

中国江漢大学に、２月から７月まで学生１名を交換

留学生として派遣し、江漢大学との交流を深めた。 
 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○「海外語学実習」の提携先とし 
て新たに加わったニュージーラ 
ンドを含め、５カ国（イギリス、 
オーストラリア、ニュージーラ 
ンド、中国、韓国）の協定校に 
実習生を派遣する。また、国際 
交流のさらなる充実を目指し 
て、新たな協定校の開拓に努め 
る。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○「海外語学実習」の新たな提携先として、北京理工

大学を協定校に選定した。また、来年度の実施にむ

けて、イギリスのバース・スパ大学に換わる新たな

提携校としてエセックス大学を選定した。さらに、

新規の海外語学実習プログラムとして、フランス

（サヴォワ大学）、アメリカ（カリフォルニア州立

大学デイビス校）、オーストラリア（トロピカル・

ノース・クィーンズランド・インスティチュート・

オブ・テイフ）を提携校に選定し、語学実習の実施

体制を整備した。 
夏期の韓国語実習の参加者は４名，春期は１６名で

あった。また、春期のニュージーランドでの語学実

習参加者は１３名であった。 

１ Ⅲ 

 

○学術交流と学生交流協定を結

んでいる中国江漢大学と双方

から学生を派遣するなどの交

流を深める。 

○国際文化学科の学生１名が、本年９月から来年７月

まで、交換留学生として派遣された。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

122 

海外語学実習を含め、海外留学を

希望する学生の支援体制を整備

する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に語学実習に参加する学生には渡航

費用の一部助成を行うこととした他、２１年度には

ここ数年の留学希望者や留学先の多様さなどを分

析し、留学希望者に対する個別支援に加えて、特定

の協定校と提携を結び学生を派遣する場合、どの地

域のどの教育機関を選定すべきか、など様々な可能

性について具体的な検討に入った。 
 ２ 

 

Ⅳ 

    

 
○音楽科における留学志望者に

ついて、従来どおり個別に支援

するか、特定の音楽学校と協定

を結び送り出すか等について

具体的な検討を行う。 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○音楽科で検討の結果、現状では海外の音楽大学との

提携は困難であり、従来どおり担当教員を窓口にし

て海外留学希望者の個別支援を行うこととした。 
１ Ⅲ 

 

123 
 

(ウ)留学生等との国際交流の推

進 
大分県は人口に占める留学生の

割合が全国第２位の高率である

ことから、「大学コンソーシアム

おおいた」の加盟大学として、本

学生と留学生、県民との国際交流

を推進する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度から「日韓次世代交流映画祭」（１２

月開催）を実施し、本学が事務局となった。学生ら

約50人がボランティアとして参加した。また、実

施のために、大分県の他大学の学生や留学生ととも

に、学生理事会や学生運営委員会を設立し、映画祭

運営の中心となった。また、韓国人留学生とともに、

日本語字幕製作のワーキンググループを作り、日本

語字幕の改善作業を行った。 
 １ 

 

Ⅲ 

    

 
○「第３回日韓次世代交流映画

祭」に参加し、韓国人留学生な

どと協力して、韓国映画に日本

語の字幕をつけて上映する。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○『族譜』（梶山季之原作、イム・グォンテク監督）

の日本語字幕の制作作業を、情報コミュニケーショ

ン学科の学生が、NPO「日韓次世代交流映画際」

のメンバーと共に行った。学生たちは主に日本語資

料の収集を担当し、２週間に１回の学習会を重ね、

４月１５、１６日に映画際の中で作品公開された。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

124 

(エ)地域の国際交流事業への協

力 
大分県や各自治体、他大学や小中 
高校等が企画する国際交流事業 
への協力を行う。 
 

 
 
 

 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○フランス人国際交流委員による国際交流プラザの

仏語会話講座を毎年実施した他、平成２１年度には

フランス語講座の開講や、国際映画祭（竹田市主催）

でフランス映画の紹介や解説を行うなど、国際交流

事業に積極的に参加した。また本学以外の国際交流

委員や ALT（外国語指導助手）にも参加を呼びか

け、本学学生や県民を対象に、各国のクリスマス文

化を体験する「インターナショナル・クリスマス交

流会」を開催した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○フランス人国際交流員ととも

に、自治体や他大学、学校等の

国際交流事業に積極的に協力

する。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○「フランス語講座」や「フランス社会文化理解講座」

の開講、「国際マーケット」の催しへの参加など、

国際交流事業で積極的に活動した。 
 

１ Ⅲ 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項 

 
（平成１８～２１事業年度） 
[教 育] 

１ 教育の内容の充実 

(1) 教養教育 

芸術系と人文系が共存する本学の特徴を活かし、平成１８年度に一般教養科目として「芸術文化Ⅰ－鑑賞

とマネジメント」及び「芸術文化Ⅱ」を新設した。また、共通教育委員会で検討した結果、２０年度に共通

教育科目として「造形入門」を前期に開講した。２１年度には開講科目の見直しのために学生と教員に共通

アンケートを実施し、その結果学生の要望が高かった「スペイン語」を２２年度に新設することにした。 

 

(2) 専門教育 

音楽科においては平成１８年度に音楽共通の基礎力と個々の専門教育との連携を軸に検討し、ソルフェージュ

の授業を従来の２時間１コマから１時間ずつの小編成多クラスへの変更を計画した。 

また、情報コミュニケーション学科において学科カリキュラムを検討した結果、１９年度に学んだことを社会に生

かす｢サービスラーニング｣を開設した。国際文化学科においては専門教育の教育課程の再編について検討した

結果、２１年度に｢言語と表現｣科目群を新設し、外国語と日本語の教育の充実を図る他、｢実務科目｣の科目数を増

やし、キャリア能力の育成に力を入れた。美術科においては学生及び時代のニーズに対応し、生活に深く関わる

デザインとしてプロダクトデザインの分野と科目の新設を検討し、２２年度より実施することになった。また、２１年度

には８月上旬に編入学模擬試験を実施し、志望理由書等について｢論文作成基礎｣内で指導を行った。 

 

(3) 専攻科 

平成１８年度に専攻科改編準備委員会を開催し、専攻科の内容について審議を重ねた結果、９月末、大学評

価・学位授与機構に認定専攻科申請書を提出し、２月に２年制認定専攻科が認定され新設された。 

    専攻科造形専攻において２０年度、２１年度にアートプラザで「専攻科造形専攻制作展」を開催したほか、

２１年度に染色専攻・陶芸専攻の専攻科生がそれぞれアートギャラリーBで個展を行い、２月には修了制作

展を県立芸術会館で開催した。専攻科音楽専攻においては１９年度に学年ごとの習熟度に合わせ学年クラス

別編成をしたほか、２１年度３月には iichiko音の泉ホールにて修了演奏会を行った。 

 

２ 教育方法と学習指導の改善 

(1) 魅力的な授業の展開 

平成１９年度には芸短フェスタに併せリリー・フランキーを招いて特別講義を実施した他、現役演奏家ト

リオ・ボヘミカによるワークショップを行った。また、佐藤美枝子客員教授による公開レッスンは１９年度

から継続して実施した。 
県内の著名人に関しては｢地域社会特講｣｢情報発信特論｣で継続的に授業を実施した他、大分県行政経験者

による｢地方行政法｣を１９年度後期から実施した。また、２１年度には｢大分の観光と文化｣において大分県

観光・地域振興局阿部万寿男氏、BEPPU PROJECT代表山出淳也氏、大分県立博物館学芸員櫻井成昭氏の

計３名の外部講師を招き、講義の充実を図った。 

 

 

 

 

 
(2) 学習支援体制の充実 

平成１８年度に各学科における担任制の実施状況を調査し、専任教員全員による学習支援体制を整備し、

全学科とも専攻やゼミ別による担任制を実施した。平成２０年度に各教員が原則週２回のオフィスアワーを

設定し、研究室前の掲示やホームページに掲載することで学生に周知し、出張予定などをできる限り研究室

のドアに掲示し、教員の在室予定を学生に知らせるように工夫した。平成１８年度に人文棟２階の教室１室

を自習室とした他、在学生を対象に学生生活調査を実施し、授業時間外の学習時間や自習室の利用状況、自

習室の備品の必要性について調査し、２０年度にはパソコンを配置した。 

 

３ 教育の実施体制の整備 

(1) 教育研究組織の整備 

平成２０年度において共通教育・一般教養科目に｢造形入門｣と｢音楽の魅力｣を開設し、美術科及び音楽科

の教員が担当することになった他、外国語科目の英語についてアドバンスクラスを増設し学生の能力に応じ

たクラス編成を行うために非常勤講師を採用して英語担当者を増員した。 

 

(2) 教育の質の改善・向上 

学生の授業評価の結果に対して各教員が今後の改善等を記した自己評価レポートを作成する制度を導入

し、平成１８年度前期の授業評価から実施した。２１年度には共通教育に関するアンケートも実施してカリ

キュラムの問題点を改善した他、卒業・修了時の満足度アンケートも実施して結果を集計した。 
 

(3) 教育環境の整備・充実 

認定専攻科が完全２年制となった２０年度にデザイン専攻科のエアコン、美術科工房に電動ろくろを設置

したほか、学位申請DVDの編集委託を行った。また、２１年度には芸術棟Aの視聴覚、音響機器の整備を

行うとともに、学生数の増加に伴い後方座席から正面のディスプレイが見づらい視聴覚室等の大規模教室の

側面にディスプレイを新設するなど、視聴覚教育環境の整備を図った。また、外国語教育の効果をあげるた

めに、第１語学演習室をCALL教室としてシステム・機器を更新し、最新設備への移行を行った。さらに、

オペラ授業・公演時に不可欠な照明装置を音楽棟小ホールに設置し演奏教育の整備を図った。 

 

４ 優秀な学生の確保 

(1) 入試改革の実施 

平成１８年度に人文系２学科の一般入試（前期日程）において、本学独自の学科試験に加え大学入試セン

ター試験を導入した。また、同じく人文系２学科の一般入試（後期日程）については、従来の個別試験（面

接試験）を廃止し、大学入試センター試験（２科目）のみに変更した。 

 

(2) 大学の知名度向上 

平成１８年度に大学案内と大学ホームページを改訂・リニューアルし、さらに２１年度にはホームページ

で大学案内の動画が閲覧できるようにし、本学の特色が視覚的に理解できるようにした。また、広報誌「エ

ピストゥラ」では学科の特色を積極的に取り上げた。 
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また、広く本学の魅力をＰＲするため、県内の高校を精力的に訪問するとともに、大学説明会につい

ては過去の動員数等を再点検し、参加の有無や新聞開拓を検討した他、学科別新聞広告やフリーペーパー掲

載等によりオープンキャンパス参加者増に努め、さらに新企画として推薦入試前に人文系学科説明会を実施

した。また、全国的なPRのために２０年度から特別枠の予算を設けた。 
 

(3) 高校との連携 

平成１８年度に高校での出張講義の内容やプログラムについて検討した他、県内の２校に対して出張講義

を行った。１９年度から 4～5 月の間に各高校に高校生向け出前講座一覧・教員名簿を送付した。これをき

っかけに、大分西高校、大分舞鶴高校、大分雄城台高校、大分東高校などで出張講座を実施した。 
 

５ 学生への支援 

(1) 生活支援 

平成１８年度に各学科における担任制の実施状況を調査し、専任教員全員による生活支援体制を整備し、

実施した。また、２１年度にはシラバスの教員紹介ページに各教員のオフィスアワーと専門分野、「専門以

外の得意分野」も記載することにし、人権相談等の委員にはその旨記載することにした。 
 

(2) 進路支援 

平成１８年度当初に｢就職指導室｣を｢進路支援室｣に改組し、業務を開始した。２０年度には指導体制を①

説明会、②担当教員による書類等に関する指導、③マナー講座、④企業との打ち合わせに参加、⑤実習(巡回

指導)、⑥事後レポート、⑦報告会と確立した。また、２１年度には進路支援データベースの入力情報を用い

て進路希望・内定状況を把握し、指導に役立てた。また、進路支援室の職員を１名増やし、常時事務手続き

や就職相談に応じられるようにし、進路支援主任の教員が学生の進路相談に応じる体制を設け、これを学生

に周知した。 

 

[研 究] 

１ 研究の活性化とその還元 

(1) 共同研究の促進 

平成２１年度において地域連携研究コンソーシアム大分に参加し、文部科学省の戦略的事業に参加した他、

２０年度大分大学が採択された文部科学省「産学官連携戦略展開事業」に連携機関として参加した。また、

同コンソーシアムが上記事業の一環として開催した「豊の国ものづくり展」において、産学官共同研究事例

として美術科教員が八鹿酒造の限定ラベル製作について発表した。 
 

２ 研究の実施体制 

(1) 研究環境の整備と研究費の獲得 

平成２０年度研究情報室において学内説明会での応募を呼びかける等により、１９年度申請6件の2倍と

なる12件の申請(科研費11件、総務省所管事業1件)を行った。その結果２１年度に総務省の戦略的情報通

信研究開発推進制度(SCOPE)に｢地域住民の信頼と人間関係を基盤とした地域防災 SNS に関する研究開発

(２１～２２年度：574万円5千円)｣が採択された。 

 

 
 
 

 

(2) 共同研究の促進 

平成２０年度において国際的な学術・教育上の交流を促進するため、２月に中国の江漢大学との間で、学

術、教育に関する交流協定を結び、その中で学術交流として共同研究活動に関する項目が設定された。また、

２１年１０月に江漢大学の楊衛東校長をはじめ５名が来学し、今後の交流内容などについて意見交換を行っ

た。合唱指導を含む実技指導のために本学音楽科教員を江漢大学に派遣すること、日本語教育指導法習得の

ために江漢大学から日本語教員を本学に派遣すること等について具体的な確認書を交わした。江漢大学から

の日本語教員は２２年４月に来学し、国際文化学科を中心に半年間の研修を受けることにしている。 

 
[社会貢献] 

１ 地域社会との連携 

(1) 教育研究の成果の地域還元 

平成１８年度から地域貢献委員会を中心に企画・運営・実施した。２１年度には地域貢献委員会において

公開講座、高校生向け出前講座、高校生向け講義｢芸術と文化｣、公開授業を企画・運営・実施した他、公開

講座に加えて芸短フェスタ、各種美術展や演奏会、サービスラーニングなどにおける地域イベントへの参加、

学長プロジェクトなど幅広い地域貢献活動を全学的に企画運営するため、委員会事務を総務企画部に移管す

ることを検討した。 
 

(2) 地域社会との連携推進 

連携協定を結んでいる由布市と平成１８年度に由布市小中学校情報化支援事業の委託契約を結んだ他、

｢由布市本庁舎方式検討に関する市民アンケート｣の集計・分析・報告を行った。また、２０年１１月に相互

協定を結んだ竹田市に対し、｢岡城復元 CG｣映像作成、廣瀬武夫についての公開講座、廃校となった下竹田

小学校を活用した。大分市に対して２１年度は毎日新聞西部本社、ビーコンプラザ共同体事業、株式会社テ

レビ大分、NPO 法人大分県芸術文化振興会議とそれぞれ協定を提携し、寄付講座の開講や施設の貸出など

相互に協力を行うことにした。 
 

２ 他の教育機関との連携及び国際交流 

(1) 他の教育機関との連携推進 

地域巡回演奏会を毎年2か所で実施する他、宇佐市、日田市、竹田市の小学校で「地域ふれあいアート講

座」、を実施した他、版画実技講習会、美術デザイン講座を由布市の小学校で実施した。また、大分市の小

学校で鑑賞教室への協力を行った。 
 

(2) 国際交流の推進 

協定を締結している海外の大学に海外語学実習を実施した。平成２１年度は夏期語学実習てイギリス（１

４名）、オーストラリア（５名）、中国（２名）、韓国（８名）の学生を派遣した。また、春期語学実習とし

て韓国（３名）の学生を派遣した。さらに、春期実習先として、今年度から新たに協定校となったニュージ

ーランドの国立大学クライストチャーチ・ポリテクニック・インスティテュート・オブ・テクノロジーには、

９名の学生を派遣した。新たな協定校が加わったことにより、学生の選択肢が広がり、参加学生数は４１名

となった。夏期実習及び春期実習終了後、参加学生が実習成果を発表する報告会を実施した。また、２０年

度に交流協定を結んだ中国江漢大学に、２月から７月まで学生１名を交換留学生として派遣し、江漢大学と

の交流を深めた。 
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（平成２２事業年度） 
[教 育] 

１ 教育の内容の充実 

(1) 教養教育 

平成21年度に実施した「共通教育に関するアンケート」と教員のFDミーティングの結果を受け、「音の

科学」と「スペイン語」を開設した。スペイン語を含め、外国語教育は８か国語を開講することとなった。 
情報教育については、情報コミュニケーション学科と美術科デザイン専攻の教員で協議を行い、情報技術

とビジュアルデザインが連携した教育カリキュラムの内容を整理し、新しく３次元（３Ｄ）制作を導入する

など授業内容を充実させた。 
 

(2) 専門教育 

美術科では、デザイン専攻の生活造形の授業に新設したプロダクトデザインを組み入れ、教育計画に沿ってプ

ロダクトデザイン専門図書を多数購入して図書館に配備するとともに、グッドデザイン作品（製品）をデザイン資

料として収集し、演習室の備品として活用しながら感性面の教育を図った。 

音楽科では、入学後の楽典到達度試験の成績により、新入生を基礎クラスと上級クラスに分け授業を行っ

た。従来、１クラスで行っていた音楽理論について、クラス分けして、基礎クラスを少人数にしたことで底

上げを図ることができた。 

国際文化学科では、観光ビジネス英語など、学生のニーズに基づいた科目の導入を行った。また、過去４

年間の編入学実績を分析して、より有効的な編入学対策を検討し、全学科挙げての受験指導体制を整えた。 
情報コミュニケーション学科では、「ナラティブ能力育成講座 I・II」を新設し、サービスラーニングでの

体験を語り、発信するDTP、動画編集、プレゼン法の指導を充実させた。社会学3教員による「業界研究」

を新設し、銀行・証券・自動車・アパレル等業界に関する学生の認識を深め、進路意識を高めた。また、「大

分ツーリズム講座」を新設し、竹田と湯布院のフィールドワークを行い観光の取り組みを体系的に学ばせた。 
 

(3) 専攻科 

学位審査申請にかかる指導を行い、平成 22年度は造形専攻で 26名、音楽専攻で 18名が学位を授

与された。 

 

２ 教育方法と学習指導の改善 

(1) 魅力的な授業の展開 

地域と連携した「ふるさとスケッチ」、佐藤美枝子客員教授による公開レッスン、公開国際理解ワーク&パ

ネルトークなどを開催した。Ｊ２「大分トリニータ」のファンボ・カン監督、演出家鴨下信一氏、滋賀県立芸術劇場び

わ湖ホール館長ほか著名人を招いて特別講義を実施した。 

 

(2) 学習支援体制の充実 

学生が入学後の学習活動を円滑に進めることができるように、各学科の特性に応じた入学前指導

をそれぞれ実施した。 

 

３ 教育の実施体制の整備 

(1) 教育研究組織の整備 

定年退職する生活造形担当教員の後任について公募による採用試験を行った。 

 
 

 
(2) 教育の質の改善・向上 

現在実施しているFD活動について点検・評価した結果、おおむね問題はないが、FD授業参観の効果につい

ては不充分であることを確認し、次年度には参観する授業のポイントなどを事前に知らせ、効果的なものにするこ

とを決定した。 

 

(3) 教育環境の整備・充実 

美術科に開設したプロダクトデザインの設備として、３次元造形システムや木工用大型工具等を整備し

た。 
 

４ 優秀な学生の確保 

(1) 入試改革の実施 

美術科では美術実技模擬試験を実施し、高校生に入試の体験と指導を行った。 
 

(2) 大学の知名度向上 

広く本学の魅力をＰＲするため、県内全高校及び県外 104 校の高校訪問を行った。美術系、音楽

系の学科を有する全国の高校、西日本を中心に入学実績のある高校に対して大学案内を送付した。

また、吹奏楽コンクールパンフレットや専門誌の音楽の友社に広告を掲載した。 

さらに、高校生、高校進路担当教諭、保護者に対してオープンキャンパス、高校訪問等で入試情

報の提供を行った。 

 
(3) 高校との連携 

県立大分西高等学校など７校で出前講座を実施するとともに、高校生向けの講座「芸術と文化」（全

15回）を開講した。 

 

５ 学生への支援 

(1) 生活支援 

公式HPの学内専用ページに、後援会の学生活動支援について掲載した。 
サークルやゼミの合宿等で竹田キャンパス（下竹田小学校跡地）を利用する学生に対して、交通費等の一

部を助成する制度を創設した。その結果、12件、延べ206名の学生、教員が利用した。 

 

(2) 進路支援 

学科及び専攻科２年生の保護者を対象に進路説明会を開催。170名の保護者が参加した。全体会で本学の

進路支援体制や進路実績を説明した後、学科ごとに保護者との面談を行った。さらに、1 月には保護者から

直接、各学科の進路主任に相談を申し込めるように、メールアドレスを設け、全保護者に周知を図った。 
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[研 究] 

１ 研究の活性化とその還元 

(1) 共同研究の促進 

地域連携研究コンソーシアム大分に参加し、文部科学省の戦略的大学連携支援事業に取り組むと

ともに、学･学連携型共同研究助成事業、産学官連携戦略展開事業に参画した。 

 

２ 研究の実施体制 

(1) 研究環境の整備と研究費の獲得 

科学研究費補助金については、９件の申請を行い、研究者及び分担者としてそれぞれ新規１件を獲得した

ほか、分担者として継続分３件を獲得した(総額約343万6千円)。総務省の戦略的情報通信研究開発推推進

制度（SCOPE）で採択された「地域住民の信頼と人間関係を基盤とした地域防災 SNS に関する研究開発」

（２１～２２年度：574万円5千円）と、文部科学省の大学教育推進プログラム（新GP）で採択された｢体

験をスキルに変えナラティブ能力｣（２１～２３年度：3,533万4千円）で継続して外部資金を獲得した他、

文化庁地域伝統文化総合活性化事業において｢大分県下における無形民俗文化財ハイビジョン映像アーカイ

ブ作成｣（２２年度：747万4千円）が採択され、新規の研究資金を獲得した。 
 

(2) 共同研究の促進 

国際的な学術・教育上の交流を促進するため、4～7月の間、江漢大学日本語教員を受け入れ、語学研

修を行った。また、9 月には音楽科教員を江漢大学に派遣し芸術学院合唱団への合唱・指揮指導を行った。

さらに 23 年度には本学美術科と江漢大学美術科が共通のテーマ「融」で共同美術展を実施することで合意

するなど全学的に交流を深めている。 
 

[社会貢献] 

１ 地域社会との連携 

(1) 教育研究の成果の地域還元 

「一般県民・高校生の為の 指揮・理論・作曲を学ぼう」をはじめ８つの公開講座、「オリジナル織物作

家 小坂恵子氏によるワークショップ」など学長プロジェクトとして６つの講演会等、客員教授（佐藤美枝

子氏、小林道夫氏）による公開レッスン、木下美穂子ソプラノリサイタル、学生による各種コンサートなど

本学の特徴を活かした各種講座等を開催した。 
 

(2) 地域社会との連携推進 

連携協定を締結している竹田市では、竹田キャンパス開設記念公演「十二夜」、杵築市・九重町宝

泉寺では「ふるさとスケッチ」、由布院駅では本学所蔵作品展、大分市では「府内南蛮ゼミナール」

などを開催した。 

(財)大分県文化スポーツ振興財団との協定の一環として、小学校 3 年生から 19 歳までの総勢 87

名によるジュニアオーケストラの指導をＮＨＫ交響楽団団員等とともに行い、本学卒業生や在校生

もサポートした。ビーコンプラザとの協定の一環として、市民合唱団の指導を行った。 
 
 
 

 

 

２ 他の教育機関との連携及び国際交流 

(1) 他の教育機関との連携推進 

地元小・中学生を対象に、中津市豊田小学校、姫島村姫島中学校で地域巡回演奏会、国東市冨来小学校で

「地域ふれあいアート講座」を実施した。 
 

(2) 国際交流の推進 

外国人留学生入試制度を通じて、国際文化学科に1名、情報コミュニケーション学科に1名の外国人留学

生を受け入れ、担任やチューターが学業支援・生活支援を行なった。 

海外語学実習としての新たな提携先として、中国の北京理工大学を協定校に選定した。来年度の実施にむ

けて、イギリスのバース・スパ大学に換わる新たな提携校としてエセックス大学、新規の海外語学実習プロ

グラムとして、フランス（サヴォワ大学）、アメリカ（カリフォルニア州立大学デイビス校）、オーストラリ

ア（トロピカル・ノース・クィーンズランド・インスティチュート・オブ・テイフ）を選定し、語学実習の

実施体制を整備した。夏期の韓国語実習４名，春期は韓国語実習１６名、ニュージーランド語学実習１３名

が参加した。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

（１）運営体制の強化 

 

中期 

目標 

 理事長が強いリーダーシップを発揮し、弾力的かつ機動的な運営ができるよう体制の充実を図る。 

 法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、運営方針を確立し、及びこれを効果的に実行するための運営体制を整える。 

教員組織と事務組織の連携を強化し、一体的かつ効率的な組織運営を行う。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

125 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するため

にとるべき措置 
1 運営体制 
(1)運営体制の強化 
学長を兼ねる理事長が、法人運営

及び教育研究の両面の責任者と

して強いリーダーシップを発揮

し、弾力的かつ機動的な運営を目

指す。 
そのために、各理事の担当業務を

明確にし、理事長を補佐する体制

を強化する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に常勤理事(学内理事)は、それぞれ事

局長、教務学生部長及び図書館長の職を兼ね、事務

局長は業務運営、教務学生部長は教育研究、図書館

長は社会貢献分野を担当し、関係専門委員会の委員

長として理事長の大学運営を補佐する体制を整備

した。また２１年４月に各学科の教員及び事務局職

員で構成するビジョン策定委員会を設置し、次期中

期計画及び本学の将来構想を含めたビジョンを検

討した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○ビジョン策定委員会からの報

告等をもとに、次期中期計画の

素案を検討する。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○ビジョン策定委員会において本学の 4 年制大学へ

の移行、人文系の認定専攻科、施設設備について検

討を行うとともに、在学生を対象に学生ニーズ調査

を実施し、本学の将来ビジョンとしてとりまとめ

た。本報告書をもとに、次期中期目標素案の検討と

並行して中期計画素案を検討した。 
 

１ Ⅲ 

 

126 

大学の教育、研究及び社会貢献活

動に対する方向性を明確にし、全

学的な運営方針を確立する。 
  
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○中期計画、年度計画を全教職員に明示し、取り組み

を指示した。また、教育研究審議会の場において取

り組み方針を明確にし、教員への周知を依頼すると

ともに、議事録をデスクネッツに掲載した。 
 

１ 

 

Ⅲ 
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○22年度計画の策定により取組 
方針を明確にするとともに、全 
教職員に明示し、全学的運営を 
行う。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○各学科、専門委員会、部・室等全学が連携して年度

計画を策定し、教育、研究、社会貢献及び組織運営

など本学の取り組みを明確にし、一丸となって課題

の解決に取り組んだ。 
 

１ Ⅲ 

 

 
 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

127 

理事会、経営審議会、教育研究審 
議会及び教授会の役割分担を明 
確にし、機能的な大学運営を図 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○理事会、経営審議会、教育研究審議会、教授会を開

催し、それぞれ所管事項について審議決定を行っ

た。また、２０年度には学長の就任に伴い、３部門

の合同会議を実施し、学長の教育方針、運営方針を

共有すると共に、経営面、教育研究面での諸課題に

ついて理事及び両審議会委員の認識の共有化を図

った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

128 

学内の委員会を整理統合し、効率 
的な運営を図る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に地域貢献委員会、自己評価委員会等

新たな委員会を設置するなど学内専門委員会の再

編や進路支援質、FD推進会議等組織の強化を図っ

た。また、各専門委員会、主要機関等に全教職員が

参画し、教員、事務職員それぞれの専門性を活かし

て業務を行う体制を整備した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学内委員会の見直しを行うと

ともに、委員会事務の体制を再

整備する。 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○教務学生委員会と共通教育委員会を統合するとと

もに、業務内容が関連する委員会の委員を同じ教員

が務めることにより効率的な運営を図った。また、

各専門委員会の事務の所管を整理統合し、サポート

体制を明確化した。 
 

１ Ⅲ 
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129 

教員と事務職員がそれぞれの専 
門性をいかし、相互に補完しつつ 
一体となって事業の企画、立案及 
び運営を行う。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に広報室を設置し、専任の職員を配置

した他、２１年度に総務企画部と教務学生部が一層

の相互協力・連携と情報の共有化を図るため、8月

に執務室を改修して一体化するとともに、附属図書

館も含めて業務内容についても見直しを行い、一部

事務の移管及び分掌の明確化を行った。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○総務企画部、教務学生部及び附

属図書館職員の事務分掌を見

直し、より効率的かつ機動的な

組織体制とする。 
 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○大学の地域貢献活動が公開講座のみならず芸短フ

ェスタや学長プロジェクトなど幅広く多岐にわた

って行われていることから、所管を附属図書館から

総務企画部に移管し総合的に推進を図ることとし

た。また、科研費を含む外部資金にかかる事務、学

友会の経理についても総務企画部で一括管理を行

うこととした。 
 

１ Ⅲ 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

（２）学内資源の効果的配分 

 

中期 

目標 

 人員、予算等の学内資源は、全学的視点に立ち、効果的に配分する。 

大学の教育、研究及び社会貢献活動において特に力を入れるべき重点領域に予算を集中的に配分する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

130 

(2)学内資源の効果的配分 
全学的かつ中長期的な視点に立

ち、大学の目標と重点領域に留意

しつつ、予算の編成及び配分と教

職員の配置を行うための仕組み

を整備する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に２０年度の予算編成に当たり目的

積立金を財源とした特別枠による重点予算編成し、

２０年度は重点事業に取り組むとともに、２１年度

特別枠事業について学内募集を行い、１１件を採択

した。 
2 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

131 

大学予算の執行に当たっては、理 
事長の裁量のもと、重点領域に集 
中的に配分できるよう、柔軟に運 
用できる財務の仕組みを構築す 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に予算配分について理事長のリーダ

ーシップが発揮でき費目として「教育振興費」を新

設するとともに、教員研究費についてはこれまでの

一律定額配分に加え、理事長裁量による配分枠を設

けた。また、２１年度において、２２年度予算では

教育政策費(理事長裁量経費)枠を増やし、理事長の

政策的な判断で重点領域に集中的かつ柔軟に予算

配分できるようにした。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制 

（３）学外有識者の登用 

 

中期 

目標 
学外の有識者及び専門家を役員又は委員に積極的に登用し、運営の強化を図るとともに、地域に開かれた大学運営を推進する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

132 

(3)学外有識者の登用 
学外の有識者や専門家を理事、経

営審議会委員及び教育研究審議

会委員に登用し、経営のノウハウ

や教育研究上の専門的知見を大

学運営にいかす。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に学外の有識者や専門家を理事に３

名、経営審議会委員に４名及び教育研究審議会委員

に１名登用し、業務運営や教育方針の取り組みに活

かした。具体的には理事会・経営審議会において余

剰金の取り扱いに係る民間企業の考え方や大分大

学の取り扱い、大学広報に係る報道機関活用手法、

教育研究のうち地域貢献に係るニーズなど企業ス

トック情報等のアドバイスを受けた。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

133 

学外者を通じて、大学に対する社

会のニーズを把握し、業務への反

映を図るとともに、大学の活動や

成果を社会に周知する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○実績なし。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○協力協定を締結している自治

体、団体等と意見交換を行うと

ともに、インターンシップ協力

企業へのアンケート調査、情報

提供等によりニーズの把握及

び大学のPRを行う。 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○大分市、別府市、竹田市の自治体担当者と会合を持

ち、今後の提携事業についてヒアリングを行った。

インターンシップ協力企業には、春季の実習につい

てニーズ調査を行ったほか、県内企業700社に『求

人のための大学案内』を送付し、本学のＰＲを行っ

た。 

１ Ⅲ 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

（１）人事制度 

 

中期 

目標 

教育研究に従事する教員の職務の特性を踏まえ、柔軟な勤務を可能とするため、勤務時間を弾力的に取り扱う。 

地域社会への貢献等教員の積極的な学外活動の展開を支援するため、兼業について新たな承認基準を設定し、柔軟かつ適正に運用する。 

その他教職員の能力向上及び組織の活性化に資する人事制度を導入する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

134 

2 人事の適正化 
(1)人事制度 
教員がその職務特性にあわせて

弾力的に勤務できるようにする

ため、平成18年度から裁量労働

制を導入する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度において、全教職員に裁量労働制を導

入し、業務の効果的・効率的な執行により教員の利

便を図った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

135 

地域に開かれた大学として、教員

の積極的な学外活動を支援する

ため、大学の目的や勤務態勢に応

じた新たな兼業承認基準を設定

し、柔軟かつ適正に運用する 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度にこれまでの兼業規定を大幅に緩和

した新たな職員兼業規程を定め、教員の自由な学外

活動を推進した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

136 

教職員の能力向上並びに組織の 
活性化を図るため、学外研修制度 
を構築するとともに、教員に対す 
る評価制度に基づいた任期制の 
導入に向けて、他の大学等の状況 
を調査検討し、大学の特性にあっ 
た任期制を整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度から任期制について理事長、学内理

事、学科長による検討会議において、他大学・短

大の導入状況も踏まえ、本学に導入するメリット、

デメリットを比較検討してきた。人材の交流によ

る組織の活性化という任期制のメリットも、地方

の短期大学である本学では逆にデメリットにな

り、全国の大学の任期付き教員が２０％程度とい

う状況で、特に転出ポストの少ない芸術系を有す

る本学が率先して任期制を導入する必要はないと

結論した。 

なお、教員の意欲、能力の向上及び組織の活性化を

図るためには、当面教員評価制度の運用をもって対

応することとし、任期制については教員評価制度の

運用を確立したうえで他大学の状況等も勘案しな

がら検討していくこととする。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

（２）評価制度 

 

中期 

目標 

業務に対する教員の意識・意欲及び能力を高め、大学の教育・研究等の質及び社会への貢献度を向上させるため、各教員の業績を多面的かつ適正に評価する制度を導入する。 

事務職員に対する評価制度の導入についても、併せて検討を行う。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

137 

(2)評価制度 
教員に対する業績評価は、大学 
の教育、研究、社会貢献活動及び

組織運営全般を対象とし、教育研

究活動の特殊性に配慮して評価

項目及び評価基準を作成すると

ともに、定期的に見直しを行う。 
評価結果を活用して、各教員の 
意識・意欲及び能力の向上、ひ

いては大学の業務全般の改善と

活性化を図る。また評価結果は、

研究費の配分や給与、昇任等の

処遇に反映させる。 
業績評価制度は平成18年度か 
ら導入する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に教育研究審議会に作業部会を設け、

教員業績評価制度を導入した。２０年度には新たな

教員評価制度を策定し、評価項目、評価基準を明確

化した。また、２１年度には教育、研究、社会貢献

及び組織運営の４領域について、自己評価及び教員

評価委員会評価からなる教員評価規程を整備し、各

教員が年間活動計画シートを提出した。 １ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

138 

事務職員に対しても、他の大学や 
企業の業績評価制度を踏まえつ 
つ、勤務意識や能力の向上に資す 
る制度の導入を検討し、整備を図 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○大学固有事務職員の評価については、県職員評価制

度を準用して実施した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 人事の適正化 

（３）人材の確保 

 

中期 

目標 

中長期的な観点から職員定数及び人件費を適正に管理する。 

大学の教育研究等の質の向上及び効率的・効果的な運営を実現するため、教育研究組織及び事務局組織の業務内容や専門性に応じて、多様な方法により幅広い分野から優秀な人材を確保する。 

業務内容や専門性に応じて、大学固有職員、県派遣職員、非常勤職員、人材派遣職員等を適切に配置し、人的資源を効果的に活用することで円滑な組織運営を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

139 

(3)人材の確保 
中長期的な観点に立って、教職員 
の採用や育成に関する基本計画 
を策定し、計画に沿って職員定数 
及び人件費を適正に管理すると 
ともに、大学の効果的な運営を促 
進する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に目標期間における組織、職員定数、

職員の適正配置、県派遣職員削減による法人固有事

務職員採用、その他多様な雇用形態、評価制度、任

期制、勤務形態等に関する人事基本計画を策定し

た。これに基づき、教員及び大学固有の職員の採用

を行い、職員数及び人件費を適正に管理した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

140 

教職員の採用にあたっては、公募

を原則とし、性別、国籍等にとら

われない能力本位の選考を行う。 
 
実績のある社会人の雇用や客員

教授の活用など様々な方法によ

り、高度な専門性を有する人材を

登用する。 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に公募による５名の教員採用選考試

験を実施したほか、佐藤美枝子氏、小林道夫氏、ヴ

ァーツラフ・アダミーラに客員教授を依頼した。ま

た非常勤講師の採用についても教育研究審議会に

おいて審査の上優れた人材を確保した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

141 

事務組織の専門性の向上及び活

性化を図るため、業務の内容に応

じて、大学固有職員及び大分県か

らの派遣職員等を適切に配置す

るとともに、業務研修の充実や他

大学等との人事交流の実施を検

討する 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度から公募による大学固有職員採用試

験を実施し、看護科学大学との間で定期的な人事交

流を行うこととした。また、採用した大学固有職員

の研修について、大学組織、諸規程の概要等の基礎

研修、職務に応じた専門研修の他、公立短期大学協

会の研修の受講や大学の授業を活用した簿記研修

を実施した。 
２ 

 

Ⅲ 

    

 
○人事基本計画に基づく大学固 
有職員の採用が完成したことに

伴い、県派遣職員との配置の適

正化や業務研修の拡充を図る。 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○大学固有職員3名については、将来の大学運営を支

える人材として総務企画部に2名、教務学生部に1
名それぞれ配置した。また、公立短期大学協会事務

職員研修会、県内大学が参加した大学等事務系職員

コンソーシアムなどに職員を派遣するとともに職

場研修で大学職員としての資質の向上を図った。 

１ Ⅲ 

 

142 

県派遣職員は、業務運営の状況等 
を勘案しつつ、段階的に縮減す 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度、２１年度において人事基本計画に基

づき、1名の大学固有職員を採用し、県派遣職員を

1名削減した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○２２年度に 1 名の県派遣職員

を削減する。 
 
 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○人事基本計画に基づき、平成22年4月1日より1
名の大学固有職員を採用し、総務企画部で財務、地

域貢献、科研費等を担当している。また、附属図書

館の県派遣職員を1名削減し、代わりに非常勤嘱託

職員を配置した。 

１ Ⅲ 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項 

 
（平成１８～２１事業年度） 
 
１ 運営体制 

(1) 運営体制の強化 

平成１８年度に常勤理事(学内理事)は、それぞれ事局長、教務学生部長及び図書館長の職を兼ね、事務局

長は業務運営、教務学生部長は教育研究、図書館長は社会貢献分野を担当し、関係専門委員会の委員長とし

て理事長の大学運営を補佐する体制を整備した。また２１年４月に各学科の教員及び事務局職員で構成する

ビジョン策定委員会を設置し、次期中期計画及び本学の将来構想を含めたビジョンを検討した。 
平成２０年度に広報室を設置し、専任の職員を配置した他、２１年度に総務企画部と教務学生部が一層の

相互協力・連携と情報の共有化を図るため、執務室を改修して一体化するとともに、附属図書館も含めて業

務内容についても見直しを行い、一部事務の移管及び分掌の明確化を行った。 

 

(2) 学内資源の効果的配分 

平成１９年度に２０年度の予算編成に当たり目的積立金を財源とした特別枠による重点予算編成し、２

０年度は重点事業に取り組むとともに、２１年度特別枠事業について学内募集を行い、１１件を採択した。

22年度予算編成にあたっては、教育政策費(理事長裁量経費)枠を増やし、理事長の政策的な判断で

重点領域に集中的かつ柔軟に予算配分できるようにした。 

 

２ 人事の適正化 

(1) 人事制度 

平成１８年度において、全教職員に裁量労働制を導入し、業務の効果的・効率的な執行により教員の利便

を図った。また、これまでの兼業規定を大幅に緩和した新たな職員兼業規程を定め、教員の自由な学外活動

を推進した。 
任期制については、平成１８年度から理事長、学内理事、学科長による検討会議において、他大学・短大

の導入状況も踏まえ、本学に導入するメリット、デメリットを比較検討してきた。人材の交流による組織の

活性化という任期制のメリットも、地方の短期大学である本学では逆にデメリットになり、全国の大学の任

期付き教員が２０％程度という状況で、特に転出ポストの少ない芸術系を有する本学が率先して任期制を導

入する必要はないと結論した。 

 

(2) 評価制度 優れた人材の確保 

平成１８年度に教育研究審議会に作業部会を設け、教員業績評価制度を導入した。２０年度には新たな教

員評価制度を策定し、評価項目、評価基準を明確化した。また、２１年度には教育、研究、社会貢献及び組

織運営の４領域について、自己評価及び教員評価委員会評価からなる教員評価規程を整備し、各教員が年間

活動計画シートを提出した。人事基本計画に基づき、大学固有職員を１名採用し、県派遣事務職員を

１名削減した。また、大学固有職員の研修について、大学組織、諸規程の概要等の基礎研修、職務

に応じた専門研修の他、公立短期大学協会の研修の受講や大学の授業を活用した簿記研修を実施し

た。 

 

(3) 優れた人材の確保 
平成１８年度に目標期間における組織、職員定数、職員の適正配置、県派遣職員削減による法人固有事務

職員採用、その他多様な雇用形態、評価制度、任期制、勤務形態等に関する人事基本計画を策定した。これ

に基づき、教員及び大学固有の職員の採用を行い、職員数及び人件費を適正に管理した。 
平成１９年度から公募による大学固有職員採用試験を実施し、看護科学大学との間で定期的な人事交流を

行うこととした。また、採用した大学固有職員の研修について、大学組織、諸規程の概要等の基礎研修、職

務に応じた専門研修の他、公立短期大学協会の研修の受講や大学の授業を活用した簿記研修を実施した。 
平成２０年度、２１年度において人事基本計画に基づき、1 名の大学固有職員を採用し、県派遣職員を 1

名削減した。 
 
 
（平成２２事業年度） 
 
１ 運営体制 

ビジョン策定委員会において本学の4年制大学への移行、人文系の認定専攻科、施設設備について検討を

行うとともに、在学生を対象に学生ニーズ調査を実施し、本学の将来ビジョンとしてとりまとめた。本報告

書をもとに、次期中期目標素案の検討と並行して中期計画素案を検討した。 
大学の地域貢献活動が公開講座のみならず芸短フェスタや学長プロジェクトなど幅広く多岐にわたって

行われていることから、所管を附属図書館から総務企画部に移管し総合的に推進を図ることとした。また、

科研費を含む外部資金にかかる事務、学友会の経理についても総務企画部で一括管理を行うこととした。 
 

２ 人事の適正化 

人事基本計画に基づき、平成22年4月1日より1名の大学固有職員を採用し、総務企画部で財務、地域

貢献、科研費等を担当している。また、附属図書館の県派遣職員を1名削減し、代わりに非常勤嘱託職員を

配置した。 
大学固有職員3名については、将来の大学運営を支える人材として総務企画部に2名、教務学生部に1名

それぞれ配置した。また、人事基本計画に基づき、大学固有職員を１名採用し、県派遣職員を１名削

減して代わりに非常勤嘱託職員を配置した。。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 事務等の効率化及び経費の抑制 

 

中期 

目標 

法人の業務運営方法について全般的に見直し、管理費・運営費の抑制及び業務の効率化を徹底する。 

事務処理の集中化、合理化及び簡素化を図るため、事務局の組織体制及び事務処理体制の見直しを行う。また、定期的に点検を行い、必要に応じて改善を行うことで、一層の効率化を図る。 

経費抑制に対する教職員の意識改革を図り、法人運営費全体に占める一般事務費の縮減を図る。 

外部委託等を有効に活用し、事務処理の効率化及び合理化並びに経費の節減を図る。 

他の公立大学法人等との共同事務処理を検討する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

143 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目

標を達成するためにとるべき

措置 
 
1 事務等の効率化及び経費の

抑制 
 
業務運営方法全般を全学的に見

直し、効率的な大学運営に努め

る。 
 
事務の整理統合や決裁手続の見

直しを行い、迅速かつ効率的な事

務処理を行う体制を整備する。 
 
各種様式や申請・届出・許可等に

係る手続を見直し、事務処理の合

理化・簡素化を図る。 
 
定期的に事務処理体制を点検し、

点検結果や状況の変化に対応し

て効果的に業務を遂行する。 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に課制、係制を廃止し、事務局組織の

フラット化を行い、進路常務や学生確保に対する業

務の人員強化や事務の整理統合等の改編を行った。

また、教務学生管理システム、図書館システムの更

新などによる事務の効率化、学内 LAN「デスクネ

ッツ」の導入による情報の周知徹底、迅速化、ペー

パーレス化を推進した。また、１９年度には予算集

計や帳票作成の電算化による簡素化を継続実施し

検証を行った。２０年度には大学内メールやデスク

ネッツを活用し、不審者情報、行事日程、年度計画

等配信した。また、事務を簡素化するため、旅行伺

いの様式等の簡素化・統一化を図った。２１年度に

は会議、教職員のスケジュールや各種資料の受発送

にデスクネッツを活用し、業務の効率化を図った

他、授業料減免事務について算定の基礎となる生活

保護基準の内容等を見直すことにより事務を簡素

化した。 
 

１ 

 

Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(143) 

 
 
 

 
○事務の効率化を図るために財 
務パソコンソフトの改良を行 
う。 

（平成２２年度の実施状況） 
○財務ソフトのバージョンアップを行うとともに、債

権管理ソフトの改良、運用を行い、事務の大幅な効

率化につながった。 
 

 

１ 

 

Ⅲ 

   

○授業料減免の所得要件を見直 
すなど事務の簡素化を図る。 

 

○授業料減免事務について算定の基礎となる生活保

護基準の内容等の見直しを行い、22 年度申請分か

らを対象に事務の簡素化を図った。 

○２１年度に実施した補助職員 
の事務量調査を基に、夏期休業 
期間中などでの業務の相互支援 
を実施し、その結果について検 
証する。 

○授業がない夏期休業期間中に業務量が減少する学

科副手を附属図書館に 2 週間派遣し、除籍準備作

業、図書の配置替え等を行うことにより、アルバイ

ト賃金の削減につながった。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

144 

光熱水費、印刷消耗品費、通信運 
搬費等の管理的経費の抑制につ 
いては、目標を定めて全教職員に 
効率的な運用を徹底する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○教授会等において光熱水費の節減について依頼を

行った。その結果、平成２１年度には学生数が増え

た（888人⇒955人）にも関わらず、光熱水費の総

額は横ばい(34,112 千円⇒34,211 千円)で学生 1 人

あたり2,500円以上節減した。また、火災保険の商

品改定を機に長期（5年）契約に変更し、経費の節

減を図った。また、両面印刷の奨励、ミスコピーの

再利用、宅配便と郵便経費の比較利用等の推進によ

る印刷消耗費、通信運搬費の効率的執行に努めた。 ２ 

 

Ⅳ 

    

 
○光熱水費、印刷消耗品費、通信

運搬費等の管理的経費について

は、削減対策を定めて、引き続

き教職員に周知徹底を行い、経

費の抑制に努める。 

（平成２２年度の実施状況） 
○休日・夜間を利用した公開講座の開催や体育館・音

楽棟などの県民の利用時間が昨年の４倍（373時間

増）になると同時に学内利用の授業日数（２週間増）

の増加にもかかわらず、教授会等で光熱水費の節減

について周知徹底を行って学内経費を抑えた結果、

全体としては、8.1％増(34,211 千円→36,985 千円)
にとどめることができた。 

 

１ Ⅲ 

 

145 

発注・契約の内容に応じて、イン 
ターネットによる発注、一括発注 
や複数年度契約等、より合理的な 
方法を検討し、経費の抑制を図 
る。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○教務学生システム、図書館システムの一括発注や大

学案内等の印刷物や庁舎管理委託業務の複数年度

契約等を行い、経費抑制、事務の簡素化を図った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

146 

定型的業務について、外部委託等 
を活用して事務の効率化及び経 
費の抑制を進めるとともに、大学 
運営に係る企画立案などの専門 
的業務に、重点的に人員を配置す 
る。 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に雇用保険や社会保険の申請事務等

の外部委託を行い、事務の質の向上と効率化を図っ

た。また、２１年度には事務局、図書館、各学科で

職務内容が大きく異なる補助職員の業務内容及び

業務量について月別、週単位での調査を行った。そ

の結果、分掌の一部見直しや夏期休暇期間などに余

裕が出来る補助職員については他部署の業務援助

を行う等の弾力的な配置によって事務の効率化を

図ることとした 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

 

    

 
 
 
 
 
 
 
147 

事務職員採用など他の大学法人

と共同して実施した方が効率的

な業務について、共同処理の検討

を行う。 
 

 

 

 

 

（平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度から２１年度まで、毎年大学固有職員

採用試験を看護科学大学と共同実施した。また、大

学固有の職員の研修に関し、公立大学協会が実施す

る各種研修や県職員研修所が実施する特別研修等

への参加の方法等について、大分県立看護科学大学

と協議した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

 

 
 
 

   

 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

（１）外部研究資金の獲得 

 

中期 

目標 
科学研究費補助金その他の外部研究資金を獲得するため、支援体制を整備し、全学的に取り組む。 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

148 

2 外部研究資金及びその他の自

己収入の獲得 
(1)外部研究資金の獲得 
研究資金獲得に全学的に取り組 
む。特に、科学研究費補助金につ 
いては、積極的に獲得するよう努 
める。 
 
企業や自治体との共同研究・受託 
研究などに積極的に取り組み、外 
部研究資金獲得を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○教授会において科学研究費補助金の積極的な申請

を教員に要請し、２０年度には昨年度の２倍となる

12 件の申請を行った。２１年度には、総務省の戦

略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ）に「地

域住民の信頼と人間関係を基盤とした地域防災Ｓ

ＮＳに関する研究開発（21～22 年度：574万 5千

円）」が採択された。また、文部科学省の大学教育

推進プログラム（新ＧＰ）に「体験をスキルに変え

るナラティブ能力育成（21～23 年度：3,533 万 4
千円）」が採択された。さらに、文化庁の地域文化

芸術振興プラン推進事業に「芸短大美術科地域ふれ

あいアート事業（200万円）」「安藤宏子『豊後絞り

の魅力展』（410万円）」の２件が採択された。加え

て、大分県文化スポーツ振興財団と公演の共催に関

する協定書を締結し、共催負担金50万円の支援を

得るなど新規の外部資金獲得に努めた。また、２１

年度には地域連携研究コンソーシアム大分に参加

し、次の学外協力に取り組んだ。①文部科学省の戦

略的大学連携支援事業に参加した。②同コンソーシ

アムが募集した学・学連携型共同研究助成事業に教

員１名が申請し、採択された。③昨年度大分大学が

採択された文部科学省「産学官連携戦略展開事業

（戦略展開プログラム）に連携機関として参加し

た。④同コンソーシアムが上記事業の一環として

10 月 22 日に開催した「豊の国ものづくり展」（大

分全日空ホテル）において、産学官共同研究事例と

して美術科教員が八鹿酒造の限定酒ラベル製作に

ついて発表した。 

１ 

 

Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

(148) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○科学研究費等の申請や科学研

究費を申請する研究者グルー

プへの参加など、研究資金獲得

に努める。 
 
 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○科学研究費補助金において22年度は、研究者、研

究分担者としてそれぞれ 1 名が新規に採択された

他、３名が継続して研究分担者として採択された。

（5件で総額約343万6千円） 
  また、4 名の研究分担者は研究者グループの研究

会へ積極的に参加して発表等を行った。加えて、23
年度補助金への獲得に向けて、9 件の申請を行っ

た。 
 さらに、総務省の戦略的情報通信研究開発推推進

制度（SCOPE）で採択された「地域住民の信頼と

人間関係を基盤とした地域防災SNSに関する研究

開発」（21～22年度：574万5千円）と、文部科学

省の大学教育推進プログラム（新GP）で採択され

た｢体験をスキルに変えナラティブ能力｣（21～23
年度：3,533万4千円）で継続して外部資金を獲得

した他、文化庁地域伝統文化総合活性化事業におい

て｢大分県下における無形民俗文化財ハイビジョン

映像アーカイブ作成｣（22年度：747万4千円）が

採択され、新規の研究資金を獲得した。 
 

 

２ 

 

Ⅳ 

   

○地域連携研究コンソーシアム

大分のもとに学外研究協力を

推進する。 

○若者が定着する工場経営の為の技術経営プログラ

ムの開発（大分大学・大分高専等との連携）、地域

「工場経営」の為の技術経営人材育成プログラムの

研究開発（大分大学・大分高専・NPO技術サポー

トネットワーク大分との連携）、省力化農業を目標

とした基礎研究（大分大学との連携） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

149 

外部研究資金獲得を支援するた

めに、研究助成金公募等の情報収

集や申請書類作成などを支援す

る体制を整備する。 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○研究者を対象として実施した科学研究費補助金説

明会の中で、応募へ向けての研修を行った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○研究情報室において、研究助成

金への応募の機運を醸成する研

修会を開催する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○全学教員を対象に、本年度科学研究費を獲得した教

員を講師にして研修会を開催した。 １ Ⅲ 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

（２）自己収入の確保 

 

中期 

目標 
経営の安定化を図るため、授業料等の学生納付金及び公開講座講習料等の受益者負担金については、適正な金額を定め、確実に収入する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

150 

(2)自己収入の確保 
授業料、入学考査料、入学料、証

明料及び公開講座講習料等の額

は、受益者負担の観点から適正な

金額を定めるとともに、社会情勢

の変化に応じて適宜見直しを行

う。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に国立大学法人の額を考慮し、授業

料、入学考査料、入学料の改定を行った。また、必

要経費を考慮した公開講座受講料や施設の使用料

を設定し、受講者や利用者に適正な負担を求めた。 
２ 

 

Ⅳ 

    

 
○教室等の学内施設の貸し出し

について、近隣施設の単価等も

参考にして使用料の見直しを

検討する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○近隣施設の単価と比較検討を行った結果、本学が定

めている施設使用料は妥当であると判断し、当面現

行のままで貸し出すこととした。 １ Ⅲ 

 

151 

授業料については、納入の簡素化

及び確実な収入を図るため、平成

18 年度から口座引き落としを導

入する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に授業料について口座引き落としを

導入し、滞納者について定期的に催告を行った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

（１）資産の適正管理 

 

中期 

目標 
法人の資産を全学的に運用・管理する仕組みを整備し、経営基盤の安定化を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

152 

3 適正な資産管理 
(1)適正な資産管理 
授業料等学生納付金や運営費交

付金、研究資金等の金融資産につ

いて、管理ルールを策定し、適正

に管理する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に会計規程、会計事務取扱規程及び債

権管理規程を策定し、資金運用方針について検討を

行い、１９年度には金融資産運用について余剰金の

定期預金での運用を行った。また、２０年度には運

営交付金及び授業料の収納日後に不要不急な資金

を定期預金として運用した。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

153 

大学の土地、施設、設備等の固定 
資産を、適正に維持管理するとと 
もに、有効活用に努める。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に土地、施設、設備等については固定

資産管理システムを導入し、電算化を行った。１９

年度には電算化した大学の固定資産台帳を基に老

朽化の激しいものや緊急度の高いものを計画的に

改修するなど適正に維持管理した。２１年度には改

修施設保全計画に基づき、人文棟冷房制御システム

更新工事、電話交換設備更新工事等を行った。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

（２）資産の有効活用 

 

中期 

目標 
大学の施設・設備を有効に活用し、社会への貢献を図る。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

154 

(2)資産の有効活用 
大学の土地、施設、設備等は、大

学運営に支障のない範囲で貸付

けを行うなど有効に活用し、地域

貢献を図る。 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に不動産等の目的外使用承認基準を

策定し、公共的団体や地域住民グループ等への貸付

を行った。２１年度には総務企画部で利用情報を一

元管理し、監視室に伝達することによりスムースな

貸し出しを行った。 
 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項 

 
（平成１８～２１事業年度） 
 
１ 事務等の効率化及び経費の抑制 

(1) 事務等の効率化 

 平成１８年度に課制、係制を廃止し、事務局組織のフラット化を行い、進路常務や学生確保に対する業務

の人員強化や事務の整理統合等の改編を行った。また、教務学生管理システム、図書館システムの更新など

による事務の効率化、学内 LAN「デスクネッツ」の導入による情報の周知徹底、迅速化、ペーパーレス化

を推進した。また、１９年度には予算集計や帳票作成の電算化による簡素化を継続実施し検証を行った。２

０年度には大学内メールやデスクネッツを活用し、不審者情報、行事日程、年度計画等配信した。また、事

務を簡素化するため、旅行伺いの様式等の簡素化・統一化を図った。２１年度には会議、教職員のスケジュ

ールや各種資料の受発送にデスクネッツを活用し、業務の効率化を図った他、授業料減免事務について算定

の基礎となる生活保護基準の内容等を見直すことにより事務を簡素化した。 
 また、事務局、図書館、各学科で職務内容が大きく異なる補助職員の業務内容及び業務量について調査を

行い、分掌の一部見直しや夏期休暇期間などに余裕が出来る補助職員については他部署の業務援助を行う等

の弾力的な配置によって事務の効率化を図ることとした。 
 

(2) 経費の抑制 

教授会等において光熱水費の節減について依頼を行った。その結果、平成２１年度には学生数が増えた

（888 人⇒955 人）にも関わらず、光熱水費の総額は横ばい(34,112 千円⇒34,211 千円)で学生 1 人あたり

2,500円以上節減した。また、火災保険の商品改定を機に長期（5年）契約に変更し、経費の節減を図った。

また、両面印刷の奨励、ミスコピーの再利用、宅配便と郵便経費の比較利用等の推進による印刷消耗費、通

信運搬費の効率的執行に努めた。 

 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

(1) 外部研究資金の獲得 

教授会において科学研究費補助金の積極的な申請を教員に要請し、２０年度には昨年度の２倍となる 12
件の申請を行った。２１年度には、総務省の戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ）に「地域住民

の信頼と人間関係を基盤とした地域防災ＳＮＳに関する研究開発（21～22年度：約800万円）」が採択され

た。また、文部科学省の大学教育推進プログラム（新ＧＰ）に「体験をスキルに変えるナラティブ能力育成

（21～23年度：3,680万5千円）」が採択された。さらに、文化庁の地域文化芸術振興プラン推進事業に「芸

短大美術科地域ふれあいアート事業（200 万円）」「安藤宏子『豊後絞りの魅力展』（410 万円）」の２件が採

択された。加えて、大分県文化スポーツ振興財団と公演の共催に関する協定書を締結し、共催負担金 50 万

円の支援を得るなど新規の外部資金獲得に努めた。また、２１年度には地域連携研究コンソーシアム大分に

参加し、次の学外協力に取り組んだ。①文部科学省の戦略的大学連携支援事業に参加した。②同コンソーシ

アムが募集した学・学連携型共同研究助成事業に教員１名が申請し、採択された。③昨年度大分大学が採択

された文部科学省「産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）に連携機関として参加した。④同コン

ソーシアムが上記事業の一環として10 月 22日に開催した「豊の国ものづくり展」（大分全日空ホテル）に

おいて、産学官共同研究事例として美術科教員が八鹿酒造の限定酒ラベル製作について発表した。 

 

(2) 自己収入の確保 

平成１８年度に国立大学法人の額を考慮し、授業料、入学考査料、入学料の改定を行った。また、２０年

度には、必要経費を考慮した公開講座受講料や施設の使用料を設定し、受講者や利用者に適正な負担を求め

た。 
 

３ 資産の適正管理及び有効活用 

平成１８年度に会計規程、会計事務取扱規程及び債権管理規程を策定し、資金運用方針について検討を行

い、１９年度には金融資産運用について余剰金の定期預金での運用を行った。また、２０年度には運営交付

金及び授業料の収納日後に不要不急な資金を定期預金として運用した。 
平成１８年度に土地、施設、設備等については固定資産管理システムを導入し、電算化を行った。１９年

度には電算化した大学の固定資産台帳を基に老朽化の激しいものや緊急度の高いものを計画的に改修する

など適正に維持管理した。２１年度には改修施設保全計画に基づき、人文棟冷房制御システム更新工事、電

話交換設備更新工事等を行った。 

地域等の要望に応え、大学の授業等に支障のない範囲で施設等の貸付を行うこととし、総務企画部

で利用情報を一元管理し、監視室に伝達することによりスムースな貸し出しを行った。 
 
 
 
（平成２２事業年度） 
 
１ 事務等の効率化及び経費の抑制 

休日・夜間を利用した公開講座の開催や体育館・音楽棟などの県民の利用時間が昨年の４倍（373時間増）

になると同時に学内利用の授業日数（２週間増）の増加にもかかわらず、教授会等で光熱水費の節減につい

て周知徹底を行って学内経費を抑えた結果、全体としては、8.1％増(34,211 千円→36,985 千円)にとどめる

ことができた。 
 

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得 

科学研究費補助金において、研究者、研究分担者としてそれぞれ1名が新規に採択された他、３名が継続

して研究分担者として採択された。（5件で総額約343万6千円） 
また、4名の研究分担者は研究者グループの研究会へ積極的に参加して発表等を行い、23年度補助金への

獲得に向けて、9件の申請を行った。 
さらに、総務省の戦略的情報通信研究開発推推進制度（SCOPE）で採択された「地域住民の信頼と人間

関係を基盤とした地域防災SNS に関する研究開発」（21～22年度：574 万 5千円）と、文部科学省の大学

教育推進プログラム（新GP）で採択された｢体験をスキルに変えナラティブ能力｣（21～23年度：3,533万

4千円）で継続して外部資金を獲得した他、文化庁地域伝統文化総合活性化事業において｢大分県下における

無形民俗文化財ハイビジョン映像アーカイブ作成｣（22年度：747万4千円）が採択され、新規の研究資金

を獲得した。 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 自己点検及び自己評価の充実 

（１）自己点検及び自己評価の実施 

 

中期 

目標 

法人の掲げる目的の達成に向けて、教育、研究、社会貢献及び組織運営を常に改善していくため、中期計画及び年度計画の達成状況について、毎年度自己点検及び自己評価を行い、大分県地方独立行政法人評価委

員会による第三者評価を受ける。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

155 

V 教育研究及び組織運営に関

する自己点検・評価並びに当該

状況に係る情報の提供に関す

る目標を達成するためにとる

べき措置 
1 自己点検及び自己評価の充

実 
 
(1)自己点検及び自己評価の実施 
大学が実施する教育研究活動及

び法人の組織運営の状況につい

て、目標・計画の達成状況や成果

を検証し、絶えず改善を図るた

め、自己点検・自己評価を実施す

る。 
 
自己点検・自己評価は、大学の教

育、研究、社会貢献の状況及び法

人組織の管理運営状況に対して、

大学全体を対象に実施する。 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○年度計画については 10 月末現在及び 12 月末現在

の実施状況及び中間報告を取りまとめて進行管理

を行い、年度計画の円滑、確実な実施を図った。ま

た、毎年、前年度計画の実施状況を点検・評価し、

業務報告書を取りまとめた。平成２１年度には学外

理事・監事、経営審議会及び教育研究審議会学外委

員に事業実施状況を報告して指示を仰ぐとともに、

他の公立短期大学長からも適宜助言を受けた。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○学校教育法に定めるところに

より、教育研究、組織運営及び

施設整備の総合的な状況に関

し、認証評価機関に自己評価書

を提出し、評価を受ける。 

（平成２２年度の実施状況） 
○独立行政法人大学評価・学位授与機構に対して平成

22年6月に自己評価書を提出し書面審査を受ける

とともに、10 月 7～8 日の 2 日間にわたり訪問調

査を受けた。結果については短期大学設置基準を

はじめ関係法令に適合し、短期大学評価基準を満

たしているとの評価を受けた。 
 

１ Ⅲ 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 自己点検及び自己評価の充実 

（２）評価結果の活用 

 

中期 

目標 
自己点検及び自己評価並びに第三者評価の結果を公表するとともに、大学の活動及び組織運営の改善のために活用する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 
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(2)評価結果の活用 
自己点検・自己評価及び外部評価

(大分県地方独立行政法人評価委

員会による評価)の結果は、報告

書等により学内外に公表する。 
 
点検・評価の結果明らかになった

問題点は、検討の上改善計画を策

定し着実に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○毎年、前年度の計画の業務報告書及び外部評価の結

果をホームページにおいて公表した。また、自己点

検・評価及び外部評価結果明らかになった問題点

は、自己評価委員会において検討の上、翌年度の計

画に反映させると共に、認証評価に向け改善の資料

とした。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○2１年度計画の実施結果や外部 
評価の結果は、報告書や大学ホ

ームページ等において学内外に

公表する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○平成21年度計画の業務報告書及び外部評価結果は

大学ホームページにおいて公表した。 

１ Ⅲ 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進 

 

中期 

目標 
公立大学法人として、県民をはじめ社会への説明責任を果たすため、大学の教育研究活動・社会貢献の成果及び運営の状況に関する情報を積極的に公開する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

157 

2 情報公開の推進 
大分県情報公開条例及び大分県

個人情報保護条例に基づき関係

規程を整備し、情報公開請求に適

切に対応していく。また、情報公

開を促進する学内の体制を確立

する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に情報公開規程及び個人情報保護規

程等を策定した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

158 

大学の活動及び法人運営の状況 
について、各種メディアへの発 
表、ホームページへの掲載及び報 
告書の作成等により、県民、学生、 
受験生など広く社会へ公開する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年４月にこれまでの広報委員会を改組し、

広報室を設置し、法人運営の状況、評価の状況等を

ホームページに掲載し公表した。また、大学活動に

ついてホームページや広報誌に掲載すると共に定

期的且つ随時にマスコミリリースを行った。 
２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

159 

教育研究の成果は、データベース

化を促進し、公開する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度に研究情報室において情報メディア

教育センターと協力して重点事業である研究者デ

ータベースシステムの開発を進め、教員が各自研究

者プロフィール・研究業績・社会的活動等の情報を

更新し、内容をホームページに公開した。２１年度

には適切な維持・更新を行った。 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

160 

役員、財務運営状況や中期目標・

中期計画等の法人情報をホーム

ページに掲載し公開する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度においてホームページに「法人情報」

枠を設けて１１の項目ごとに法人関係情報を公開

した。また、１９年度には前年度の財務諸表をホー

ムページで公開した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
 

    

161 

学内行事や学生及び教職員の活

動について、メディアへの積極的

な情報提供や、報告書・各種印刷

物等の作成を行い、広報・公開に

努める。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成２０年度４月に設置した広報室において大学

情報をとりまとめ、県庁記者クラブに資料提供を行

った。２１年度は４９件の資料提供を行った結果、

本学に関連する記事が各紙合計で 147 件掲載され

た。 ２ 

 

Ⅳ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅳ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する特記事項 

 
（平成１８～２１事業年度） 
 
１ 自己点検及び自己評価の充実 

毎年、前年度の計画の業務報告書及び外部評価の結果をホームページにおいて公表した。また、自己点検・

評価及び外部評価結果明らかになった問題点は、自己評価委員会において検討の上、翌年度の計画に反映さ

せると共に、認証評価に向け改善の資料とした。 
 
２ 情報公開の推進 

平成１８年度に情報公開規程及び個人情報保護規程等を策定した。平成２０年４月にはこれまでの広報委

員会を改組し、広報室を設置し、法人運営の状況、評価の状況等をホームページに掲載し公表した。また、

大学活動についてホームページや広報誌に掲載すると共に定期的かつ随時にマスコミリリースを行った。 

（平成２２事業年度） 
 
１ 自己点検及び自己評価の充実 

平成 21 年度計画の業務報告書並びに外部評価の結果は、大学ホームページ等において学内外に

公表した。また、21年度外部評価の結果明らかになった問題点を年度計画検討委員会において検討

の上、22年度計画に反映させるとともに認証評価に向け改善の材料とした。 

 
２ 情報公開の推進 

広報室において大学情報をとりまとめ、大学ホームページで積極的に公開している。また、大学のニュ

ース、イベント情報もタイムリーに提供している。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設・設備の整備・活用 

 

中期 

目標 
法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、長期的な展望の下、施設・設備の整備・活用計画を策定する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 
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VI  その他業務運営に関する重

要目標を達成するためにとる

べき措置 
1 施設設備の整備・活用 
 
既存の施設及び設備を最大限有

効に活用しつつ、大学の将来像を

見据えて長期的な整備計画を策

定する。 
 
計画策定に当たっては、施設等の

安全性・信頼性の確保、教育研究

環境の充実、すべての人にとって

利用しやすいキャンパスの実現

及び学内外の環境や景観への影

響に留意する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に既存施設等の現状調査を実施し、緊

急を要する施設については修繕等を行った。２１年

度にはビジョン委員会において、施設設備面の現状

分析と今後の方向性について検討した。特に、美術

棟、音楽棟については築後36年が経過し老朽化が

著しく、かつ狭隘な施設の中で教育活動等に支障を

きたしているため、早急に整備計画を立て、県との

協議を行う必要があるとの意見の一致をみた。 
 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○次期中期計画及び大学の将来

像を見据えて施設設備の整備計

画を検討する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○ビジョン策定委員会において本学の将来像を検討

するなかで、施設及び設備のあり方について検討を

行った。 

１ Ⅲ 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

２ 大学の安全管理 
 

中期 

目標 
学内における事故や犯罪及び災害の発生を未然に防止し、安全・安心な教育研究環境を実現するために、安全衛生管理体制及び防災・防犯体制を整備する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

163 

2 大学の安全管理 
労働安全衛生法その他の関係法

令等に基づき、安全衛生に関する

必要な規程を整備し、着実に実施

する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に職員安全衛生管理規程を策定した。

規程に基づき、健康診断、事後指導を行うと共に、

健康に関する研修会を実施した。 
１ 

 

Ⅲ 

    

 
○教職員、学生の健康増進のた

めに大学の敷地内で全面禁

煙を実施する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○平成21年度に教職員、学生及び来客者へ敷地内全

面禁煙について周知し、22年度から実施した。 １ Ⅲ 

 

164 

事故、犯罪、災害の発生時に、学

生及び教職員の生命並びに大学

施設、設備、財産を保全し、被害

を最小限とするために、対策マニ

ュアルを整備し、教職員に周知徹

底する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に防災・防犯等対マニュアルを策定

し、学生、教職員参加による地震を想定した防災訓

練を実施した。２１年度には新型インフルエンザ対

策として学長を本部長とする対策本部を設置し、学

内発生情報等を収集し、ホームページ等で教職員・

学生に周知するとともに、推薦・社会人入試にあた

っては受験機会の確保等を図るため、追試験を行っ

た。 
さらに、不審者対策として警備員の巡回を強化する

とともに、これまで音楽科練習室等30ヶ所であっ

た非常用警報装置を133ヶ所追加し、すべての教室

に設置することにより学生の安心・安全を図った。 

２ 

 

Ⅳ 

    

 
○教職員、学生の学内での安全確

保のために、監視カメラとは別

に非常用押しボタンを教室に

設置し運用を開始する。 

 

（平成２２年度の実施状況） 
○これまで音楽棟練習室及び図書館(30 ヶ所)のみに

設置していた非常用押しボタンを全教室(160 ヶ所)
に設置し、学生にも周知することにより学内の安全

性向上に努めた。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

165 

大学の施設、設備に対する日常的 
な点検を実施し、安全性の維持及 
び危険箇所の早期発見に努める。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○委託警備業者による日常的な点検を実施するとと

もに、総合的な点検を行い、大学の施設、設備の危

険箇所の早期発見及び安全性の維持に努めた。さら

に庁舎管理員による日中の施設点検、警備員による

日中夜間の施設点検、各委託業者による設備の定期

点検・総合点検、さらに県施設整備課による学内施

設の点検調査などを実施し、学内施設等の危険箇所

の発見に努め、安全性を確保した。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
    

166 

危険物や施設、設備、器具等の管

理及び使用に関するマニュアル

の整備並びにその遵守を徹底し、

事故防止に努める。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○担当職員が外部講習会に参加し、防火管理者の資格

を取得するとともに、その知識を生かし消防計画を

作成し、避難訓練を実施した。 １ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 

    

167 

情報セキュリティに関するガイ

ドラインを設け、定期的に研修を

実施するなどして、教職員の情報

保護意識を向上させる。また学生

に対して、個人情報の流出や各種

サイバー犯罪による被害を防止

するため、情報セキュリティ教育

や啓発活動を実施する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に情報セキュリティガイドラインを

策定し、全教職員に研修を実施した。学生への教育

は一般教養科目として情報機器演習を設けて実施

した。２１年度には情報メディア教育センターを中

心に、ハイパーネット社会研究所の協力を得て、「イ

ンターネット安全教室」を学生、教職員を対象に行

った。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○きめ細かな教育・学生指導、進

路支援活動で利用する個人情

報、センシティブな情報の取り

扱いについては、ＰＤＣＡサイ

クルを活用し、情報セキュリテ

ィの向上を図る。また、教職

員・学生向けの情報セキュリテ

ィ啓発のための研修会を開催

する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○教職員に対するアンケート調査を実施した結果、試

験の答案、成績記録簿、学籍記録表など、保存と廃

棄の方法について、今後検討すべき課題が明らかに

なった。また、学生と教職員を対象とした「ネット

あんしん研修会」（(財)ハイパーネットワーク社会研

究所に講師依頼）を12月に開催し、情報セキュリ

ティに対する啓発を行った。 

１ Ⅲ 
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No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

168 

学生及び教職員の防災・防犯意識

の向上を図るために、定期的に安

全教育を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○新入生のオリエンテーションや学科ごとに警察官

による防犯講話を実施し、学生の安全確保に努め

た。 

１ 

 

Ⅲ 

    

（平成１８～２１年度に実施済

み） 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

３ 人権啓発の推進 
 

中期 

目標 
学生及び教職員の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。 

 

No. 中期計画 年度計画 実施状況 

ウェイト 

進行状況 

評価委員会コメント 
自己 

評価 

委員会 

評価 

中 

期 

年 

度 

中 

期 

年

度 

中 

期 

年 

度 

169 

3 人権啓発の推進 
人権侵害に対する相談、啓発、問

題解決などに全学一体となって

取り組むための組織を整備する。 
 
 
学生及び教職員の人権意識の向

上並びに学内における各種ハラ

スメント行為等を防止するため、

研修会や講演会等を実施する。 
学生に対する人権教育を充実す

るためのカリキュラムを整備す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１９年度に人権問題に関する実態調査報告書

を作成した。また、２０年度から「現代と人権」「地

域社会特講」などの講義によって人権問題への理解

と関心を高めた他、デートDV予防・知的障害・認

知症理解などの講演を「地域社会特講」で実施した。

また、全学生に対して大分県委託事業小冊子『デー

トDVってなんだろう』の配布、大分県委託事業「大

分県デートDVに関する実態調査」への協力を行っ

た。さらに、人権相談員、人権侵害防止委員の研修

を実施、能力向上に努めた。 

１ 

 

Ⅲ 

    

 
○人権相談員、人権侵害防止委 
員の研修・能力向上に努めると 
ともに、教職員に対する人権研 
修を充実させる。 

 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○県人権同和対策課から資料を取り寄せ、教職員人

権研修、相談員、人権委員への研修を行った。  
 

１ Ⅲ 

 

○「現代と人権」「地域社会特講」 
などの講義によって学生の人 
権問題への理解と関心を高め 
るとともに、デートDVなどの 
問題について実情の把握と啓 
発に努める。 

 

○「現代と人権」共通教育科目前期100名受講。「地

域社会特講」では国際車いすマラソン・特別支援教

育のフリーリー、女性の人権のえばの会、知的障害

などのすぎのこ村、認知症サポーター講座（大分市）

などを実施した。延べ400名が受講した。 
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項 

 
 
（平成１８～２１事業年度） 
 
１ 施設設備の整備・活用 

本学は、建設から３０年を超える建物が多く、整備を行わなければならない次期にきている。平成１８年

度に既存施設等の現状調査を実施し、緊急を要する施設については修繕等を行った。２１年度にはビジョン

委員会において、施設設備面の現状分析と今後の方向性について検討した。特に、美術棟、音楽棟について

は築後 36 年が経過し老朽化が著しく、かつ狭隘な施設の中で教育活動等に支障をきたしているため、早急

に整備計画を立て、県との協議を行う必要があるとの意見の一致をみた。 
 

２ 大学の安全管理 

平成１８年度に防災・防犯等対マニュアルを策定し、学生、教職員参加による地震を想定した防災訓練を

実施した。２１年度には新型インフルエンザ対策として学長を本部長とする対策本部を設置し、学内発生情

報等を収集し、ホームページ等で教職員・学生に周知するとともに、推薦・社会人入試にあたっては受験機

会の確保等を図るため、追試験を行った。 
さらに、不審者対策として警備員の巡回を強化するとともに、これまで音楽科練習室等 30 ヶ所であった

非常用警報装置を133ヶ所追加し、すべての教室に設置することにより学生の安心・安全を図った 

 

３ 人権啓発の推進 

平成１９年度に人権問題に関する実態調査報告書を作成した。また、２０年度から「現代と人権」「地域

社会特講」などの講義によって人権問題への理解と関心を高めた他、デートDV予防・知的障害・認知症理

解などの講演を「地域社会特講」で実施した。また、全学生に対して大分県委託事業小冊子『デートDVっ

てなんだろう』の配布、大分県委託事業「大分県デートDVに関する実態調査」への協力を行った。さらに、

人権相談員、人権侵害防止委員の研修を実施、能力向上に努めた。 

 
（平成２２事業年度） 
 
１ 大学の安全管理 

平成21年度に教職員、学生及び来客者へ敷地内全面禁煙について周知し、22年度から実施した。 
これまで音楽棟練習室及び図書館(30 ヶ所)のみに設置していた非常用押しボタンを全教室(160 ヶ所)に設

置し、学生にも周知することにより学内の安全性向上に努めた。 
情報セキュリティーにつて教職員に対するアンケート調査を実施した結果、試験の答案、成績記録簿、学

籍記録表など、保存と廃棄の方法について、今後検討すべき課題が明らかになった。また、学生と教職員を

対象とした「ネットあんしん研修会」（(財)ハイパーネットワーク社会研究所に講師依頼）を12月に開催し、

情報セキュリティに対する啓発を行った。 
 

２ 人権啓発の推進 

共通教育科目の「現代と人権」は前期 100 名が受講し、人権問題への理解と関心を高めた。「地域社会特

講」では国際車いすマラソン・特別支援教育のフリーリー、女性の人権のえばの会、知的障害などのすぎの

こ村、認知症サポーター講座（大分市）などを実施し、延べ400名が受講した。 
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Ⅵ 予算、収支計画及び資金計画 

 
  財務諸表及び決算報告書を参照 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

1 短期借入金の限度額  1億円 

2 想定される理由 

 運営費交付金の受入時期と資金需

要との期間差及び事故の発生等によ

り緊急に必要となる対策費として借

り入れることを想定する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○短期借入金の実績なし 

 

1 短期借入金の限度額  1億円 

2 想定される理由 

 運営費交付金の受入時期と資金需

要との期間差及び事故の発生等によ

り緊急に必要となる対策費として借

り入れることを想定する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○短期借入金の実績なし 

 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

 
なし 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
なし 

 

 
なし 

（平成２２年度の実施状況） 
なし 

 
Ⅸ 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
剰余金については、その一部を翌年度予算において、教育研究の質の向

上及び組織運営の改善に反映させることとした。 
 

 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。 

（平成２２年度の実施状況） 
剰余金については、その一部を平成２３年度予算において、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善に反映させることとした。 
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Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

なし 

(注)中期目標を達成するために必要

な業務の実施状況を勘案した施設・

設備の整備や老朽度合等を勘案した

施設・設備の改修等が追加されるこ

とがある。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○なし 

 

 
なし 

（平成２２年度の実施状況） 
なし 
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Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

２ 人事に関する計画 
 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

a 裁量労働制、任期制など、教育研

究に従事する教員の勤務特性を踏

まえた人事制度を導入する。 
 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度に全教員に対して、裁量労働制を導入し、弾力的な勤務

による職務の効果的、効率的な執行を確保した。また、任期制につい

て、他大学・短大の導入状況も踏まえ、メリット、デメリットを比較

検討した。人材の交流による組織の活性化という任期制のメリット

も、地方の短期大学である本学では逆にデメリットになり、全国の大

学の任期付き教員が 20％程度という状況で、特に転出ポストの少な

い芸術系を有する本学が率先して任期制を導入する必要はないと結

論した。 
 

 

 （平成２２年度の実施状況） 
 

b 教職員の採用及び育成に関する基

本計画を策定し、計画に沿って職

員定数及び人件費を適正に管理す

る。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○平成１８年度には、兼業規制を緩和した新たな職員兼業規程を定め、

教員の自由な学外活動を推進した。 
認定専攻科の体制強化や新分野新設、退職者の補充等として、公募方

式による採用試験を実施した。 
人件費については、関係規程等に基づき適正に管理した。 

 

 
○人事基本計画により、職員定数及

び人件費を適正に管理する。 
 

（平成２２年度の実施状況） 
○退職者の補充として、公募方式による採用試験を実施した。また、人

件費については、関係規程等に基づき適正に管理した。 

c 業務の内容に応じて大学固有職

員、大分県からの派遣職員及び人材

派遣職員等を適切に配置する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○事務職員人事適正計画に基づき、県立看護科学大学と共同して、採用

試験を実施し、大学固有事務職員３名を採用した。採用した大学固有

職員の研修について、大学組織、諸規程の概要等の基礎研修、職務に

応じた専門研修や職場研修の他、公立短期大学協会の研修の受講や大

学の授業を活用した簿記研修を実施した。 
 

 

 

○平成２１年度で大学固有職員３名

の採用計画が完了したため、採用

した大学固有職員の研修充実を図

る。 

（平成２２年度の実施状況） 
○大学固有職員 3 名については、将来の大学運営を支える人材として

総務企画部に 2 名、教務学生部に 1 名それぞれ配置した。また、公

立短期大学協会事務職員研修会、県内大学が参加した大学等事務系職

員コンソーシアムなどに職員を派遣するとともに職場研修で大学職

員としての資質の向上を図った。 
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d 大学の効果的な運営に努め、大分

県からの派遣職員は業務運営の状況

等を勘案しつつ段階的に縮減する。 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
○目標期間における組織、職員定数、職員の適正配置、県派遣職員削減

定数による法人固有事務職員採用、その他多様な雇用形態、評価制度、

任期制、勤務形態等に関する人事基本計画を策定した。 
平成２０年度、２１年度において人事基本計画に基づき、それぞれ1
名の大学固有職員を採用し、県派遣職員をそれぞれ1名削減した。 

 

 

 
○平成２２年度に１名の県派遣職員

を削減する。 

（平成２２年度の実施状況） 
○人事基本計画に基づき、平成22年4月1日より1名の大学固有職員

を採用し、総務企画部で財務、地域貢献、科研費等を担当している。

また、附属図書館の県派遣職員を 1 名削減し、代わりに非常勤嘱託

職員を配置した。 
 

 
 
 
                                                                （参 考） 

項  目 平成２２年度 

(1) 常勤職員数 
(2) 任期付職員数 
(3)   

① 人件費総額（退職手当を除く） 
② 経常収益に対する人件費の割合 
③ 外部資金により手当した人件費を 

除いた人件費 
④ 外部資金を除いた経常収益に対する 

上記③の割合 
⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務 

時間として規定されている時間数 

(1) 63人 
(2) 0人 
(3)   

① 680,635,803円  
② 69.8% 
③  678,331,273円 
 
④  71.6% 
 
⑤  38時間45分 



 
132 

 
 

 
Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

３ 法第40条第4項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

 
なし 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
なし 

 

なし （平成２２年度の実施状況） 
なし 

 
 
Ⅹ 大分県が設立する地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年大分県規則第12号）で定める事項 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

 

中期計画 年度計画 実施状況 評価委員会コメント 

 
なし 

 （平成１８～２１年度の実施状況概略） 
なし 

 

なし （平成２２年度の実施状況） 
なし 
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◎ 別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

 
 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 

（名） 

(b) 

（名） 

(b)／(a)×100 

（％） 

 
美術科 
 美術専攻 
 デザイン専攻 
 
音楽科 
 
国際文化学科 
 
情報コミュニケーション学科 
 
 
専攻科 
 造形専攻 
 音楽専攻 

 
 
    ５０ 
   １００ 
 
   １３０ 
 
   ２００ 
 
   ２００ 
 
 
 
    ３９ 
    ３５ 

 
 
    ４３ 
    ９９ 
 
   １４２ 
 
   ２６６ 
 
   ２７９ 
 
 
 
    ５４ 
    ４７ 

 
 
    ８６．０ 
    ９９．０ 
 
   １０９．２ 
 
   １３３．０ 
 
   １３９．５ 
 
 
 
   １３８．５ 
   １３４．３ 

計 ７５４ ９３０ １２３．３ 

 
 
 
 

○計画の実施状況等 

（定員充足率について） 

 

 定数 現員数 

 （名） （名） 

学 長 

 

美術科 

 

音楽科 

 

国際文化学科 

 

情報コミュニケーション学科 

 

     １ 

 

    １２ 

 

    １３ 

 

    １３ 

 

    １３ 

 

     １ 

 

    １２ 

 

    １３ 

 

    １３ 

 

    １３ 

 

計     ５２     ５２ 

 

定員充足率  １００% 

 

 


